
その他�
2.3%

金融�
17.4%

金属・金属製品�
5.1%

資本財�
6.7%

電力�
2.9%

通信�
7.0%

石油・ガス�
14.6%日用消費財�

10.0%

輸送機器�
7.5%

ヘルスケア�
4.2%

家庭用品�
3.3%

情報技術（IT）�
18.9%

ファンドのお取扱い�
�原則として、いつでも買付･解約のお申込みができます。�
ただし、ファンドの休業日※にあたる場合には、翌営業日のお取扱いとさせていただきます。�
※日本、香港及びインドの証券取引所の休業日、日本及びルクセンブルグの銀行休業日のいずれかに該当する場合はファンドの休業日となります。なお、当初設定日はファ
ンドの休業日とはなりません。�

CA Funds インドファンドの概要（ルクセンブルグ籍会社型投資信託）（米ドル建）�
信託報酬：税抜年率0.72%以内（平成18年7月31日現在、税抜年率0.72%）�
運用会社：クレディ・アグリコル アセットマネジメント・ホンコン�
《ファンドの特徴》�
・インドの株式（ADR（米国預託証書）及びGDR（グローバル預託証書）を含む）を中心に運用します。�
・銘柄選択に重点をおいたボトム・アップ・アプローチによるアクティブ運用を行います。�
・入念な企業分析や独自の調査が、付加価値を生み出します。ファンドマネージャーは、投資先企業の利益成長の潜在能力や投資先企業が利益成長を達成しうる経営陣の
資質、財務内容を備えているかなどを検討します。�

・主として、インドの株式（ADR（米国預託証書）及びGDR（グ
ローバル預託証書）※を含む）に投資する「CA Funds インド
ファンド」と「円建マネー サブファンド」に投資します。�
・「CA Funds インドファンド」の組入比率を原則として90%以
上に保つこととします。�
・原則として、為替ヘッジは行いません。�

「円建マネー サブファンド」及び投資対象の詳細につきましては、投資信託説明書（目論見書）をご参照ください。�

ファンドの主なリスク�
投資信託は値動きのある証券に投資するため、投資元本及び分配金が保証されている商品ではありません。�

リスクの詳細については投資信託説明書（目論見書）を必ずご覧ください。�

当ファンドの主な投資対象である「CA Funds インドファンド」は、主にインドの株式（ADR（米国預託証書）及びGDR（グローバル預託証書）を
含む）に投資を行いますので、株価変動の影響を受けます。�

株 価 変 動 リス ク�

当ファンドの主要投資対象であるルクセンブルグ籍の投資信託証券は、主にインドの株式（ADR（米国預託証書）及びGDR（グローバル預託証書）
を含む）を投資対象としていますが、一般にインド等の先進国以外の国の証券市場は欧米等の先進国に比べ、市場規模や取引量が小さく流動性が低
いことから流動性、価格変動性等のリスクは相対的に高くなる傾向があります。�

インド 株 式 へ の �
投資に関するリスク�

当ファンドは、円建で基準価額が表示される国内投信です。原則として為替ヘッジは行いません。ファンドの基準価額は主に円対米ドル及び米ドル
対インドルピーの為替相場の動きにより変動します。�

為 替 変 動 リス ク�
投資信託ご購入時の注意点　投資信託は、その商品の性格から次の特徴をご理解のうえご購入くださいますようお願い申し上げます。�
●投資信託は預金ではありません。●投資信託は預金保険の対象となりません。●投資信託は値動きのある証券（外貨建資産には為替リスクがあります）に投資するため、投資元本及び分配金が保証された商品ではあ
りません。●投資信託の設定・運用は投資信託委託会社が行います（銀行は販売の窓口となります）。●投資した資産の価値の減少を含むリスクは、投資信託をご購入のお客さまが負うことになります。●証券会社以外の
金融機関を通じてご購入いただいた投資信託は、投資者保護基金の対象とはなりません。●投資信託のご購入時にはお申込手数料等がかかります。●ご購入の際は、投資信託説明書（目論見書）をご覧ください。�

当資料は、｢CAりそなインド ファンド｣の商品内容説明資料としてクレディ・アグリコル アセットマネジメント株式会社が作成した資料であり、証券取引法に基づく開示書類ではありません。当資料に記載したコメ
ントは、将来を保証するものではなく、資料作成時点における当社の見解や予想であり、将来の経済・市場環境、政治情勢等の変化により予告なく変更することがあります。当資料に記載したデータは記載時点の
ものであり将来の傾向、数値等を示唆するものではありません。取得のお申込みを行う場合には、販売会社から投資信託説明書（目論見書）を必ずお受取りいただき、商品内容、リスク等の詳細をご確認の上、ご
自身のご判断でお申込みください。�

店頭に投資信託説明書（目論見書）をご用意してあります。�

継 続 募 集 期 間 �
�
お 申 込 み の 取 扱 �
�
�

お 申 込 単 位 �
�
�
お 申 込 価 額 �
お 申 込 手 数 料 �

：�
�
：�
�
�

：�
�
�
：�
：�

平成18年1月31日（火）～平成19年3月14日（水）�
継続募集期間は前記期間満了前に有価証券届出書を提出することによって更新されます。�
原則としていつでもお申込みできます。ただし、ファンドの休業日※に当たる場合はお申込みできません。�
※日本、香港及びインドの証券取引所の休業日、日本及びルクセンブルグの銀行休業日のいずれかに該当する場合はファンドの休業日となります。なお、当初設
定日はファンドの休業日とはなりません。�

【自動けいぞく投資コース／定期引出あり】1万円以上1円単位�
「自動けいぞく投資コース」は、収益分配金の「再投資」と「定期引出」のご選択が可能です。�
「定期引出」をご希望されるお客さまは、別途定期引出契約をお申込みください。�
申込日の翌営業日の基準価額�
取得申込口数または取得申込総金額に応じて下記料率を申込受付日の翌営業日の基準価額に乗じて得た金額となります。�

途 中 解 約 �
解 約 価 額 �
信 託 財 産 留 保 額 �
設 定 日 �
信 託 期 間 �
収益分配時期・方法�
信 託 報 酬 �
�
�
ご 参 考 �
�
�
�
税 金 �
�
�
�
�
　�

：�
：�
：�
：�
：�
：�
：�
�
�
：�
�
�
�
：�
�
�
�
�
　�

原則として毎営業日解約のお申込みが可能です。ただし、ファンドの休業日にあたる場合はお申込みできません。�
解約請求受付日の翌営業日の基準価額とします。解約代金は解約請求受付日から起算して原則として5営業日目からお支払いします。�
なし�
平成18年1月31日（火）�
無期限�
年2回（原則として毎年6月15日及び12月15日、休日の場合は翌営業日）に決算を行い、収益分配方針に基づいて分配します。�
純資産総額に対して年率1.26%以内（税抜1.20%以内）（平成18年7月31日現在、1.1865%（税抜1.13%））�
【内訳：委託会社0.4725%以内（税抜0.45%以内）（平成18年7月31日現在、0.399%（税抜0.38%）、販売会社0.735%
（税抜0.70%）、受託銀行0.0525%（税抜0.05%））】�
組入投資信託証券とその信託報酬�
「CA Funds インドファンド」のI4クラス・・・年率0.72%以内（平成18年7月31日現在、税抜年率0.72%）�
「円建マネー サブファンド」・・・年率0.15%以内（平成18年7月31日現在、税抜年率0.10%）�
※日本国外においてかかる費用（組入投資信託証券の信託報酬）に関しては、消費税が課されません。�

収益分配金（普通分配金）並びに途中解約時及び償還時の個別元本超過額には、平成20年3月31日までの期間については
10%（所得税7%、地方税3%）の税金が課税（源泉徴収、申告不要）されます（法人の場合は所得税のみの7%が控除されます）。
平成20年4月1日以降の期間については20%（所得税15%及び地方税5%）が源泉徴収（申告不要）（法人の場合は所得税
15%のみの源泉徴収）されます。確定申告により総合課税の選択もできます（税法が変更・改正された場合には前記の内容が変
更となることがあります）。当ファンドの収益分配金は、配当控除・益金不算入制度の対象外となります。 �
�

お申込みメモ�お申込みメモ�

クレディ・アグリコル アセットマネジメント株式会社 お客様サポートライン�
0120-202-900（フリーダイヤル）�

受付時間：月曜日～金曜日（祝休日を除く）の午前9時～午後5時（半日営業日は午前9時～午前11時半）�
インターネットホームページ：http://www.jp.ca-assetmanagement.com

委 託 会 社 �：�
�
クレディ･アグリコル アセットマネジメント株式会社／信託財産の運用指図等を行います。�
※ファンドの基準価額及び解約価額については、下記の照会先までお問合せください。�

受 託 会 社 �
�
販 売 会 社 �

：�
�
：�

りそな信託銀行株式会社／信託財産の保管業務等を行います。受託会社は信託事務の一部につき日本トラスティ･サービス信託銀
行株式会社に委託することができます。�
株式会社 りそな銀行、株式会社 埼玉りそな銀行／受益証券の募集の取扱、償還金、分配金及び一部解約金（途中解約金）の支払
等の事務を行います。�

委託会社、その他の関係法人の概要�
�
委託会社、その他の関係法人の概要�
�

インド株式市場の概要�

「マハラジャ」の概要�

2006年6月末現在�

アジア株式指数比較� 2003年1月6日～2006年8月11日�

いま
インド

が注目です。

りそな  アジアファンド・シリーズーズ�りそな  アジアファンド・シリーズ�

ＣＡりそなインド ファンド�ＣＡりそなインド ファンド�

愛 称：�

Think
  Investment

Think
  Resona

いま
インド

が注目です。

販売用資料�
2 0 0 6 . 9

投資信託説明書（目論見書）のご請求・お申込みは� 設定・運用は�

ＣＡりそなインド ファンド�
追加型証券投追加型証券投資信託／ファンド・オブ・ファンズンズ�
ＣＡりそなインド ファンド�

追加型証券投資信託／ファンド・オブ・ファンズ�

CAりそなインド ファンド�
追加型証券投資信託／ファンド・オブ・ファンズ�愛称：愛称：マハマハラジャ�愛称：マハラジャ�

申込金�

投資�

収益�

投資�

収益�

投資�

収益�

投資�

収益�

分配金�
償還金�

一部解約金�

受
益
者� 日本国債、�

内外の公社債（原則としてA格以上）、�
短期金融商品、現金等�

マハラジャ�
（CAりそなインド ファンド）�

CA Funds インドファンド�
（ルクセンブルグ籍）�
（I4クラス、米ドル建）�

インドの株式�
（ADR（米国預託証書）及び�

GDR（グローバル預託証書）を含む）�

円建マネー サブファンド�
（フランス籍）（円建）�

【イメージ図】�

【ムンバイSENSEX30種　業種別構成比】�

クレディ・アグリコル アセットマネジメント・ホンコン�
�クレディ・アグリコル アセットマネジメント･ホンコンは、クレディ・アグリコル・グループのアジアにおける資産運用を担当しております。�
アジア株投資の専門家として20年の実績を有し、年間800社を訪問する徹底したボトムアップ・アプローチ運用を行っております。�

クレディ・アグリコル アセットマネジメント株式会社�
�クレディ・アグリコル アセットマネジメント株式会社は、グループの資産運用会社であるクレディ・アグリコル アセットマネジメント・エス・エー（フランス）の100%子会社で、日本における資産
運用ビジネスの拠点として、1986年以来、日本のお客様に資産運用サービスを提供しております。�
現在、クレディ・アグリコル アセットマネジメント株式会社は、日本株式の運用拠点としてパリ本社運用チームと連携した日本株式アクティブ運用を行っており、元本確保型ストラクチャード商
品を中心とする投資信託を多数設定、欧州株式、欧州債券、オルタナティブをはじめとする機関投資家向商品など、幅広い商品提供を行っております。�

クレディ・アグリコル・グループ�
�クレディ・アグリコル・グループは、1894年に設立された、フランス最大級のリテールバンク、クレディ・アグリコル エス・エーを中核とする金融グループです。�
クレディ・アグリコル エス・エーは、欧州大陸第１位のユニバーサルバンク※1（地銀41行、従業員数約62,000人超、9,100支店※2）であり、フランス国内で上位の格付を取得し
ております（ムーディーズ社：Aa2格、スタンダード＆プアーズ社：AA－格、フィッチ社：AA格※3）。�
クレディ・アグリコル・グループの業務内容は、商業銀行部門、地方銀行部門、資産運用部門、生命保険部門、損害保険部門、コンサルタント部門等と広範囲にわたっております。�
また、2003年6月にフランス大手銀行クレディ・リヨネを買収したことで、ユーロ圏最大級の金融グループとなっております。�
※1 自己資本（第一分類）は605.99億米ドル（出所：The Banker， July 2006）に基づきます。　※2 2005年12月末現在　※3 2006年3月末現在�

＊ファンド・オブ・ファンズ方式で運用します。「CA Funds インドファンド」のI4クラスは、「マハラジャ」の日本での設定に
あたり、新たに設定される投資信託で、「マハラジャ」の設定日以降、運用が行なわれています。�

※ムンバイSENSEX30種は、時価総額加重平均指数で、1978－1979年の時価総額を100として算出
されます。構成銘柄は業種を代表する企業であるか否か、流動性、取引規模等を勘案し選定されます。�
 ＊ 前記グラフは過去の実績であり、将来を保証あるいは予測するものではありません。�

Bloombergのデータに基づいて、�
クレディ・アグリコル アセットマネジメント株式会社が作成�

主 な 市 場：ムンバイ証券取引所※1�
　 　 　 　　ナショナル証券取引所�
　　　　　　　　　この他に21の証券取引所が存在します。�
ムンバイ証券取引所の上場銘柄数：4,793銘柄（〈参考〉東京証券取引所第一部市場：1,697銘柄）�
ムンバイ証券取引所の時価総額：約68兆円※2（〈参考〉東京証券取引所第一部市場：約512兆円）�

Ｐ Ｅ Ｒ※3（ムンバイSENSEX30種）：19.53倍（〈参考〉東京証券取引所第一部市場：30.61倍）�
平均配当利回り（ムンバイSENSEX30種）：1.31%  （〈参考〉東京証券取引所第一部市場：  1.08%）�
※1 ムンバイ証券取引所は、1875年に設立されたアジアで最初の証券取引所です（東京証券取

引所の設立は1878年）。�
※2 時価総額は、1インドルピー＝2.486円（2006年6月末現在）で円換算しています。�
※3 PERとは、Price Earnings Ratio（株価収益率）の略で、株式の投資価値を判断する際に用

いられる尺度です。株価÷1株当たりの利益で算出され、PERが高いほど株価は企業の利益
に比べて割高、低いほど割安ということを示します。�

※ADR、GDRとは、それぞれAmerican Depositary Receipt（米国預託証
書）、Global Depositary Receipt（グローバル預託証書）の略で、
Depositary Receipt（預託証書）とは、ある国の企業の株式を当該国以外
の市場で取引することを可能とするため、取引される市場の現地法に従い発
行される代替証券です。�

ムンバイ証券取引所及びBloombergのデータに基づいて、クレディ・アグリコル アセットマネジメント株式会社が作成�

（2006年8月11日現在）�

「自動けいぞく投資コース」の収益分配金の再投資の際にはお申込手数料はかかりません。�

�
りそな銀行�

取得申込口数が5,000万口未満�
取得申込口数が5,000万口以上1億口未満�
取得申込口数が1億口以上�

取得申込総金額が5,000万円未満�
取得申込総金額が5,000万円以上1億円未満�
取得申込総金額が1億円以上�

3.15%（税抜 3.0%）�
2.10%（税抜 2.0%）�
1.05%（税抜 1.0%）�

3.15%（税抜 3.0%）�
2.10%（税抜 2.0%）�
1.05%（税抜 1.0%）�

�
埼玉りそな銀行�

（2003年1月6日の数値を100として指数化）�

2003年1月� 2003年7月� 2004年1月� 2004年7月� 2005年1月� 2005年7月� 2006年1月� 2006年7月�

ームンバイSENSEX30種※（インド） ーKOSPI（韓国） ー上海A株　�
ー香港ハンセン指数 ーTOPIX（日本） ー上海B株�
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インド株の�
上昇に注目。�

お申込みについての詳細は販売会社にお問合せください。�



  
 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

本投資信託説明書（目論見書）は、前半部分は「CA りそなインド ファンド」の

「投資信託説明書（交付目論見書）」、後半部分は同ファンドの「投資信託説明

書（請求目論見書）」から構成されています。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
本書は、証券取引法第 13 条の規定に基づく目論見書です。 
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（金融商品の販売等に関する法律に係る重要事項） 
 
 
 

1. 本投資信託説明書（交付目論見書）により行う｢CA りそなインド ファンド｣の受益

証券の募集については、委託者は、証券取引法(昭和 23 年法第 25 号)の第 5 条の規

定により有価証券届出書を平成 17 年 11 月 25 日に関東財務局長に提出しており、

平成 17 年 12 月 11 日にその届出の効力が生じております。 

 

2．本投資信託説明書（交付目論見書）は証券取引法第 13 条の規定に基づく目論見書

のうち、同法第 15 条第 2 項の規定に基づき、投資家がファンドを取得する際にあ

らかじめまたは同時に交付を行う目論見書です。 

また、当該有価証券届出書第三部の内容を記載した投資信託説明書（請求目論見書）

については、販売会社に対して投資家の請求により交付いたします。なお、販売会

社に投資信託説明書（請求目論見書）をご請求された場合には、その旨をご自身に

おいて記録しておくようにしてください。 

 

3. ｢CA りそなインド ファンド｣の受益証券の価額は、同ファンドに組入れられている

有価証券等の値動きによる影響を受けますが、これらの運用による損益はすべて投

資家の皆様に帰属いたします。 

 

4. 当ファンドは元本及び分配金が保証されているものではありません。 
 

（投資信託についての一般的な留意事項） 
投資信託は、その商品の性格から次の特徴をご理解のうえご購入くださいますようお

願い申し上げます。 
・投資信託は預金ではありません。 
・投資信託は預金保険の対象となりません。 
・投資信託は値動きのある証券（外貨建資産には為替リスクがあります）に投資する

ため、投資元本及び分配金が保証された商品ではありません。 
・投資信託の設定･運用は投資信託委託会社が行います(証券会社･銀行は販売の窓口 
となります)。 

・投資した資産の価値の減少を含むリスクは、投資信託をご購入のお客さまが負うこ

とになります。 
・証券会社以外の金融機関を通じてご購入いただいた投資信託は、投資者保護基金の

対象とはなりません。 

当ファンドは、主に外国投資信託証券を通じて外国株式を投資対象としていますので、

組入株式の価格の下落や組入株式の発行体の倒産や財務状況の悪化及びそれらに関す

る外部評価の変化等により、基準価額は影響を受け、損失を被ることがあります。ま

た、為替の変動により損失を被ることがあります。 
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投資信託振替制度への移行について（お知らせ） 

 
 

◆投資信託振替制度とは、 
ファンドの受益権の発生、消滅、移転をコンピュータシステムにて管理します。 
・ファンドの設定、解約、償還等がコンピュータシステム上の帳簿（｢振替口座簿｣といいます）への記載･記録によって行われ

ますので、受益証券は発行されません。 

 
◆振替制度に移行すると 
・原則として受益証券を保有することはできなくなります。 
・受益証券を発行しませんので、盗難や紛失のリスクが削減されます。 
・ファンドの設定、解約等における決済リスクが削減されます。 
・振替口座簿に記録されますので、受益権の所在が明確になります。 
・非課税などの税制優遇措置が平成 20 年 1 月以降も継続されます。 

 
 

 

 

 

 

◆振替受益権について 
平成19年1月4日より、ファンドの受益権は社振法の規定の適用を受けることとし、同日以降に追加信託される受益権の帰属は、

クレディ・アグリコル アセットマネジメント株式会社 (以下「委託会社」といいます)が予めこのファンドの受益権を取扱う

ことに同意した振替機関およびこの振替機関にかかる口座管理機関（以下、｢振替機関等｣という場合があります）の振替口座

簿に記載または記録されることにより定まります (以下、振替口座簿に記載または記録されることにより定まる受益権を「振

替受益権」といいます) 。 

ファンドの受益権は、本交付目論見書の「ファンドの運営方法・その他」中の《その他ファンドの情報》｢振替機関に関する事

項｣に記載の振替機関の振替業にかかる業務規程等の規則に従って取扱われるものとします。 

ファンドの分配金、償還金、解約金は、社振法および「振替機関に関する事項」に記載の振替機関の業務規程その他の規則に

従って支払われます。 

 

◆既に発行された受益証券の振替受益権化について 
委託会社は、本交付目論見書の「ファンドの運営方法・その他」中の《管理及び運営の概要》の｢信託約款の変更｣に記載の手

続きにより、信託約款の変更を行う予定であり、この信託約款の変更が成立した場合、受益者を代理してファンドの受益権を

振替受入簿に記載または記録を申請することができるものとします。 

原則としてファンドの平成18年12月29日現在の全ての受益権※を受益者を代理して平成19年1月4日に振替受入簿に記載または

記録するよう申請します。 

ただし、保護預りではない受益証券にかかる受益権については、信託期間中において委託会社が受益証券を確認した後、当該

申請を行うものとします。 
※受益権につき、既に信託契約の一部解約が行われたもので、当該一部解約にかかる一部解約金の支払開始日が平成19年1月4

日以降となるものを含みます。 

 

振替受入簿に記載または記録された受益権にかかる受益証券（当該記載または記録以降に到来する計算期間の末日にかかる収

益分配金交付票を含みます）は無効となり、当該記載または記録により振替受益権となります。 

また、委託会社は、受益者を代理してこのファンドの受益権を振替受入簿に記載または記録を申請する場合において、販売会

社に当該申請の手続きを委任することができます。 

 

詳しくは後述の「信託約款（平成19年1月4日適用予定）の変更内容について」をご覧ください。 

 
 
 
 

以上 
 

ファンドは、平成19年1月4日より、投資信託振替制度への移行を予定しており、移行後のファンド

の受益権は「社債等の振替に関する法律」※の規定の適用を受けることとします。 

※政令で定める日以降「社債､株式等の振替に関する法律」となった場合は読み替えるものとし､「社債､

株式等の振替に関する法律」を含め､以下「社振法」といいます。 
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当ファンドの名称 
CA りそなインド ファンド 

愛称：マハラジャ 

商品分類 追加型証券投資信託／ファンド・オブ・ファンズ 

当ファンドの目的 

主として、インドの株式（ADR（米国預託証書）及び GDR

（グローバル預託証書）を含む）へ投資を行うファンド

と短期金融資産等に投資する円建マネーファンドに投資

することにより、その実質的な運用はそれぞれの投資先

ファンドが行い、中長期的な信託財産の成長を目指した

運用を行います。 

主な投資対象 

主として、インドの株式（ADR（米国預託証書）及び GDR

（グローバル預託証書）を含む）に投資するルクセンブ

ルグ籍の「CA Funds インドファンド」の I4 クラス（米

ドル建）とフランス籍の「円建マネー サブファンド」（円

建）に投資します。「CA Funds インドファンド」の I4

クラスの組入比率は、原則として、90%以上とすること

を基本とします。原則として、為替ヘッジは行いません。

組入対象投資信託証券は、変更されることがあります。 

信託設定日 平成 18 年 1 月 31 日（火） 

信託期間 平成 18 年 1 月 31 日（火）～無期限とします。 

決算日 年 2回(6 月 15 日及び 12 月 15 日、休日の場合は翌営業日) 

収益分配 毎決算時に、収益分配方針に基づいて分配を行います。 

募集期間 

①当初募集期間：平成 17 年 12 月 12 日（月）から 

平成 18 年 1 月 30 日（月）まで 

②継続募集期間：平成 18 年 1 月 31 日（火）から 

平成 19 年 3 月 14 日（水）まで※1 
ただし、ファンドの休業日※2にあたる場合は、お申込みできません。 
※1 継続募集期間は、前記期間満了前に有価証券届出書を提出することによ

って更新されます。 
※2 日本、香港及びインドの証券取引所の休業日、日本及びルクセンブルグ

の銀行休業日のいずれかに該当する場合はファンドの休業日となりま

す。なお、当初設定日はファンドの休業日とはなりません。 

フファァンンドドのの概概要要  
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お申込単位 

お申込みコースは、「自動けいぞく投資コース」のみの取

扱となります。 

*自動けいぞく投資コース：1万円以上 1円単位 
*「取得申込総金額」＝《取得申込金額 ＋（申込手数料＋申込手数料にか

かる消費税等相当額)》において 1 万円以上 1 円単位とします。 

*収益分配金を再投資する場合は、1 口単位とします。 

お申込価額 
お申込日の翌営業日の基準価額 

（当初募集期間は 1口当たり 1円） 

お申込手数料 
3.675%（税抜 3.5%）を上限に販売会社が定めるものとし

ます。 

途中解約 

原則として、いつでも解約できます。 

ただし、ファンドの休業日にあたる場合は、お申込みで

きません。 

「解約請求」または「買取請求」によりお申込みいただ

けます。ただし、買取の取扱については販売会社によっ

て異なりますので、お申込みの販売会社にお問い合せく

ださい。 

解約単位 1 口単位 

解約価額 解約請求受付日の翌営業日の基準価額 

信託財産留保額 なし 

解約代金のお支払い 
解約請求受付日から起算して、原則として 5 営業日目か

らお支払いします。 

信託報酬 

信託財産の純資産総額に対し、年率 1.26%以内（税抜

1.20%以内）を乗じて得た金額。 

この他、組入投資信託証券においても信託報酬がかかり

ます。 

税金等 後記「ファンドにかかる費用・税金」をご覧ください。 
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委託会社 クレディ･アグリコル アセットマネジメント株式会社 

投資顧問会社 クレディ・アグリコル アセットマネジメント･ホンコン 

受託会社 りそな信託銀行株式会社 

販売会社 
株式会社 りそな銀行 

株式会社 埼玉りそな銀行 

 

【当ファンドの基準価額及び解約価額について委託会社の照会先】 

クレディ･アグリコル アセットマネジメント株式会社 

お客様サポートライン 

電話番号：0120-202-900（フリーダイヤル） 

受付時間：月曜日～金曜日(祝休日を除く)の午前 9時～午後 5時 

(半日営業日は午前 9時～午前 11 時半) 
インターネットホームページ：http://www.jp.ca-assetmanagement.com 
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当当フファァンンドドはは、、フファァンンドド・・オオブブ・・フファァンンズズ※1 方方式式でで運運用用すするるここととをを基基本本ととししまますす。。主主ととししてて、、

イインンドドのの株株式式（（AADDRR（（米米国国預預託託証証書書））及及びび GGDDRR（（ググロローーババルル預預託託証証書書））※2をを含含むむ））へへ投投資資をを行行うう

フファァンンドドとと短短期期金金融融資資産産等等にに投投資資すするる円円建建ママネネーーフファァンンドドにに投投資資すするるここととにによよりり、、そそのの実実質質的的

なな運運用用ははそそれれぞぞれれのの投投資資先先フファァンンドドがが行行いい、、中中長長期期的的なな信信託託財財産産のの成成長長をを目目指指ししたた運運用用をを行行いい

まますす。。  
 

当ファンドの特徴  

1．主として、インドの株式（ADR（米国預託証書）及び GDR（グローバル預託証書）を含む）に投資す

るルクセンブルグ籍の「CA Funds インドファンド」のI4 クラス（米ドル建）とフランス籍の「円建

マネー サブファンド」（円建）に投資します。 

 

2．インドの株式（ADR（米国預託証書）及び GDR（グローバル預託証書）を含む）に投資する投資信託

証券（「CA Funds インドファンド」の I4 クラス）の組入比率は、原則として、90%以上とすることを

基本とします。また、ファンド全体における投資信託証券の組入比率は、原則として高位を維持する

こととします。 

 

3．原則として、為替ヘッジは行いません。 

 

4．組入投資信託証券は、委託会社の判断により、適宜見直しを行います。この場合において、組入対象

とされていた投資信託証券は、変更されることがあります。 

 

5．資金動向、市況動向等の急変により上記の運用が困難となった場合、暫定的に前記と異なる運用を行

う場合があります。 

 

6．運用にあたっては、クレディ・アグリコル アセットマネジメント・ホンコンの投資助言を受けます。 
 

 
※1 投資信託のことをファンドといい、ファンド・オブ・ファンズとは投資信託に投資する投資信託のこと

をいいます。一般的な投資信託は株式や債券に投資しますが、ファンド・オブ・ファンズは、複数の

投資信託に投資します。即ち、一つのファンドが他の複数のファンドに分散投資を行う仕組みです。

投資先の投資信託から株式や債券などへ投資します。 

※2  ADR、GDR とは、それぞれ American Depositary Receipt（米国預託証書）、Global Depositary Receipt

（グローバル預託証書）の略で、Depositary Receipt（預託証書）とは、ある国の企業の株式を当該

国以外の市場で取引することを可能とするため、取引される市場の現地法に従い発行される代替証券

です。主に、ADR は米国の市場で取引され、GDR は欧州の市場で取引されています。 

 
5,000 億円を限度として信託金を追加することができます。ただし、受託会社と合意のうえ、当該限度額を

変更することができます（平成 19 年 3 月 14 日までの継続募集期間中の追加信託金の限度は 1,000 億円とな

っております）。 

 
ファンド・オブ・ファンズ方式の投資によるメリット 
・資産規模の大きなファンドへ投資することによって幅広い分散投資を可能にします。 
・少額でも効率よく資産運用できるので投資コストの軽減が図れます。 
・既に運用実績のあるファンドに投資ができます。 
 

フファァンンドドのの特特色色  
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当ファンドは、主として 2 つの投資信託証券へ投資します。 

「CA Funds インドファンド」の I4 クラス※はルクセンブルグ籍の会社型投資信託、「円建マネー サブファ

ンド」はフランス籍の契約型投資信託です。 
※「CA Funds インドファンド」の I4 クラスは、「マハラジャ」の日本での設定にあたり、新たに設定される

投資信託で、｢マハラジャ｣の設定日以降、運用が行われています。 
 
 

インドの株式
（ADR（米国預託証書）及び

GDR（グローバル預託証書）を含む）

日本国債、
内外の公社債（原則としてA格以上）、
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当ファンドは、ファンド・オブ・ファンズ方式で運用することを基本とします。主として、インドの

株式（ADR（米国預託証書）及び GDR（グローバル預託証書）を含む）へ投資するルクセンブルグ籍の

「CA Funds インドファンド」のI4 クラス（米ドル建）と、短期金融資産等に投資するフランス籍の

「円建マネー サブファンド」（円建）に投資することにより、その実質的な運用はそれぞれの投資先

ファンドが行い、中長期的な信託財産の成長を目指して運用を行うことを基本方針とします。 

 

なお、CP、CD、預金、指定金銭信託、コール・ローン及び手形割引市場において売買される手形に直

接投資することがあります。原則として、為替ヘッジは行いません。 

 

① 主として、インドの株式（ADR（米国預託証書）及び GDR（グローバル預託証書）を含む）に投資

するルクセンブルグ籍の「CA Funds インドファンド」のI4 クラス（米ドル建）とフランス籍の

「円建マネー サブファンド」（円建）に投資します。 

② インドの株式（ADR（米国預託証書）及び GDR（グローバル預託証書）を含む）に投資する投資信

託証券（「CA Funds インドファンド」の I4 クラス）の組入比率は、原則として、90%以上とする

ことを基本とします。また、ファンド全体における投資信託証券の組入比率は、原則として高位

を維持することとします。 

③ 原則として、為替ヘッジは行いません。 

④ 組入投資信託証券は、委託会社の判断により、適宜見直しを行います。この場合において、組入

対象とされていた投資信託証券は、変更されることがあります。 

⑤ 資金動向、市況動向等の急変により前記の運用が困難となった場合、暫定的に前記と異なる運用

を行う場合があります。 

⑥ 運用にあたっては、クレディ・アグリコル アセットマネジメント･ホンコンの投資助言を受けま

す。 

投投資資方方針針  



 

ファンドの運用内容  
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いまインドが注目です！ 

 
ポイント1：世界最大の消費大国になる可能性に注目しましょう！ 
 

《世界各国の人口推移予測》 

2035 年頃に中国を抜いて世界一の人口になる見通しです。 
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2005 年以降の各国の人口は予測値です。 

国際連合「2004 年 世界人口予測」に基づいて、クレディ・アゴリコル アセットマネジメント株式会社が作成 

 

《一人当たりの国民総所得》 

①都市化が進み所得が増加していること、②人口の約 50%が消費意欲の高い25 歳以下の若年層であることな

どから、個人消費の拡大が期待できます。 
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2004年は暫定値、2005年は速報値です。 

インド大蔵省のデータに基づいて、クレディ・アゴリコル アセットマネジメント株式会社が作成 

ご参考：1インドルピー＝2.500円（2006年8月11日現在） 

ファンドのポイント 
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《世界各国、地域の GDP※成長率》 

10 億人を超えて増加する人口と所得の増加による消費の拡大がインドの高い経済成長を牽引すると見込ま

れます。 
※ GDP とは、Gross Domestic Product（国内総生産）の略で一定期間内に国内で産み出された付加価値の総額を示し、国の経

済の規模・成長を測る尺度として用いられます。GDP 成長率は経済成長率を意味します。 
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2005年以降の各国、地域の成長率は予測値です。 

IMF のデータに基づいて、クレディ・アゴリコル アセットマネジメント株式会社が作成 

 

ポイント2：国際競争力のある労働力に注目しましょう！ 

・労働年齢層人口の割合は、2050 年頃まで増加することが予想されています。 

・労働賃金が低く、英語が準公用語であることから海外からの雇用ニーズに対応できる、国際競争力の

ある労働力が豊富です。 

《人口ピラミッド》 

人口の約 50%を 25 歳以下の若年層が占めるきれいなピラミッド型を形成しており、今後も若くて優秀な労働

力を提供できると考えられます。 
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総務省統計局のデータ（2001年推計値）に基づいて、クレディ・アグリコル アセットマネジメント株式会社が作成 



 

ファンドの運用内容  

－8－ 

 

ポイント3：成長するIT産業に注目しましょう！ 

・インドは特に数学教育に力を入れており、優れた IT 技術者を多数輩出しています。 

・英語が準公用語であること、米国とインドは昼夜がほぼ逆転しており、米国企業は夜間にインドから

労働力の提供を受けることで24時間体制で業務を行える利点があることなどから、インドは他国より

有利に米国企業に労働力を提供することが可能です。 

 

《IT 関連産業の成長の推移》 

コンピューター・ソフトの輸出やITコンサルティングなどIT関連産業の多方面に渡り成長を続けています。 
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2005年は予測値です。 

インド全国ソフトウェア・サービス業協会（NASSCOM）のデータに基づいて、クレディ・アグリコル アセットマネジメント株式会社が作成 

 

ポイント4：インフラ強化に注目しましょう！ 

インフラ整備の遅れはインド経済の弱点でした。しかし・・・ 

・今後 5 年間、インフラ整備に向ける予算は年間約 300 億米ドル※と推定され、経済基盤の強化が予定

されています。 

・道路、電力、通信、港湾、空港、鉄道、灌漑などのインフラ整備は不可欠で、インフラ投資が内需拡

大を牽引すると見られています。 
※クレディ・アグリコル アセットマネジメント・ホンコン調べ（2006 年 8 月 11 日現在） 

 

《インドの高速道路プロジェクト、GQ と NSEW》 

・物流、人的交流が加速、活性化すると期待されています。 

国の南北および東西を繋ぎます。 

・GQ（Golden Quadrilateral、ゴールデン・カドリラテラル） 

主要都市を菱形に結びます。 

全長：約 5,846km 

結ばれる都市：デリー、コルカタ、チェンナイ、ムンバイ 

・NSEW（North South East West、 

ノース・サウス・イースト・ウエスト） 

主要都市を十字に結びます。 

全長：約 7,300km 

結ばれる都市：スリナガール、カニャクマリ 

シルチャー、ポルバンダル 

進行状況：2007年12月完成予定 

インド国営ハイウェイ社のデータに基づいて、クレディ・アグリコル アセットマネジメント株式会社が作成（2006 年 8 月 11 日現在） 
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ご参考 

《アジア株式指数比較》 
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* ムンバイSENSEX30種は、時価総額加重平均指数で、1978－1979年の時価総額を100として算出されます。構成銘柄は業種を代

表する企業であるか否か、流動性、取引規模等を勘案し選定されます。 

Bloombergのデータに基づいて、クレディ・アグリコル アセットマネジメント株式会社が作成 

前記のグラフは過去のデータに基づき作成したものであり、将来を予測・保証するものではありません。 

 

《インド株式市場の概要》 (2006 年 6 月末現在) 

主な市場：ムンバイ証券取引所※1 

     ナショナル証券取引所 この他に 21 の証券取引所が存在します。 

ムンバイ証券取引所の上場銘柄数：4,793 銘柄 （<参考>東京証券取引所第一部市場：1,697 銘柄） 

ムンバイ証券取引所の時価総額：約 68 兆円※2 （<参考>東京証券取引所第一部市場：約 512 兆円） 

PER※3（ムンバイ SENSEX30 種）：19.53 倍 （<参考>東京証券取引所第一部市場：30.61 倍） 

平均配当利回り（ムンバイ SENSEX30 種）：1.31％ （<参考>東京証券取引所第一部市場：1.08％） 

※1 ムンバイ証券取引所は、1875 年に設立されたアジアで最初の証券取引所です（東京証券取引所の設立は 1878 年）。 
※2時価総額は、1インドルピー＝2.486 円（2006 年 6 月末現在）で円換算しています。 

※3 PER とは、Price Earnings Ratio（株価収益率）の略で、株式の投資価値を判断する際に用いられる尺度です。株価÷1 株

当たりの利益で算出され、PER が高いほど株価は企業の利益に比べて割高、低いほど割安ということを示します。 

【ムンバイ SENSEX30 種 業種別構成比】（2006 年 8 月 11 日現在） 
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ムンバイ証券取引所及びBloombergのデータに基づいて、クレディ・アグリコル アセットマネジメント株式会社が作成 
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◆投資対象ファンド概要◆ 
 

『『CCAA  FFuunnddss  イインンドドフファァンンドド』』（ルクセンブルグ籍会社型投資信託）（米ドル建） 

    設定日  ：2006年1月31日 

   純資産 ：約387.2百万米ドル（約446.9億円＠115.43円、2006年8月11日現在）  

信託報酬：税抜年率 0.72%以内（2006 年 7 月 31 日現在は、税抜年率0.72%） 
運用会社：クレディ・アグリコル アセットマネジメント・ホンコン 
＊「CA Funds インドファンド」の I4 クラスは、「マハラジャ」の日本での設定にあたり、新たに設定され

る投資信託で、｢マハラジャ｣の設定日以降、運用が行われています。 

《ファンドの特徴》 
・インドの株式（ADR（米国預託証書）及び GDR（グローバル預託証書）を含む）を中心に運用します。 
・銘柄選択に重点をおいたボトム・アップ・アプローチによるアクティブ運用を行います。 
・入念な企業分析や独自の調査が、付加価値を生み出します。ファンドマネージャーは、投資先企業
の利益成長の潜在能力や投資先企業が利益成長を達成しうる経営陣の資質、財務内容を備えている
かなどを検討します。 

 
《クレディ・アグリコル アセットマネジメント・ホンコン概要》 

クレディ・アグリコル アセットマネジメント・ホンコンは、クレディ・アグリコル・グループのアジア
における資産運用を担当しております。 
クレディ・アグリコル アセットマネジメント（CAAM）は1997年5月20日、クレディ・アグリコル エス・   
エーのインドスエズ銀行買収により誕生しました。クレディ・アグリコルの資産運用部門の前身であるセジ
ェスパーと、インドスエズ銀行の資産運用部門の前身であるインドスエズ・アセットマネジメントのビジネ
スを融合。セジェスパーは1978年に資産運用ビジネスを開始し、またインドスエズ銀行の資産運用部門の活
動は1950年代初期にまでさかのぼります。1997年、インドスエズ銀行をケス・ナショナル・ド・クレディ・
アグリコル（クレディ・アグリコル エス・エーの前身）が買収したことに伴い、セジェスパーの資産運用
部門がインドスエズ・アセットマネジメントと合併し、インドカムと名称変更、ポートフォリオ・マネージ
ャーとして資産運用ビジネスを行ってきました。2001年4月、現在のクレディ・アグリコル アセットマネジ
メントに名称変更し、資産運用会社として事業分野を広げ、現在に至っております。クレディ・アグリコル 
アセットマネジメント・ホンコンはアジア地域の中心拠点として、1982年に設立されました。 

 

《運用スタイル》 

・インド株式運用における運用哲学は「アセット・アロケーション・オーバーレイを加味した銘柄選択」です。 
・綿密なリサーチ及び分析に基づく銘柄選択と、緊密なチーム・ワークと全運用スタッフの相互作用が一体

となって成長性を重視したボトムアップ・アプローチによる投資を実行しています。 
 
＜銘柄選択のポイント①：定性評価の基準＞     ＜銘柄選択のポイント②：定量評価の基準＞ 

 

• 産業の成熟度
• 参入障壁

• 景気サイクル
• 競争
• 規制環境

• 競争上の優位性
• ニッチ市場や業界に

おける支配的立場
• 事業の集約度
• 高付加価値なビジネス
• 内部成長と合併による

成長

• 強固な経営陣
- 明確なビジョン
- 真摯な姿勢

- トラック・レコード
- 実行力

• 情報開示、透明性

• 少数株主への対応
• 技術革新

企 業 経 営 産 業

• 割安なバリュエーションと高い利益成長の見込める企業
• 投資格付の引上げが近いと見込める企業

• 産業の成熟度
• 参入障壁

• 景気サイクル
• 競争
• 規制環境

• 競争上の優位性
• ニッチ市場や業界に

おける支配的立場
• 事業の集約度
• 高付加価値なビジネス
• 内部成長と合併による

成長

• 強固な経営陣
- 明確なビジョン
- 真摯な姿勢

- トラック・レコード
- 実行力

• 情報開示、透明性

• 少数株主への対応
• 技術革新

企 業 経 営 産 業

• 割安なバリュエーションと高い利益成長の見込める企業
• 投資格付の引上げが近いと見込める企業 利益成長の牽引力利益成長の牽引力

• 安定した売上成長力
• 利益率の維持と拡大
• コスト構造とコスト管理

• 価格決定力
• ROEの要因分析

財務内容財務内容
• 現預金と内部資金量
• ギアリング・レシオ
• 各国特有の会計処理

• 加重平均資本コスト
• 投下資本利益率

利益予測利益予測
• 外部要因の見通し修正に伴う定期的な業績予想見直し
• 利益変動要因となり得る要素を予測
• 外部アナリストと社内予想との定期的な比較検討

利益成長の牽引力利益成長の牽引力
• 安定した売上成長力
• 利益率の維持と拡大
• コスト構造とコスト管理

• 価格決定力
• ROEの要因分析

財務内容財務内容
• 現預金と内部資金量
• ギアリング・レシオ
• 各国特有の会計処理

• 加重平均資本コスト
• 投下資本利益率

利益予測利益予測
• 外部要因の見通し修正に伴う定期的な業績予想見直し
• 利益変動要因となり得る要素を予測
• 外部アナリストと社内予想との定期的な比較検討

 

＜銘柄選択のポイント③：バリュエーションにおける基準＞ 

企業価値 / EBITDA

PER / 増益率
（PEG）

株価 / キャッシュフロー

株価 / 純資産

ROE 相対的な比較

地域経済の
状況

セクター
平均

グローバル・
ベンチマーク

企業価値 / EBITDA

PER / 増益率
（PEG）

株価 / キャッシュフロー

株価 / 純資産

ROE 相対的な比較

地域経済の
状況

セクター
平均

グローバル・
ベンチマーク

 



  
ファンドの運用内容 

－11－ 

 

『『円円建建ママネネーー  ササブブフファァンンドド』』（フランス籍契約型投資信託）（円建） 

設定日：2001 年 12 月 4 日 

純資産：約 9.3 億円（2006 年 8 月 11 日現在） 

信託報酬：税抜年率 0.15%以内（2006 年 7 月 31 日現在、税抜年率0.10%） 

投資顧問会社：クレディ・アグリコル ストラクチャード・アセットマネジメント・エス・エー 

《ファンドの特徴》 

ファンドは、日本の市中金利との関係で、円建で純資産価額の日々の成長を達成することを目的とし

ます。ファンドのポートフォリオは、主に日本国債、内外の公社債（原則 A 格以上）、短期金融資産等

（財務省証券、コマーシャル・ペーパー、譲渡性預金証書、銀行預金等）及び公開または非公開の発

行会社の社債から構成されています。 

ファンドは、効力を有する法令によって認可されているフランス及びその他外国の市場において、金

融派生商品に投資することができます。ファンドは、買戻条件付取引及び有価証券貸付取引を行うこ

とができます。 
 

《クレディ・アグリコル ストラクチャード・アセットマネジメント・エス・エー概要》 
クレディ・アグリコル ストラクチャード・アセットマネジメント・エス・エー（フランス）は、クレデ

イ・アグリコル・グループのストラクチャード・プロダクトの知識、ノウハウ、技術を結集させた資産

運用会社です。クレディ・アグリコル アセットマネジメント・エス・エー（フランス）と同一の運用チ

ームが従来どおりの商品設計力とグループ内の資産運用サービスに基づいて、ストラクチャード商品等

を提供します。 
 

《ご参考：ムンバイ SENSEX30 種の推移》 
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（ポイント） （1990年1月1日～2006年8月11日）

 
Bloombergのデータに基づいて、クレディ・アグリコル アセットマネジメント株式会社が作成 

前記のグラフは過去のデータに基づき作成したものであり、将来を予測・保証するものではありません。 
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① 投資対象資産の種類 

この信託において投資の対象とする資産の種類は、次に掲げるものとします。 

１）次に掲げる特定資産（「特定資産」とは、投資信託及び投資法人に関する法律第 2 条第 1 項で定める

ものをいいます。以下同じ） 

イ．有価証券 

ロ．金銭債権 

ハ．約束手形（証券取引法第 2 条第 1 項第 8 号に掲げるもの(CP)を除きます） 

ニ．金銭の信託の受益権 

２）次に掲げる特定資産以外の資産 

為替手形 

② 有価証券の指図範囲 

委託会社は、主として「CA Funds インドファンド」の I4 クラス及び「円建マネー サブファンド」の投資

信託証券のほか、信託金を、次の有価証券に投資することを指図します。 

１）コマーシャル・ペーパー及び短期社債等 

２）外国または外国法人の発行する証券または証書で、１）の証券の性質を有するもの 

③ 金融商品の指図範囲 

委託会社は、信託金を、前記②に掲げる有価証券のほか、次に掲げる金融商品により運用することを指図

することができます。 

１）預金 

２）指定金銭信託 

３）コール・ローン 

４）手形割引市場において売買される手形 

④ 金融商品による運用の特例 

前記②にかかわらず、この信託の設定、解約、償還、投資環境の変動等への対応等、委託会社が運用上必

要と認めるときには、委託会社は、信託金を、前記③の１）から４）までに掲げる金融商品により運用す

ることの指図ができます。 

投投資資対対象象  



  
ファンドの運用内容 

－13－ 

 
 
 
 
 
 

①収益分配方針 

ファンドは、毎決算時に、原則として次の方針により分配を行います。 

１）分配対象収益の範囲  

分配対象額の範囲は、経費控除後の繰越分を含めた利子･配当収入と売買益(評価益を含みます)等の

全額とします。 

２）分配対象収益についての分配方針 

分配金額は、委託会社が基準価額水準及び市況動向等を勘案して決定します。ただし、分配対象収益

額が少額の場合には分配を行わないこともあります。 

３）留保額の運用方針 

留保額の運用については、特に制限を設けず、委託会社の判断に基づき、元本部分と同一の運用を行

います。 

 

②収益の分配 

１）信託財産から生じる毎計算期末における利益は、次の方法により処理します。 

(ⅰ)配当金、利子及びこれらに類する収益から支払利息を控除した額（以下「配当等収益」といいま

す）は、諸経費、信託報酬及び当該信託報酬にかかる消費税等に相当する金額を控除した後、その

残金を受益者に分配することができます。なお、次期以降の分配金に充てるため、その一部を分配

準備積立金として積立てることができます。 

(ⅱ)売買損益に評価損益を加減した利益金額（以下「売買益」といいます）は、諸経費、信託報酬及

び当該信託報酬にかかる消費税等に相当する金額を控除し、繰越欠損金のあるときは、その金額を

売買益をもって補てんした後、受益者に分配することができます。なお、次期以降の分配に充てる

ため、分配準備積立金として積立てることができます。 

(ⅲ)収益分配金にかかる収益調整金は、原則として、各受益者毎の信託時の受益証券の価額等に応じ

て計算されるものとします。 

(ⅳ)収益調整金は、所得税法施行令第 27 条の規定によるもの（追加型証券投資信託の収益分配のうち

非課税とされるもの）とし、各受益者毎の信託時の受益証券の価額と元本との差額をいい、原則と

して、追加信託のつど当該口数により加重平均され、収益分配のつど調整されるものとします。ま

た、各受益者毎の信託時の受益証券の価額等とは、原則として、各受益者毎の個別元本をいい、追

加信託のつど当該口数により加重平均され、収益分配のつど調整されるものとします。 

２）毎計算期末において、信託財産につき生じた損失は、次期に繰越します。 

 

③収益分配金の支払 

１）収益分配金は、毎計算期間終了日後 1 ヵ月以内の委託会社の指定する日（原則として決算日から起算

して 5 営業日目）から収益分配金交付票と引換に支払います。 

２）上記１）の規定にかかわらず、別に定める契約（自動けいぞく投資契約）に基づいて収益分配金を再

投資する受益者に対しては、委託会社は、原則として毎計算期間終了日に収益分配金を販売会社に交

付します。この場合、販売会社は、受益者に対し遅滞なく収益分配金の再投資に係る受益証券を売付

します。 

３）上記１）に規定する収益分配金の支払は、販売会社の営業所等において行うものとします。 

４）受益者が、収益分配金について上記１）に規定する支払開始日から 5 年間その支払を請求しないとき

は、その権利を失い、委託会社が受託会社から交付を受けた金銭は、委託会社に帰属します。 
（注）ファンドの受益権は、平成 19 年 1 月 4 日より振替制度に移行する予定であり、その場合の分配金は、

決算日において振替機関等の振替口座簿に記載または記録されている受益者（当該収益分配金にかか

る決算日以前において一部解約が行われた受益権にかかる受益者を除きます。また、当該収益分配金

にかかる決算日以前に設定された受益権で取得申込代金支払前のため販売会社の名義で記載または

記録されている受益権については原則として取得申込者とします）に、原則として決算日から起算し

て 5 営業日目（予定）からお支払いします。なお、平成 19 年 1 月 4 日以降においても、時効前の収

益分配金にかかる収益分配金交付票は、なおその効力を有するものとし、その収益分配金交付票と引

換に受益者にお支払いします。「自動けいぞく投資コース」をお申込みの場合は、分配金は税引後無

手数料で再投資されますが、再投資により増加した受益権は、振替口座簿に記載または記録されます。 

分分配配方方針針  
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【当ファンドの信託約款で定める投資制限】 
 

１）投資信託証券以外への投資は、信託約款の範囲内で行います。 

２）株式への投資制限 

株式（新株引受権証券及び新株予約権証券を含みます）への直接投資は行いません。 

３）外貨建資産への投資制限 

外貨建資産（外貨建資産を組入可能な投資信託証券を含みます）の投資割合には制限を設けません。 

４）同一銘柄の投資信託への投資制限 

原則として実質的に複数のファンドに投資し、かつ 1 ファンドへの投資割合は純資産総額の 50%を

超えないものとします。ただし、信託約款若しくは定款等において、ファンド・オブ・ファンズに

のみ取得される（販売会社及び運用会社が一時取得する場合を含みます）ファンドであることが記

載されているファンドを組入れる場合には 50%以上の取得ができるものとします。 

５）特別の場合の外貨建有価証券への投資制限 

外貨建有価証券への投資については、わが国の国際収支上の理由等により特に必要と認められる場

合には、制約されることがあります。 

６）外国為替予約取引の指図及び範囲 

委託会社は、信託財産に属する外貨建資産について、当該外貨建資産の為替ヘッジのため、外国為

替の売買の予約を指図することができます。 

７）資金の借入れの制限 

(a）委託会社は、信託財産の効率的な運用並びに運用の安定性に資するため、一部解約に伴う支払

資金の手当て（一部解約に伴う支払資金の手当てのために借入れた資金の返済を含みます）を

目的として、または再投資に係る収益分配金の支払資金の手当てを目的として資金借入れ（コ

ール市場を通じる場合を含みます）の指図をすることができます。なお、当該借入金をもって

有価証券等の運用は行わないものとします。 

(b）一部解約に伴う支払資金の手当てにかかる借入期間は、受益者への解約代金支払開始日から信

託財産で保有する有価証券の売却代金の受渡日までの間または受益者への解約代金支払開始日

から信託財産で保有する金融商品の解約代金入金日までの間若しくは受益者への解約代金支払

開始日から信託財産で保有する有価証券等の償還金の入金日までの期間が 5 営業日以内である

場合の当該期間とし、資金借入額は当該有価証券の売却代金、金融商品の解約代金及び有価証

券等の償還金の合計額を限度とします。 

(c）収益分配金の再投資に係る借入期間は、信託財産から収益分配金が支弁される日からその翌営

業日までとし、資金借入額は収益分配金の再投資額を限度とします。 

(d）借入金の利息は信託財産中より支弁します。 

８）受託者による資金の立替え 

(a）信託財産に属する有価証券について、借替がある場合で、委託会社の申出があるときは、受託

会社は資金の立替えをすることができます。 

(b）信託財産に属する有価証券にかかる償還金等、有価証券等にかかる利子等、投資信託証券の配

当金及びその他の未収入金で、信託終了日までにその金額を見積りうるものがあるときは、受

託会社がこれを立替えて信託財産に繰入れることができます。 

(c）立替金の決済及び利息については、受託会社と委託会社との協議によりそのつど別にこれを定

めます。 

 
 
 

投投資資制制限限  
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【法令により禁止または制限される取引等】 
 

投資信託及び投資法人に関する法律（以下「投信法」といいます）等により、後記に掲げる取引は、禁止

または制限されます。 

１）同一法人の発行する株式の投資制限 

投資信託委託業者は、同一法人の発行する株式について、委託会社が運用を行う全ての委託者指図

型投資信託につき、信託財産として有する当該株式に係る議決権の総数が、当該株式に係る議決権

の総数の 50%を超えることとなる場合において、信託財産をもって当該株式を取得することを受託

会社に指図することはできません。 

２）先物取引等の評価損の制限 

委託会社は、信託財産の純資産の 100 分の 50 を乗じた額が、当該信託財産に係る次の(a)、(b)に

掲げる額（これらの取引のうち、当該取引が評価損を生じたのと同じ事由により評価益を生じた取

引がある場合には、当該評価益の合計額を控除した額とします）ならびに(c)及び(d)に掲げる額の

合計額を下回ることとなるものにかかわらず、当該信託財産に係る有価証券先物取引等を行うこと

または継続することを受託会社に指図することはできません。 

(a）当該信託財産に係る先物取引等評価損（有価証券オプション取引等及び有価証券店頭オプショ

ン取引等の売付約定に係るものを除きます）。 

(b）当該信託財産に係る有価証券オプション取引等及び有価証券店頭オプション取引等のうち売付

約定に係るものにおける原証券等（オプションの行使の対象となる一または複数の有価証券若

しくは有価証券指数またはこれと類似のものをいいます）の時価とその行使価格との差額であ

って当該オプションの行使に伴い発生すると見込まれる損失の額から当該オプションに係る帳

簿価額を控除した金額であって評価損となるもの。 

(c）当該信託財産をもって取得し現在保有している新株予約権を表示する証券または証書に係る時

価とその帳簿価額との差額であって評価損となるもの。 

(d）当該信託財産をもって取得し現在保有しているオプションを表示する証券または証書に係る時

価とその帳簿価額との差額であって評価損となるもの。 
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当ファンドの主要投資対象は、インドの株式（ADR（米国預託証書）及び GDR（グローバル預託証書）を

含む）に投資をするルクセンブルグ籍の投資信託証券であり、当該投資信託証券は、値動きのある有価

証券に投資します（外国証券には為替変動リスクもあります）ので、基準価額は変動します。従って、

当ファンドは、金融機関の預金と異なり元金が保証されているものではありません。また、当ファンド

は、預金保険の対象ではなく、信託財産に生じた利益及び損失は、全て受益者に帰属することとなりま

す。以下は、当ファンドに関して考えられる主なリスクです。 

 
① インド株式への投資に関するリスク 

当ファンドの主要投資対象であるルクセンブルグ籍の投資信託証券は、主にインドの株式（ADR（米

国預託証書）及び GDR（グローバル預託証書）を含む）を投資対象としていますが、一般にインド

等の先進国以外の国の証券市場は欧米等の先進国に比べ、市場規模や取引量が小さく流動性が低い

ことから流動性、価格変動性等のリスクは相対的に高くなる傾向があります。 

② 価格変動リスク 
上場、非上場にかかわらず、有価証券への投資にはリスクが伴います。有価証券の価格は経済状況

や金利、証券の市場感応度の変化等により変動します。従って、ファンドの基準価額は、ファンド

が置かれている投資環境により変動します。また、債券及びその他確定利付証券への投資もリスク

を伴います。一般に、債券価格は金利によって変動し、金利が上昇すると債券価格は下がります。

債券及びその他確定利付証券の市場価格は、発行体の債務不履行や流動性リスクなどの信用リスク

の影響も受けます。 
③ 市場参加リスク 

当ファンドが（直接若しくは間接に）取引または投資を行う相手方であり、または当ファンドの信

託財産が保管を目的に委託されるブローカー会社及び銀行を含む機関は、営業能力または当ファン

ドの資本ポジションを損なうような財政困難に直面することがあります。 
④ 信用リスク 

・当ファンドが取引を行う一定の組織化された市場が、主たる市場になります。かかる市場において、

当ファンドは相手方当事者の債務不履行による影響を受けます。 
・相手方当事者が破産した場合、本来ならば相当の利益を得ていたと思われる場合でも、当ファンド

の資金を回収することは不可能となり、受益者は多大な損失を被ることがあります。 
・債券への投資は、該当する発行体の財政状況、一般的な経済状況、若しくはその両方、あるいは金

利の予期せぬ上昇により、特に超過債務の発行体が利払い・元本償還能力を失うおそれのある場合、

不利な変動をすることがあります。該当する発行体の利払い・元本償還能力は、（発行体）企業の

特定の事業展開や、特定の経営プランの実現不能若しくは追加的資金調達が不可能な場合にも、不

利な変動をするおそれがあります。また、景気の低迷や金利上昇は、債務証券の発行体の債務不履

行の可能性を増大させるおそれがあります。 
・当該発行体が債務不履行に陥った場合は、その債券の元金や利息の支払が滞ったり、支払われなく

なり、ファンドの基準価額の下落要因となります。 
⑤ ビジネスリスク 

一般に、投資した企業の経営等に重大な危機が生じた場合には、ファンドにも重大な損失が生じる

リスクがあります。 
⑥ 流動性リスク 

一般に、市場規模や取引量が小さい組入銘柄を売却する際に市場実勢から期待される価格で売買で

きず、不測の損失を被るリスクがあります。 
⑦ 政治的リスク 

ある国の政治状況が、ファンドが投資する国の証券価値に影響を与えることがあり、結果としてフ

ァンドの基準価額にも影響が及ぶことがあります。 
⑧ 金利変動リスク 

金利変動リスクとは、金利変動により債券価格が変動するリスクをいいます。一般に金利が上昇

した場合には債券価格は下落し、ファンドの基準価額が下落する要因になります。 

フファァンンドドのの主主ななリリススクク  
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⑨ 為替変動リスク 

・外貨建の有価証券に投資した場合は、為替変動によって重大な損失が生じるリスクがあります。 
・当ファンドは、円建で基準価額が表示される国内投信ですが、主要投資対象であるルクセンブル

グ籍の投資信託証券は外貨建であり、原則として為替ヘッジは行いません。従って、ファンドの基

準価額は、主に円対米ドル及び米ドル対インドルピーの為替相場の動きにより変動します。円安に

なると上昇し、反対に円高になると下落する傾向があります。 
・外貨建証券は、その国の政治経済情勢、通貨規制、資本規制等の要因による影響を受けて、価格

が大きく変動することがあります。 
⑩ 規制の変更 

・当ファンドの運用に関連する国又は地域の法令、税制及び会計基準等は今後変更される可能性が

あります。 
・将来規制が変更された場合、当ファンドは重大な不利益を被る可能性があります。 

⑪ その他 
・前記以外にも、信託報酬、監査費用の負担及びこれらに対する消費税等の負担による負の影響が

存在します。 
・投資環境の変化などにより、継続募集期間の更新を行わないことや、募集を停止することがあり

ます。この場合は、新たに当ファンドを購入できなくなります。 
・証券市場及び外国為替市場は、世界的な経済事情の急変またはその国における天災地変、政変、

経済事情の変化若しくは政策の変更等の諸事情により閉鎖されることがあります。これにより当

ファンドの運用が影響を被って基準価額の下落につながり、その結果、当初元本を下回る可能性

があります。 
 
 

 

 

 
 
 
投資信託は、その商品の性格から次の特徴をご理解のうえご購入くださいますようお願い申し上げます。 

・投資信託は預金ではありません。 

・投資信託は預金保険の対象となりません。 

・投資信託は値動きのある証券（外貨建資産には為替リスクがあります）に投資するため、投資元本及び

分配金が保証された商品ではありません。 

・投資信託の設定・運用は投資信託委託会社が行います（証券会社・銀行は販売の窓口となります）。 

・投資した資産の価値の減少を含むリスクは、投資信託をご購入のお客さまが負うことになります。 

・証券会社以外の金融機関を通じてご購入いただいた投資信託は、投資者保護基金の対象とはなりません。 

 

そそのの他他のの留留意意点点  
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投資家
（受益者）

クレディ･アグリコル アセットマネジメント株式会社

信託財産の運用業務、受益証券の発行等を行います。

クレディ･アグリコル アセットマネジメント株式会社

信託財産の運用業務、受益証券の発行等を行います。

委託会社

りそな信託銀行株式会社
（再信託受託会社：

日本トラスティ･サービス信託銀行株式会社）

ファンドの保管、管理業務を行います。

りそな信託銀行株式会社
（再信託受託会社：

日本トラスティ･サービス信託銀行株式会社）

ファンドの保管、管理業務を行います。

受託会社

株式会社 りそな銀行
株式会社 埼玉りそな銀行

募集の取扱及び販売、一部解約に関する事務、一部解約
金･償還金及び分配金の支払に関する事務を行います。

株式会社 りそな銀行
株式会社 埼玉りそな銀行

募集の取扱及び販売、一部解約に関する事務、一部解約
金･償還金及び分配金の支払に関する事務を行います。

販売会社

信託契約※1

募集･販売等
に関する契約※2

申込金

申込金

一部解約金
償還金･分配金

一部解約金
償還金･分配金

信託金

CAりそなインド・ファンド

（愛称：マハラジャ）

CAりそなインド・ファンド

（愛称：マハラジャ）

ファンド

運用指図

一部解約金
償還金･分配金

受益証券

受益証券
（保護預り）

クレディ・アグリコル アセットマネジメント・
ホンコン

運用助言を行います。

クレディ・アグリコル アセットマネジメント・
ホンコン

運用助言を行います。

投資顧問会社

投資顧問契約※3

運用助言

投資家
（受益者）

投資家
（受益者）

クレディ･アグリコル アセットマネジメント株式会社

信託財産の運用業務、受益証券の発行等を行います。

クレディ･アグリコル アセットマネジメント株式会社

信託財産の運用業務、受益証券の発行等を行います。

委託会社

りそな信託銀行株式会社
（再信託受託会社：

日本トラスティ･サービス信託銀行株式会社）

ファンドの保管、管理業務を行います。

りそな信託銀行株式会社
（再信託受託会社：

日本トラスティ･サービス信託銀行株式会社）

ファンドの保管、管理業務を行います。

受託会社

りそな信託銀行株式会社
（再信託受託会社：

日本トラスティ･サービス信託銀行株式会社）

ファンドの保管、管理業務を行います。

りそな信託銀行株式会社
（再信託受託会社：

日本トラスティ･サービス信託銀行株式会社）

ファンドの保管、管理業務を行います。

受託会社

株式会社 りそな銀行
株式会社 埼玉りそな銀行

募集の取扱及び販売、一部解約に関する事務、一部解約
金･償還金及び分配金の支払に関する事務を行います。

株式会社 りそな銀行
株式会社 埼玉りそな銀行

募集の取扱及び販売、一部解約に関する事務、一部解約
金･償還金及び分配金の支払に関する事務を行います。

販売会社

信託契約※1

募集･販売等
に関する契約※2

申込金

申込金

一部解約金
償還金･分配金

一部解約金
償還金･分配金

信託金

CAりそなインド・ファンド

（愛称：マハラジャ）

CAりそなインド・ファンド

（愛称：マハラジャ）

ファンド

CAりそなインド・ファンド

（愛称：マハラジャ）

CAりそなインド・ファンド

（愛称：マハラジャ）

ファンド

運用指図

一部解約金
償還金･分配金

受益証券

受益証券
（保護預り）

クレディ・アグリコル アセットマネジメント・
ホンコン

運用助言を行います。

クレディ・アグリコル アセットマネジメント・
ホンコン

運用助言を行います。

投資顧問会社

クレディ・アグリコル アセットマネジメント・
ホンコン

運用助言を行います。

クレディ・アグリコル アセットマネジメント・
ホンコン

運用助言を行います。

投資顧問会社

投資顧問契約※3

運用助言

 
 

 

 

※1 信託契約 
委託会社と受託会社との間において「信託契約（投資信託約款）」を締結しており、委託会社及び受託会社の業

務、受益者の権利、受益証券、投資信託財産の運用・評価・管理、収益の分配、信託の期間・償還等を規定し

ています。 

 

※2 募集・販売等に関する契約 

委託会社と販売会社との間において「証券投資信託受益証券の取扱いに関する契約書」を締結しており、販売会
社が行う受益証券の募集販売等の取扱、収益分配金及び償還金の支払、解約の取扱等を規定しています。 

※3 投資顧問契約  

委託会社と投資顧問会社との間において「投資顧問契約」を締結しており、委託会社が投資顧問会社から運用助

言を受けるにあたり当該業務の内容等を規定しています。 

フファァンンドドののししくくみみ  
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名称   ：クレディ･アグリコル アセットマネジメント株式会社 

代表者の役職氏名 ：代表取締役 青野 晴延 

本店の所在の場所 ：東京都千代田区内幸町一丁目 2 番 2 号 

 

 

【委託会社の資本金】 
3 億円（有価証券届出書提出日現在） 

 

 

【委託会社の沿革】 
昭和 61 年 7 月  1 日 「インドスエズ･アセット･マネージメント･ジャパン･リミテッド」設立 

昭和 63 年 6 月  8 日 証券投資顧問業の登録 

平成元年  1 月 31 日 投資一任契約にかかる業務の認可 

平成 2 年  7 月 20 日 「インドスエズ･ガートモア･アセット･マネージメント株式会社」に商号変更 

平成 6 年  9 月 20 日 「インドスエズ･ガートモア投資顧問株式会社」に商号変更 

平成 7 年 10 月  2 日 「インドスエズ投資顧問株式会社」に商号変更 

平成 9 年  9 月  1 日 「インドカム投資顧問株式会社」に商号変更 

平成 10 年 9 月 30 日 「インドカム･アセット･マネージメント投信株式会社」に商号変更 

平成 10 年 11 月 24 日 証券投資信託委託業の免許取得（法律改正に伴い、現在は認可取得） 

平成 13 年 4 月 25 日 「クレディ･アグリコル アセットマネジメント株式会社」に商号変更 

 

 

【大株主の状況】 
  （有価証券届出書提出日現在）

株 主 名 住 所 所 有 株 数 所 有 比 率 

クレディ･アグリコル アセット

マ ネ ジ メ ン ト ･ エ ス ･ エ ー 

フランス共和国 パリ市 パスツール

大通り 90番地 75015 
23,200株 100% 

 

 

委委託託会会社社のの概概要要  
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《クレディ･アグリコル･グループ概要》 

クレディ・アグリコル・グループは、1894 年に設立された、フランス最大級のリテールバンク、クレディ・

アグリコル エス・エーを中核とする金融グループです。 

クレディ・アグリコル エス・エーは、欧州大陸第 1 位のユニバーサルバンク※1（地銀 41 行、従業員数約

62,000 人超、9,100 支店※2）であり、フランス国内で上位の格付を取得しております（スタンダード&プア

ーズ社：AA－格、ムーディーズ社：Aa2 格、フィッチ社：AA 格※3）。 

クレディ・アグリコル・グループの業務内容は、商業銀行部門、地方銀行部門、資産運用部門、生命保険

部門、損害保険部門、コンサルタント部門等と広範囲にわたっております。 

また、2003 年 6 月にフランス大手銀行クレディ・リヨネを買収したことで、ユーロ圏最大級の金融グルー

プとなっております。 

 
※1 自己資本（第一分類）は 605.99 億米ドル（出所：The Banker, July 2006）に基づきます。 

※2 2005 年 12 月末現在 

※3 2006 年 3 月末現在 

 

 《クレディ･アグリコル アセットマネジメント株式会社概要》 
クレディ・アグリコル アセットマネジメント株式会社は、グループの資産運用会社であるクレディ・ア

グリコル アセットマネジメント・エス・エー（フランス）の 100%子会社で、日本における資産運用ビジ

ネスの拠点として、1986 年以来、日本のお客様に資産運用サービスを提供しております。 

現在、クレディ・アグリコル アセットマネジメント株式会社は、日本株式の運用拠点としてパリ本社運

用チームと連携した日本株式アクティブ運用を行っており、元本確保型ストラクチャード商品を中心とす

る投資信託を多数設定、欧州株式、欧州債券、オルタナティブをはじめとする機関投資家向商品など、幅

広い商品提供を行っております。 
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【運用体制】 
当ファンドの運用体制は以下の通りです。 

 
委託会社

クレディ･アグリコル アセットマネジメント株式会社
当社運用部により投資信託証券に投資を行う

ファンド･オブ･ファンズ運用

トレーディングデスク
有価証券売買等の実行

リスク管理委員会
ファンド･オブ･ファンズ運用に伴う

運用･業務管理･システム(IT)にかかわる
各種リスクのチェック

コンプライアンス部
社外規制及び社内運用ガイドラインのチェック

運
用
指
図

主として、インドの株式（ADR（米国預託証書）
及びGDR（グローバル預託証書）を含む）へ
投資する投資信託証券と短期金融商品等へ
投資する投資信託証券を投資対象とし、
原則として投資方針に基づき、投資を行う。

投資顧問会社
クレディ･アグリコル アセットマネジメント･ホンコン

運用助言

委託会社
クレディ･アグリコル アセットマネジメント株式会社

当社運用部により投資信託証券に投資を行う
ファンド･オブ･ファンズ運用

トレーディングデスク
有価証券売買等の実行

リスク管理委員会
ファンド･オブ･ファンズ運用に伴う

運用･業務管理･システム(IT)にかかわる
各種リスクのチェック

コンプライアンス部
社外規制及び社内運用ガイドラインのチェック

運
用
指
図

主として、インドの株式（ADR（米国預託証書）
及びGDR（グローバル預託証書）を含む）へ
投資する投資信託証券と短期金融商品等へ
投資する投資信託証券を投資対象とし、
原則として投資方針に基づき、投資を行う。

委託会社
クレディ･アグリコル アセットマネジメント株式会社

当社運用部により投資信託証券に投資を行う
ファンド･オブ･ファンズ運用

トレーディングデスク
有価証券売買等の実行

リスク管理委員会
ファンド･オブ･ファンズ運用に伴う

運用･業務管理･システム(IT)にかかわる
各種リスクのチェック

コンプライアンス部
社外規制及び社内運用ガイドラインのチェック

運
用
指
図

主として、インドの株式（ADR（米国預託証書）
及びGDR（グローバル預託証書）を含む）へ
投資する投資信託証券と短期金融商品等へ
投資する投資信託証券を投資対象とし、
原則として投資方針に基づき、投資を行う。

投資顧問会社
クレディ･アグリコル アセットマネジメント･ホンコン

運用助言

 

 
当ファンドの運用体制は有価証券届出書提出日現在のものであり、今後変更となる場合があります。 
 
【リスク管理体制】 

 
クレディ・アグリコル アセットマネジメント株式会社ではリスク管理を徹底すべく、以下のように 2 段

階でリスクのモニター・管理を行っております。 

 

・運用上のリスク管理 

当ファンドの運用を担当する運用部は、企画本部からのフィードバックをもとにリスク・パフォーマン

ス状況の検討、組入れ投資信託証券のリスク試算等を行い、リスク管理が運用プロセスの重要な一部で

あるとの認識に立って、運用の決定を行います。またコンプライアンス部とともに、ポートフォリオ対

規約規制、顧客の指定規約や社内規定の遵守を徹底しております。 

 

・業務上のリスク管理 

クレディ・アグリコル アセットマネジメント株式会社の運用状況モニター及びリスク管理については、

現在以下の事項が実施されています。 

（ⅰ）ファンド毎に、目論見書（信託約款）上のファンド個別の投資制限や投信法及び協会ルール等に

基づくチェック項目がシステムにプログラムされ、日次ベースでコンプライアンス担当者が運用状

況を確認します。 

（ⅱ）投資制限等に超過が見つかった場合は、当社の、あるいは運用再委託先の運用担当者に連絡し事

情を確認。市場変動等外的要因による“一時的な超過”とみなせる場合も含め、適切にポジション

の改善が図られるまで日次で確認及び運用担当者との連絡を続けます。 

（ⅲ）運用状況の確認の結果は、毎月開かれるコンプライアンス委員会（メンバーは会長、社長、法務

部長、コンプライアンス部長及び同スタッフ、業務管理本部長、運用部長）に報告されます。同委

員会においては、決済に関わる問題、その他受託者責任上の諸問題が発生した場合の問題処理手続

や再発防止策についても報告、議論がなされ、リスク管理について必要な方策を講じています。 

（ⅳ）四半期毎にリスク管理委員会（メンバーは全ての常勤取締役、法務部長、コンプライアンス部長

及び運用部で構成）が開かれ、運用・業務管理・システム（IT）に関わるリスクの週次・月次モニ

ターの結果等を通じてリスク管理体制全般の構築が行われています。 

運運用用体体制制及及びびリリススクク管管理理体体制制  
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ファンドの取得の申込は、委託会社が指定する販売会社の本支店・営業所において取扱っております。

販売会社によっては、一部の支店・営業所等で取扱わない場合があります。詳しくは販売会社にお問

い合せください。 
 

当初募集期間 平成17年12月12日(月)から平成18年1月30日(月)まで 
 

継続募集期間 平成18年1月31日（火）から平成19年3月14日（水）まで※1 

 
申込期間 

ただし、ファンドの休業日※2にあたる場合は、お申込みできません。 
※1

 継続募集期間は、前記期間満了前に有価証券届出書を提出することによって更新

されます。 
※2日本、香港及びインドの証券取引所の休業日、日本及びルクセンブルグの銀行休業

日のいずれかに該当する場合はファンドの休業日となります。なお、当初設定日は

ファンドの休業日とはなりません。 

 
お申込単位 自動けいぞく投資コース 1 万円以上 1 円単位 

当初募集期間 1 口当たり 1 円  
お申込価額 

継続募集期間 取得申込日の翌営業日の基準価額 

当初募集期間 受益証券の取得申込者は、当初募集期間中に当ファンドの申込代金

をお申込みの販売会社に支払うものとします。 

 

払込期日 
継続募集期間 

受益証券の取得申込者は、お申込みを受付けた販売会社が定める日

までに、当ファンドの申込代金をお申込みの販売会社に支払うもの

とします。 
※ファンドの受益権は、平成19年1月4日より振替制度に移行する予定であり、取得申込者は販売会社に、取

得申込と同時にまたは予め当該取得申込者が受益権の振替を行うための振替機関等の口座を申出るもの

とし、当該口座に当該取得申込者に係る口数の増加の記載または記録が行われます。なお、販売会社は、

当該取得申込の代金の支払いと引換に、当該口座に当該取得申込者にかかる口数の増加の記載または記録

を行うことができます。委託者は、追加信託により分割された受益権について、振替機関等の振替口座簿

への新たな記載または記録をするため社振法に定める事項の振替機関への通知を行うものとします。振替

機関等は、委託者から振替機関への通知があった場合、社振法の規定にしたがい、その備える振替口座簿

への新たな記載または記録を行います。受託者は、追加信託により生じた受益権については追加信託のつ

ど、振替機関の定める方法により、振替機関へ当該受益権にかかる信託を設定した旨の通知を行います。 

 
 
 

 

買買付付（（販販売売））のの申申込込手手続続  
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解約期間 

原則として、毎営業日解約のお申込みが可能です。ファンドをご購入いただいた販

売会社においてお申込みください。 

ただし、ファンドの休業日にあたる場合は、お申込みできません。 

 解約単位 1 口単位 

 
解約価額 解約請求受付日の翌営業日の基準価額 

 
解約金の支払 

解約金は、解約請求受付日から起算して原則として 5 営業日目から、販売会社にお

いてお支払いします。 

１）証券取引所における取引の停止その他やむを得ない事情があるときは、委託会社の判断で途中解約

の実行の請求の受付を中止すること、及び既に受付けた途中解約の実行の請求の受付を取消すこと

ができます。 

２）受益証券の買取 

販売会社は、受益者の請求があるときは、その受益証券を買取ります。 

買取のお取扱いについては販売会社によって異なりますので、お申込みの販売会社にお問い合せく

ださい。 

 
 
買付(販売)手続等及び換金(解約)手続等について委託会社の照会先は次の通りです。 
 

クレディ・アグリコル アセットマネジメント株式会社 お客様サポートライン 

電話番号：0120-202-900（フリーダイヤル） 

受付時間：月曜日～金曜日(祝休日を除く)の午前9時～午後5時(半日営業日は午前9時～午前11時半) 

インターネットホームページ：http://www.jp.ca-assetmanagement.com 
 

 

※ファンドの受益権は、平成19年1月4日より振替制度に移行する予定であり、換金の請求を行う受益者は、

その口座が開設されている振替機関等に対して当該受益者の請求にかかるこの信託契約の一部解約を委

託者が行うのと引換に、当該一部解約に係る受益権の口数と同口数の抹消の申請を行うものとし、社振法

の規定に従い、当該振替機関等の口座において当該口数の減少の記載または記録が行われます。 

平成19年1月4日以降の換金にかかる換金の請求を受益者がするときは、振替受益権をもって行うものとし

ます。ただし、平成19年1月4日以降に換金代金が受益者に支払われることとなる換金の請求で、平成19年

1月4日前に行われる当該請求については、振替受益権となることが確実な受益証券をもって行うものとし

ます。 

平成 18 年 12 月 29 日時点での保護預りをご利用の方の受益証券は、原則として一括して全て振替受益権

へ移行します。受益証券をお手許で保有されている方で、平成 19 年 1 月 4 日以降も引続き保有された場

合は、換金のお申込みに際して、個別に振替受益権とするための所要の手続きが必要であり、この手続き

には時間を要しますので、ご留意ください。 

 

換換金金（（解解約約））のの申申込込手手続続  
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時期 項目 費用･税金 

申込時 申込手数料※1 3.675%（税抜3.5%）を上限に販売会社が定めるものとします。 

途中解約時 所得税及び地方税 解約価額※2の個別元本超過額※3に対して課されます。 

収益分配時 所得税及び地方税 普通分配金に対して課されます。 

償還時 所得税及び地方税 償還時の個別元本超過額に対して課されます。 

※1 申込手数料についての詳細はお申込み販売会社の本支店営業所等にお問い合せください。 

委託会社のインターネットホームページ（http://www.jp.ca-assetmanagement.com）でも販売会社の申込手数料等がご覧

いただけます。 

※2 解約価額は、解約請求受付日の翌営業日の基準価額とします。 
※3 お客さまの個別元本（受益者毎の信託時の受益証券の価額等（申込手数料及び当該申込手数料にかかる消費税等相当額は

含まれません）をいいます）を上回る金額に対して課税されます。 

 
※ 当ファンドの収益分配金は、配当控除・益金不算入制度の適用対象外となります。 

（注）税制が変更・改正された場合は上記の内容が変更になることがあります。当ファンドの会計上・税務上の

お取扱いについては、あらかじめ会計士・税理士にご確認ください。 

 

 

 
 
当ファンドから支払われる費用は、後記の通りです。 

 
【信託報酬等】 
時期 信託報酬 

信託報酬

の総額 

信託財産の純資産総額に対し、 

年率 1.26%以内（税抜 1.20%以内）を乗じて得た金額 

平成 18 年 7 月 31 日現在は、年率 1.1865%（税抜 1.13%） 

委託会社 
0.4725%以内（税抜0.45%以内）※ 

平成18年7月31日現在は、0.399%（税抜0.38%） 

販売会社 0.735%（税抜0.70%） 

毎日 
信託報酬

の配分 

受託会社 0.0525%（税抜0.05%） 

信託報酬は、毎計算期間末、または信託終了のときに信託財産中から支弁します。 
※ 投資顧問会社への報酬は、委託会社の信託報酬から税抜年率0.05%以内（平成18年7月31日現在、税抜年率0.03%）が支払われま

す。また、組入投資信託証券とその信託報酬は後記の通りです。 

「CA Funds インドファンド」のI4クラス：税抜年率0.72%以内（平成18年7月31日現在は、税抜年率0.72%） 

「円建マネー サブファンド」：税抜年率0.15%以内（平成18年7月31日現在、税抜年率0.10%） 

* 日本国外においてかかる費用（組入投資信託証券の信託報酬）に関しては、消費税が課されません。 

委託会社は、受託会社の同意のうえ、前記に規定する率以内で信託報酬率を変更することができます。 

 

 

おお客客様様にに直直接接ごご負負担担いいたただだくく費費用用・・税税金金  

フファァンンドドでで間間接接的的ににごご負負担担いいたただだくく費費用用  
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【その他の手数料等】 

① 資金の借入れにかかる借入金の利息 

信託財産において一部解約に伴う支払資金の手当て、再投資に係る収益分配金の支払資金の手当

て等を目的として資金借入れの指図を行った場合、当該借入金の利息は信託財産中から支払われ

ます。 
② 信託事務等の諸費用 

1)信託財産に関する租税、信託事務の処理に要する諸費用及び受託者の立替えた立替金の利息は、

受益者の負担とし、信託財産中から支払われます。 

2)信託財産にかかる監査費用及び当該監査費用にかかる消費税等に相当する金額は、計算期間を

通じて毎日、合理的な金額を当該計算期間の日数で除して計算し、毎計算期末の翌営業日まで

に、または信託終了のとき信託財産中から支払われます。 

③ 当ファンドの組入有価証券の売買の際に発生する売買委託手数料 

信託財産が負担します。この他に、売買委託手数料に対する消費税等相当額、CP、CD、預金、指

定金銭信託、コール・ローン及び手形割引等に要する費用ならびに外国における資産の保管等に

要する費用についても信託財産が負担します。信託財産の証券取引等に伴う手数料や税金は信託

財産が負担しますが、売買委託手数料等は国や市場によって異なります。また、売買金額によっ

ても異なります。 
※ ルクセンブルグ籍及びフランス籍の投資信託証券においても組入有価証券の売買の際に発生する

売買委託手数料等を現地投資信託証券が負担します。 

 
 
 
 
 
 

課税については、次のような取扱となります。なお、税法が変更・改正された場合は、以下の内容が変

更になることがあります。 

 

① 個別元本について 
(ⅰ)追加型投資信託について、受益者毎の信託時の受益証券の価額等（申込手数料及び当該申込

手数料にかかる消費税等相当額は含まれません）が当該受益者の元本（個別元本）にあたりま

す。 
(ⅱ)受益者が同一ファンドの受益証券を複数回取得した場合、原則として、個別元本は、当該受

益者が追加信託を行うつど当該受益者の受益権口数で加重平均することにより算出されます。 
(ⅲ)保護預りでない受益証券及び記名式受益証券については各受益証券毎に、同一ファンドを複

数の販売会社で取得する場合については各販売会社毎に、個別元本の算出が行われます。 
(ⅳ)受益者が特別分配金を受取った場合、収益分配金発生時にその個別元本から当該特別分配金

を控除した額が、その後の当該受益者の個別元本となります（「特別分配金」については、後

記「③収益分配金の課税について」を参照）。 
② 途中解約時及び償還時の課税について 

途中解約時及び償還時の個別元本超過額が課税対象となります。 
③ 収益分配金の課税について 

追加型投資信託の収益分配金には、課税扱いとなる「普通分配金」と、非課税扱いとなる「特別

分配金」（受益者毎の元本一部払戻しに相当する部分）の区分があります。 
受益者が収益分配金を受取る際、 
(ⅰ)当該収益分配金落ち後の基準価額が当該受益者の個別元本と同額の場合又は当該受益者の個

別元本を上回っている場合には、当該収益分配金の全額が普通分配金となり、 
(ⅱ)当該収益分配金落ち後の基準価額が当該受益者の個別元本を下回っている場合には、その下

回る部分の額が特別分配金となり、当該収益分配金から当該特別分配金を控除した額が普通分

配金となります。なお、受益者が特別分配金を受取った場合、収益分配金発生時にその個別元

本から当該特別分配金を控除した額が、その後の当該受益者の個別元本となります。 
 

税税金金のの取取扱扱  
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④ 個人、法人別の課税の取扱いについて 
(ⅰ)個人の受益者に対する課税 

 時期 適用期間 源泉税率 方法 

 

 平成 20 年 3 月 31 日まで 
10% 

所得税（7%）地方税（3%） 

 

途中解約時

及び償還時 
平成 20 年 4 月 1 日以降 

20% 

所得税（15%）地方税（5%） 

途中解約時及び償還時の

個別元本超過額に対して

源泉徴収（申告不要）さ

れます。 

 
平成 20 年 3 月 31 日まで 

10% 

所得税（7%）地方税（3%） 

 
収益分配時 

平成 20 年 4 月 1 日以降 
20% 

所得税（15%）地方税（5%） 

収益分配金のうち、｢普通

分配金｣に対して源泉徴

収（申告不要）されます。

｢特別分配金｣には課税さ

れません。 

※確定申告により総合課税の選択もできます。 

(ⅱ)法人の受益者に対する課税 
 時期 適用期間 源泉税率 方法 

 

 平成 20 年 3 月 31 日まで 
7% 

所得税（7%） 

 
途中解約時

及び償還時 
平成 20 年 4 月 1 日以降 

15% 

所得税（15%） 

途中解約時及び償還時の

個別元本超過額に対して

源泉徴収されます。地方

税の源泉徴収はありませ

ん。 
 

平成 20 年 3 月 31 日まで 
7% 

所得税（7%） 

 収益分配時 

平成 20 年 4 月 1 日以降 
15% 

所得税（15%） 

収益分配金のうち、｢普通

分配金｣に対して源泉徴

収されます。地方税の源

泉徴収はありません。｢特

別分配金｣には課税され

ません。 

⑤ 買取時の課税について 
原則として源泉徴収は行われず、確定申告により納税していただきます。 
買取のお取扱いについては販売会社によって異なりますので、お申込みの販売会社にお問い合せ

ください。 
 

当ファンドの収益分配金は、配当控除、益金不算入制度の適用対象外となります。 
税法が変更・改正された場合は、前記の内容が変更になることがあります。 
当ファンドの会計上・税務上の取扱については、あらかじめ会計士・税理士にご確認ください。 
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【資産の評価】 
１）基準価額の算定 

基準価額とは、信託財産に属する資産（受入担保金代用有価証券を除きます）を法令及び社団法人投

資信託協会規則に従って時価又は一部償却原価法により評価して得た信託財産の資産総額から負債総

額を控除した金額（「純資産総額」といいます）を、計算日における受益権総口数で除した金額をいい

ます。なお、外貨建資産（外国通貨表示の有価証券（以下｢外貨建有価証券｣といいます）、預金その他

の資産をいいます。以下同じ）の円換算については、原則として、日本における計算日の対顧客電信

売買相場の仲値によって計算します。 
予約為替の評価は、原則として、わが国における計算日の対顧客先物売買相場の仲値によるものとし

ます。 
２）基準価額の算出頻度と公表 

基準価額は、委託会社の営業日において日々算出され、委託会社及び販売会社に問い合せることによ

り知ることができます。また、当日の基準価額は原則として、翌日の日本経済新聞に「マハラジ」の

名称で掲載されます。なお、基準価額は 1 万口単位で表示されたものが発表されます。 

 
当ファンドの基準価額について委託会社の照会先は次の通りです。 
 

クレディ・アグリコル アセットマネジメント株式会社 お客様サポートライン 

電話番号：0120-202-900（フリーダイヤル） 

受付時間：月曜日～金曜日(祝休日を除く)の午前9時～午後5時(半日営業日は午前9時～午前11時半) 

インターネットホームページ：http://www.jp.ca-assetmanagement.com 
 
 
【保管】 

販売会社は、受益証券を原則として保護預り契約に基づいて保管（保護預り）するものとします。 

ファンドの受益権は、平成19年1月4日より、振替制度に移行する予定であり、受益権の帰属は、振替機関等

の振替口座簿に記載または記録されることにより定まり、受益証券を発行しませんので、受益証券の保管に

関する該当事項はなくなります。 

 
【信託期間】 

平成 18 年 1 月 31 日から無期限とします。ただし、後記「【その他】１）信託の終了」に該当する場合、信託

は終了することがあります。 

 
【計算期間】 

１）この信託の計算期間は、原則として毎年 12 月 16 日から翌年 6 月 15 日及び 6 月16 日から 12 月15 日ま

でとします。ただし、第 1 計算期間は信託契約締結日から平成 18 年 6 月 15 日までとします。 

２）各計算期間終了日に該当する日（以下「該当日」といいます）が休業日のとき、各計算期間終了日は、

該当日の翌営業日とし、その翌日より次の計算期間が開始されるものとします。ただし、最終計算期間

の終了日は、信託期間の終了日とします。 

 
【受益者の権利等】 
受益者は、主な権利として収益分配金に対する請求権、償還金に対する請求権及び途中解約（換金）請求権

を有しています。 

管管理理及及びび運運営営のの概概要要  
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【その他】 

１）信託の終了 

(a) 委託会社は、次の場合、受託会社と合意のうえ、この信託契約を解約し、信託を終了させること

ができます（以下「繰上償還」といいます）。この場合において、委託会社は、あらかじめ解約し

ようとする旨を監督官庁に届出ます。 

ⅰ．信託期間中において、この信託契約を解約することが受益者のため有利であると認めるとき 
ⅱ．信託契約の一部を解約することにより受益権の口数が 10 億口を下回った場合 

ⅲ．やむを得ない事情が発生したとき 

委託会社は、前記に従い繰上償還させる場合、以下の手続により行います。 

1）委託会社は、あらかじめ解約しようとする旨を公告し、かつ、その旨を記載した書面をこの

信託契約にかかる知られたる受益者に対して交付します。ただし、この信託契約にかかるすべ

ての受益者に対して書面を交付したときは、原則として公告を行いません。 

2）前記の公告及び書面には、受益者で異議のある者は一定の期間内に委託会社に対して異議を

述べるべき旨を付記します。なお、一定の期間は 1 ヵ月を下らないものとします。 

3）当該一定期間内に異議を述べた受益者の受益権の口数が受益権の総口数の二分の一を超える

ときは、信託契約の解約をしません。 

4）委託会社は、この信託契約の解約をしないこととしたときは、解約しない旨及びその理由を

公告し、かつ、これらの事項を記載した書面を知られたる受益者に対して交付します。ただし、

全ての受益者に対して書面を交付したときは、原則として公告を行いません。 

5）前記 2）から 4）までの規定は、信託財産の状態に照らし、真にやむを得ない事情が生じてい

る場合であって、前記 2）の一定の期間が 1 ヵ月を下らずにその公告及び書面の交付を行うこ

とが困難な場合にも同様の取扱とします。 

(b) 委託会社が、監督官庁よりこの信託契約の解約の命令を受けたとき、その命令に従い、信託契約

を解約し信託を終了させます。 

２）信託約款の変更 

(a) 委託会社は、受益者の利益のため必要と認めるときまたはやむを得ない事情が発生したときは、

受託会社と合意のうえ、この信託約款を変更することができるものとし、あらかじめ変更しようと

する旨及びその内容を監督官庁に届出ます。委託会社は、かかる変更事項のうち、その内容が重大

なものについて、あらかじめ、変更しようとする旨及びその内容を公告し、かつ、これらの事項を

記載した書面をこの信託約款にかかる知られたる受益者に対して交付します。ただし、この信託約

款にかかる全ての受益者に対して書面を交付したときは、原則として公告を行いません。 

(b) 前記(a)の公告及び書面には、受益者で異議のある者は一定の期間内に委託会社に対して異議を述

べるべき旨を付記します。なお、一定の期間は 1 ヵ月を下らないものとします。 

(c) 前記(b)の一定の期間内に異議を述べた受益者の受益権の口数が受益権の総口数の二分の一を超

えるときは、前記(a)の信託約款の変更をしません。 

(d) 委託会社は、当該信託約款の変更をしないこととしたときは、変更しない旨及びその理由を公告

し、かつ、これらの事項を記載した書面を知られたる受益者に対して交付します。ただし、全ての

受益者に対して書面を交付したときは、原則として、公告を行いません。 

(e) 委託会社は、監督官庁の命令に基づいてこの信託約款を変更しようとするときは、前記（a）から

（d）までの規定に従います。 

(f) 委託会社は、委託会社が受益者を代理してこの信託の受益権を振替受入簿に記載または記録を申

請することができる旨の信託約款変更をしようとする場合は、その変更の内容が重大なものとして

前記(a)から(d)の規定に従います。ただし、この場合において、振替受入簿の記載または記録を申

請することについて委託会社に代理権を付与することについて同意をしている受益者へは、上記

(b)の書面の交付を原則として行いません。 

３）反対者の買取請求権 

当ファンドの信託契約の解約または信託約款の重要なものについて変更を行う場合において、一定の

期間内に委託会社に対して異議を述べた受益者は、販売会社を通じて、受託会社に対し、自己の所有

する受益証券を、信託財産をもって買取るべき旨を請求することができます。 

４）公告 

委託会社が受益者に対してする公告は日本経済新聞に掲載します。 

５）運用報告書の作成 

委託会社は、毎計算期間の末日及び償還時に運用報告書を作成し、当該信託財産にかかる知られたる

受益者に対して交付します。 
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(1）受益証券の名義書換等 

投資家が、委託会社の定める手続によって、ファンドの受益証券を取得した販売会社に請求したとき

は、無記名式受益証券と引換に記名式の受益証券に、または記名式受益証券と引換に無記名式に変更

することができます。また、記名式受益証券を取得した受益者は、取得した販売会社に申出ることに

より、名義書換を請求することができます。ただし、名義書換手続は、ファンドの毎計算期間の末日

の翌日から 15 日間停止します。記名式受益証券から無記名式受益証券への変更及び無記名式受益証券

から記名式受益証券への変更ならびに名義書換にかかる手数料は徴収しません。 

 

(2）受益者名簿 

作成いたしません。 

 

(3）受益者等に対する特典 

該当するものはありません。 

 

(4）受益証券の譲渡制限の内容 

受益証券の譲渡制限は設けておりません。ただし、記名式の受益証券の譲渡は、委託会社の定める手

続による名義書換によらなければ、委託会社及び受託会社に対抗することはできません。 

 

(5）受益証券の再発行 

① 無記名式受益証券を喪失した受益者が、当該受益証券の公示催告による除権判決の謄本を添え、委

託会社の定める手続によって再交付を請求したときは、委託会社は、無記名式受益証券を再交付し

ます。 

② 記名式受益証券を喪失した受益者が、委託会社の定める手続によって再交付を請求したときには、

委託会社は、記名式受益証券を再交付します。 

③ 委託会社は、受益証券を毀損または汚損した受益者が、当該受益証券を添え、委託会社の定める手

続によって再交付を請求したときは、受益証券を再交付します。ただし、真偽を鑑別しがたいとき

は、受益証券を喪失した場合の前記①及び②の規定を準用します。 

④ 委託会社は、受益証券を再交付するときは、受益者に対して実費を請求することができるものとし

ます。 

（注） 
ファンドの受益権は、平成 19 年 1 月 4 日より、振替受益権となる予定であり、委託者は、この信

託の受益権を取扱う振替機関が社振法の規定により主務大臣の指定を取消された場合または当該

指定が効力を失った場合であって、当該振替機関の振替業を承継する者が存在しない場合その他や

むを得ない事情がある場合を除き、当該振替受益権を表示する受益証券を発行しません。 

なお、受益者は、委託者がやむを得ない事情等により受益証券を発行する場合を除き、無記名式受

益証券から記名式受益証券への変更の請求、記名式受益証券から無記名式受益証券への変更の請求、

受益証券の再発行の請求を行わないものとします。 

○ 受益権の譲渡 

①受益者は、その保有する受益権を譲渡する場合には、当該受益者の譲渡の対象とする受益権が

記載または記録されている振替口座簿にかかる振替機関等に振替の申請をするものとします。 

②前項の申請のある場合には、上記①の振替機関等は、当該譲渡に係る譲渡人の保有する受益権

の口数の減少および譲受人の保有する受益権の口数の増加につき、その備える振替口座簿に記

載または記録するものとします。ただし、上記①の振替機関等が振替先口座を開設したもので

ない場合には、譲受人の振替先口座を開設した他の振替機関等（当該他の振替機関等の上位機

関を含みます）に社振法の規定に従い、譲受人の振替先口座に受益権の口数の増加の記載また

は記録が行われるよう通知するものとします。 

内内国国投投資資信信託託受受益益証証券券事事務務のの概概要要  
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③上記①の振替について、委託者は、当該受益者の譲渡の対象とする受益権が記載または記録

されている振替口座簿に係る振替機関等と譲受人の振替先口座を開設した振替機関等が異な

る場合等において、委託者が必要と認めたときまたはやむをえない事情があると判断したと

きは、振替停止日や振替停止期間を設けることができます。 

○受益権の譲渡の対抗要件 

受益権の譲渡は、振替口座簿への記載または記録によらなければ、委託者および受託者に対抗す

ることができません。 

○受益権の再分割 

委託者は、受益権の再分割を行いません。ただし、社債、株式等の振替に関する法律が施行され

た場合には、受託者と協議のうえ、同法に定めるところに従い、一定日現在の受益権を均等に再

分割できるものとします。 

○償還金 

償還金は、償還日において振替機関の振替口座簿に記載または記録されている受益者（償還日以

前において一部解約が行われた受益権にかかる受益者を除きます。また、当該償還日以前に設定

された受益権で取得申込代金支払前のため販売会社の名義で記載または記録されている受益権

については原則として取得申込者とします）に支払います。 

○質権口記載又は記録の受益権の取扱について 

振替機関等の振替口座簿の質権口に記載または記録されている受益権にかかる収益分配金の支

払い、一部解約の実行の請求の受付、一部解約金および償還金の支払等については、信託約款の

規定によるほか、民法その他の法令等に従って取扱われます。 
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①内国投資信託受益証券の形態等 

追加型証券投資信託受益証券です（以下「受益証券」といいます）。 
原則無記名式ですが、記名式への変更も可能です。 
格付は取得していません。 

 
②発行価額の総額 
1.当初募集期間：平成 17 年12 月 12 日(月)から平成18 年 1 月 30 日(月)まで 

100 億円を上限とします（なお、前記金額には、申込手数料及び申込手数料にかかる消費
税及び地方消費税（以下「消費税等相当額」といいます）は含まれていません）。発行価
額の総額がファンドの効率的な運用を行うに必要な額に満たないと委託会社が判断した
場合、設定を中止することがあります。 

2.継続募集期間：平成 18 年 1 月31 日（火）から平成 19 年 3 月14 日（水）まで※ 
1,000 億円を上限とします（なお、前記金額には、申込手数料及び申込手数料にかかる消
費税等相当額は含まれていません）。 
※継続募集期間は、前記期間満了前に有価証券届出書を提出することによって更新されます。 

 
③振替機関に関する事項 
該当事項はありません。なお、ファンドの受益権は、平成 19 年 1 月 4 日より振替制度に移行する予定であ

り、その場合の振替機関は下記の通りです。 

株式会社証券保管振替機構 

 
④日本以外の地域における発行 
該当事項はありません。 

 
⑤有価証券届出書の写しの縦覧 
委託会社が、有価証券届出書(有価証券届出書の訂正届出書が提出された場合には、当該訂正届出書を含み
ます)の写しを縦覧に供する主要な支店はありません。 

 
 
 
 
 
有価証券届出書「第三部 ファンドの詳細情報」の記載項目は、後記の通りです。 
 
第１ ファンドの沿革 
 

第２ 手続等 
１ 申込（販売）手続等 
２ 換金（解約）手続等 
 

第３ 管理及び運営 
１ 資産管理等の概要 

(1）資産の評価 
(2）保管 
(3）信託期間 
(4）計算期間 
(5）その他 

２ 受益者の権利等 
 

第４ ファンドの経理状況 
１ 財務諸表 
２ ファンドの現況 
 

第５ 設定及び解約の実績 

そそのの他他フファァンンドドのの情情報報  

投投資資信信託託説説明明書書（（請請求求目目論論見見書書））のの項項目目  
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 (1)投資状況 

信託財産の構成（平成 18 年 7 月 31 日現在） 

資産の種類 国・地域 評価額（千円） 投資比率（％） 

投資信託受益証券 フランス 6,271 0.01 

投資証券 ルクセンブルグ 42,313,058 99.12 

預金、その他資産（負債控除後） 369,875 0.87 

合計（純資産総額） 42,689,204 100.00 

（注１）投資比率とは、ファンドの純資産総額に対する当該資産の評価額の比率をいいます。 

（注２）金額の単位未満は切捨てです。 

（注３）平成 18 年 7 月 31 日における外貨建純資産（42,214,470 千円）の純資産総額（42,689,204 千円）

に対する比率は 98.89％です。 

（注４）外貨建資産は、計算日の各外貨建資産評価額を当日のわが国の対顧客電信売買相場の仲値によ

り邦貨換算したものです。なお、平成18年7月31日における邦貨換算レートは1米ドル＝114.85

円です。 

 

(2)投資資産 

①投資有価証券の主要銘柄 

    平成18年7月31日現在 

国 /地域 種類 銘柄名 数量（口） 
帳簿価額 
単価 
（円） 

帳簿価額金額 
（円） 

評価額 
単価 
（円） 

評価額金額 
（円） 

投資 
比率 
（％） 

フランス 
投資信託 

受益証券 
円建マネー 
サブファンド 

630 9,956 6,272,280 9,955 6,271,650 0.01 

ルクセン
ブルグ 

投資証券 
CA Funds インド 

ファンド I4クラス 
3,985,075 9,142.50 36,433,559,062 10,617.88 42,313,058,103 99.12 

(注)投資比率は、純資産総額に対する各銘柄の評価額の比率です。 

 

種類別組入比率 

平成18年7月31日現在 

 純資産総額に対する比率(%) 

投資信託受益証券 0.01 

投資証券 99.12 

 
②投資不動産物件 

該当事項ありません。 

フファァンンドドのの運運用用状状況況  



  
ファンドの運用状況 

 33

③その他投資資産の主要なもの 
為替予約取引 

  平成18年7月31日現在 

取引種別 通貨 数量 
帳簿価額 
（円） 

評価額 
（円） 

投資比率 
（％） 

買建 米ドル 858,402.24 99,531,821 98,553,161 0.23 

（注１）投資比率とは、ファンドの純資産総額に対する当該資産の時価比率をいいます。 
（注２）為替予約取引の時価については、原則としてわが国の対顧客先物売買相場の仲値で評価していま

す。 

 

(3）運用実績 

①純資産の推移 

平成18年7月末日及び同日前１年以内における各月末ならびに下記の決算期末の純資産の推移は

次の通りです。 

 
純資産総額（円） 

分配落 
純資産総額（円） 

分配付 

１万口当たりの 
純資産額（円） 

分配落 

１万口当たりの 
純資産額（円） 

分配付 

第1期計算期間末 
（平成18年6月15日） 

35,377,244,638 35,377,244,638 7,708 7,708 

平成18年1月末日 9,781,359,160 ― 10,000 ― 

平成18年2月末日 36,161,850,049 ― 9,835 ― 

平成18年3月末日 43,281,281,853 ― 10,523 ― 

平成18年4月末日 46,137,218,435 ― 10,487 ― 

平成18年5月末日 41,648,888,343 ― 9,199 ― 

平成18年6月末日 40,497,420,156 ― 8,668 ― 

平成18年7月末日 42,689,204,884 ― 8,947 ― 

 

②分配の推移 

期 間 1口当たりの分配金 

第1期計算期間 
（自 平成18年1月31日） 
（至 平成18年6月15日） 

0.0000円 

 

③収益率の推移 

期 間 収益率（％） 

第1期計算期間 
（自 平成18年1月31日） 
（至 平成18年6月15日） 

△22.9 

(注)収益率は以下の計算式により算出しております。 
（当該計算期間末分配付基準価額－当該計算期間の直前の計算期間末分配落基準価額）÷（当該計算期間
の直前の計算期間末分配落基準価額）×100 
ただし、第 1 期計算期間については「当該計算期間の直前の計算期間末分配落基準価額」に代えて設定時

の基準価額（10,000 円）を用いています。 

 



 

ファンドの運用状況 

 34

 

 

 

 
■以下の情報は、有価証券届出書「第三部  ファンドの詳細情報  第 4  ファンドの経理状況」に

記載されている「財務諸表」から抜粋して記載したものです。 

■ファンドの「財務諸表」については、中央青山監査法人による監査を受けております。 

また、当該監査法人による監査報告書は、「第三部  ファンドの詳細情報  第 4  ファンドの経理

状況」に記載されている「財務諸表」に添付されています。 
 

（１）貸借対照表 

第1期計算期間末 
（平成18年6月15日現在） 

区分 
注記 
番号 

金額（円） 

資産の部   

流動資産          

コール・ローン  553,787,909 

証券投資信託受益証券  6,272,280 

投資証券  34,957,948,150 

派生商品評価勘定  40,687 

未収入金  109,568,518 

未収利息  28 

流動資産合計  35,627,617,572 

資産合計  35,627,617,572 

負債の部   

流動負債   

 派生商品評価勘定  789,768 

未払金  36,167,003 

未払解約金  35,904,445 

未払受託者報酬  7,821,873 

未払委託者報酬  168,952,309 

その他未払費用  737,536 

流動負債合計  250,372,934 

負債合計  250,372,934 

純資産の部   

 元本等   

  元本 ※1、2 45,899,019,477 

  剰余金   

期末欠損金  10,521,774,839 

剰余金合計 ※3 △10,521,774,839 

元本等合計  35,377,244,638 

純資産合計  35,377,244,638 

負債・純資産合計  35,627,617,572 

 

フファァンンドドのの財財務務ハハイイラライイトト情情報報  
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（２）損益及び剰余金計算書 

第1期計算期間 
 (自 平成18年1月31日 

    至 平成18年6月15日) 区分 
注記
番号 

金額（円） 

営業収益   

受取利息  7,677 

有価証券売買等損益  △9,636,163,946 

為替差損益  △964,468,841 

営業収益合計  △10,600,625,110 

営業費用   

受託者報酬  7,821,873 

委託者報酬  168,952,309 

その他費用  743,133 

営業費用合計  177,517,315 

営業損失金額  10,778,142,425 

経常損失金額  10,778,142,425 

当期純損失金額  10,778,142,425 

一部解約に伴う当期純損失金額分配額  4,977,725 

欠損金減少額  261,087,260 

（当期追加信託に伴う欠損金減少額）  (261,087,260) 

欠損金増加額  9,697,399 

（当期一部解約に伴う欠損金増加額）  (9,697,399) 

期末欠損金  10,521,774,839 
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（３）注記表 

（重要な会計方針に係る事項に関する注記） 

項目 
第1期計算期間 

 (自 平成18年1月31日 
   至 平成18年6月15日)  

１．有価証券の評価基準及び評価方

法 

 

 

 

 

 

(1)証券投資信託受益証券 

移動平均法に基づき、時価で評価しております。時価評価に

あたっては、当該証券投資信託受益証券の基準価額で評価して

おります。 

(2)投資証券 

移動平均法に基づき、原則として時価で評価しております。

時価評価にあたっては、当該投資証券の基準価額で評価してお

ります。 

 

２.デリバティブ等の評価基準及び

評価方法 

 

為替予約取引 

個別法に基づき、原則として時価で評価しております。時価

評価にあたっては、原則として計算期間末日の対顧客先物売買

相場において為替予約の受渡日の仲値が発表されている場合に

は当該仲値、受渡日の仲値が発表されていない場合には発表さ

れている受渡日に最も近い前後二つの日の仲値をもとに計算し

ております。 

 

３.その他財務諸表作成のための基

本となる重要な事項 

外貨建取引等の処理基準 

 外貨建取引については、「投資信託財産の計算に関する規則」

（平成12年総理府令第133号）第60条に基づき、取引発生時の外

国通貨の額をもって記録する方法を採用しております。但し、

同第61条に基づき、外国通貨の売却時において、当該外国通貨

に加えて、外貨建資産等の外貨基金勘定及び外貨建各損益勘定

の前日の外貨建純資産額に対する当該売却外国通貨の割合相当

額を当該外国通貨の売却時の外国為替相場等で円換算し、前日

の外貨基金勘定に対する円換算した外貨基金勘定の割合相当の

邦貨建資産等の外国投資勘定と、円換算した外貨基金勘定を相

殺した差額を為替差損益とする計理処理を採用しております。 
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追加型証券投資信託 

 
CA りそなインド ファンド 

（愛称｢マハラジャ｣） 

信託約款 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

クレディ･アグリコル アセットマネジメント株式会社
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追加型証券投資信託 

CA りそなインド ファンド 

 

運用の基本方針 

 

信託約款 21 条の規定に基づき委託者が別に定める運用の基本方針は、次のものとします。 

 

1．基本方針 

当ファンドは、ファンド･オブ･ファンズの方式で運用することを基本とします。主として、インドの株式（ADR

（米国預託証書）及び GDR（グローバル預託証書）を含む）に投資を行うファンドと円建マネー ファンドに投

資することにより、その実質的な運用はそれぞれの投資先ファンドが行い、中長期的な信託財産の成長を目指し

て運用を行うことを基本方針とします。 

 

2．運用方法 

(1) 投資対象 

インドの株式（ADR（米国預託証書）及び GDR（グローバル預託証書）を含む）に投資するルクセンブルグ籍の「CA 

Funds インドファンド」の I4 クラスと、主に日本国債、内外の公社債（原則 A 格以上）、短期金融資産等に投資

するフランス籍の「円建マネー サブファンド」を主な投資対象とします。なお、CP、CD、預金、指定金銭信託、

コール･ローン及び手形割引市場において売買される手形に直接投資することがあります。 

 

(2) 投資態度 

① 主として、インドの株式（ADR（米国預託証書）及び GDR（グローバル預託証書）を含む）に投資するルクセン

ブルグ籍の「CA Funds インドファンド」の I4 クラス（米ドル建）とフランス籍の「円建マネー サブファン

ド」（円建）に投資します。 

② インドの株式（ADR（米国預託証書）及び GDR（グローバル預託証書）を含む）に投資する投資信託証券（「CA Funds 

インドファンド」の I4 クラス（米ドル建））の組入比率は、原則として、90%以上とすることを基本とします。

また、ファンド全体における投資信託証券の組入比率は、原則として高位を維持することとします。 

③ 原則として、為替ヘッジは行いません。 

④ 組入投資信託証券は、委託会社の判断により、適宜見直しを行います。この場合において、組入対象とされて

いた投資信託証券は、変更されることがあります。 

⑤ 資金動向、市況動向等の急変により前記の運用が困難となった場合、暫定的に前記と異なる運用を行う場合が

あります。 

⑥ 運用にあたっては、クレディ・アグリコル アセットマネジメント･ホンコンの投資助言を受けます。 

 

(3) 投資制限 

① 投資信託証券以外への投資は、信託約款第 20 条の範囲内で行います。 

② 株式(新株引受権証券及び新株予約権証券を含みます)への直接投資は行いません。 

③ 外貨建資産(外貨建資産を組入可能な投資信託証券を含みます)の投資割合には制限を設けません。 

④ 原則として実質的に複数のファンドに投資し、かつ 1 ファンドへの投資割合は純資産総額の 50%を超えないも

のとします。ただし、約款若しくは定款等において、ファンド･オブ･ファンズにのみ取得される(販売会社及

び運用会社が一時取得する場合を含みます)ファンドであることが記載されているファンドを組入れる場合に

は 50%以上の取得が出来るものとします。 

 

3．収益分配方針 

ファンドは、毎決算時(毎年 6月 15 日及び 12 月 15 日。休日の場合は翌営業日とします)に、原則として次の方針

により分配を行います。 

① 分配対象額の範囲は、経費控除後の繰越分を含めた利子･配当収入と売買益(評価益を含みます)等の全額とし

ます。 

② 分配金額は、委託会社が基準価額水準及び市況動向等を勘案して決定します。ただし、分配対象収益額が少額

の場合には分配を行わないこともあります。 

③ 留保額の運用については、特に制限を設けず、委託会社の判断に基づき、元本部分と同一の運用を行います。 
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追加型証券投資信託 

CA りそなインド ファンド 

 

信託約款 

 

(信託の種類、委託者及び受託者、信託事務の委託) 

第1条 この信託は、証券投資信託であり、クレディ･アグリコル アセットマネジメント株式会社を委託者とし、

りそな信託銀行株式会社を受託者とします。 

② 受託者は、信託法第 26 条第 1 項に基づく信託事務の委任として、信託事務の処理の一部について、金

融機関の信託業務の兼営等に関する法律第1条第1項の規定による信託業務の兼営の認可を受けた一の

金融機関（受託者の利害関係人（金融機関の信託業務の兼営等に関する法律第 4条第 1項にて準用する

信託業法第 29 条第 2 項第 1 号に規定する利害関係人をいいます。以下この条において同じ）を含みま

す）と信託契約を締結し、これを委託することができます。 

③ 前項における利害関係人に対する業務の委託については、信託財産を害するおそれがないと認められる

場合に行うものとします。この場合、信託財産を害するおそれがないと認められる場合とは、利害関係

人に対する業務の委託に係る条件が市場水準等に照らし公正と認められる条件である場合をいいます。 

 

(信託の目的、金額及び限度額) 

第2条 委託者は、金 100 億円を限度として受益者のために利殖の目的をもって信託し、受託者はこれを引受け

ます。 

② 委託者は、受託者と合意のうえ、金 5,000 億円を限度として信託金を追加することができるものとし、

追加信託が行われたときは、受託者はその引受を証する書面を委託者に交付します。 

③ 委託者は、受託者と合意のうえ、前項の限度額を変更することができます。 

 

(信託期間) 

第3条 この信託の期間は、信託契約締結日から第 42 条第 1項、第 43 条第 1項、第 44 条第 1項及び第 46 条第

2項の規定による信託終了の日までとします。 

 

(受益証券の取得申込みの勧誘の種類) 

第4条 この信託にかかる受益証券の取得申込みの勧誘は、証券取引法第 2条第 3項第 1号に掲げる場合に該当

し、投資信託及び投資法人に関する法律第 2条第 13 項で定める公募により行われます。 

 

(当初の受益者) 

第5条 この信託契約締結当初及び追加信託当初の受益者は、委託者の指定する受益証券取得申込者とし、第 6

条により分割された受益権は、その取得申込口数に応じて、取得申込者に帰属します。 

 

(受益権の分割及び再分割) 

第6条 委託者は、第 2条第 1項の規定による受益権については、100 億口を限度として、追加信託によって生

じた受益権については、これを追加信託のつど第7条第1項の追加口数に、それぞれ均等に分割します。 

② 委託者は、受託者と協議のうえ、一定日現在の受益権を均等に再分割できます。 

 

(追加信託の価額及び口数、基準価額の計算方法) 

第7条 追加信託金は、追加信託を行う日の前営業日の基準価額に当該追加信託にかかる受益権の口数を乗じた

額とします。 

② この信託約款において基準価額とは、信託財産に属する資産(受入担保金代用有価証券を除きます)を法

令及び社団法人投資信託協会規則に従って時価又は一部償却原価法により評価して得た信託財産の資

産総額から負債総領を控除した金額(以下「純資産総額」といいます)を、計算日における受益権総口数

で除した金額をいいます。なお、外貨建資産(外国通貨表示の有価証券(以下「外貨建有価証券」といい

ます)、預金その他の資産をいいます。以下同じ)の円換算については、原則として、わが国における当

日の対顧客電信売買相場の仲値によって計算します。 
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③ 第 23 条に規定する予約為替の評価は、原則として、わが国における計算日の対顧客先物売買相場の仲

値によるものとします。 

 

(信託日時の異なる受益権の内容) 

第8条 この信託の受益権は、信託の日時を異にすることにより差異を生ずることはありません。 

 

(受益証券の発行) 

第9条 委託者は、第 6条の規定により分割された受益権を表示する収益分配金交付票付の無記名式の受益証券

を発行します。 

 

(受益証券の発行についての受託者の認証) 

第10条 委託者は、受益証券を発行するときは、その発行する受益証券がこの信託約款に適合する旨の受託者の

認証を受けなければなりません。 

② 前項の認証は、受託者の代表取締役がその旨を受益証券に記載し記名捺印することによって行います。 

 

(受益証券の申込単位、価額及び手数料等) 

第11条 委託者の指定する証券会社(証券取引法第 2 条第 9 項に規定する証券会社をいい、外国証券業者に関す

る法律第 2条第 2号に規定する外国証券会社を含みます。以下同じ)及び登録金融機関(証券取引法第 65

条の 2 第 3 項に規定する登録金融機関をいいます。以下同じ)は、第 9 条の規定により発行された受益

証券を、その取得申込者に 1万口以上 1万口単位をもって当該受益証券の取得の申込に応ずるものとし

ます。 ただし、委託者の指定する証券会社または登録金融機関と別に定める「自動けいぞく投資約款」

にしたがって契約(以下「別に定める契約」といいます)を結んだ取得申込者に対しては、1 口の整数倍

をもって取得の申込に応ずることとします。 

この信託約款において別に定める契約とは、この信託について受益証券取得申込者と委託者の指定する

証券会社及び登録金融機関が締結する別に定める契約と別の名称で同様の権利義務関係を規定する契

約を含むものとします。この場合別に定める契約は当該別の名称に読み替えるものとします。 

② 前項の規定にかかわらず、取得申込日（信託契約締結日を除く）がファンドの休業日(日本、香港及びイ

ンドの証券取引所の休業日、日本及びルクセンブルグの銀行休業日であることを指します。以下同じ)

にあたる場合は、受益証券の取得の申込を受付けないものとします。 

③ 1． 第 1 項の受益証券の価額は、取得申込受付日の翌営業日の基準価額に、手数料及び当該手数料にか

かる消費税並びに地方消費税(以下「消費税等」といいます)に相当する金額を加算した価額としま

す。ただし、この信託契約締結日前の取得申込にかかる受益証券の価額は、1 口につき 1 円に、手

数料及び当該手数料にかかる消費税等に相当する金額を加算した価額とします。 

2． 前号の手数料の額は、委託者の指定する証券会社及び登録金融機関が個別に定める料率を乗じて得

た金額とします。 

④ 前各項の規定にかかわらず、受益者が第 38 条第 2 項の規定に基づいて収益分配金を再投資する場合の

受益証券の価額は、原則として第 33 条に規定する各計算期間終了日の基準価額とします。 

⑤ 委託者は、証券取引所における取引の停止、決済機能の停止、外国為替取引の停止その他やむを得ない

事情があるときは、取得申込の受付を中止すること及び取得申込の受付を取消すことができます。 

 

(受益証券の種類) 

第12条 委託者が発行する受益証券は、1 万口券、5 万口券、10 万口券、50 万口券、100 万口券、500 万口券、

1,000 万口券、1億口券、の 8種類とします。 

② 委託者の指定する証券会社及び登録金融機関は、第 1項の受益証券を原則として保護預り契約に基づき

保管するものとします。 

③ 委託者の指定する証券会社または登録金融機関と受益証券取得申込者との間に結ばれた別に定める契

約及び保護預り契約に基づいて委託者の指定する証券会社または登録金融機関が保管する受益証券の

種類は、第 1項に定めるもののほか、1口の整数倍の口数を表示した受益証券とすることができます。 
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(受益証券の記名式、無記名式への変更並びに名義書換手続) 

第13条 委託者は、受益者が委託者の定める手続によって請求したときは、無記名式の受益証券と引換に記名式

の受益証券を、または記名式の受益証券と引換に無記名式の受益証券を交付します。 

② 記名式の受益証券の所持人は、委託者の定める手続によって名義書換を委託者に請求することができま

す。 

③ 前項の規定による名義書換の手続は、第 33 条に規定する毎計算期間の末日の翌日から 15 日間停止しま

す。 

 

(記名式の受益証券譲渡の対抗要件) 

第14条 記名式の受益証券の譲渡は、前条の規定による名義書換によらなければ、委託者及び受託者に対抗する

ことができません。 

 

(無記名式の受益証券の再交付) 

第15条 委託者は、無記名式の受益証券を喪失した受益者が、当該受益証券の公示催告による除権判決の謄本を

添え、委託者の定める手続きにより再交付を請求したときは、無記名式の受益証券を再交付します。 

 

(記名式の受益証券の再交付) 

第16条 委託者は、記名式の受益証券を喪失した受益者が、委託者の定める手続きによって再交付を請求したと

きは、記名式の受益証券を再交付します。 

 

(受益証券を毀損した場合等の再交付) 

第17条 委託者は、受益証券を毀損または汚損した受益者が、受益証券を添え、委託者の定める手続きにより再

交付を請求したときは、受益証券を再交付します。ただし、真偽を鑑別しがたいときは、前 2条の規定

を準用します。 

 

(受益証券の再交付の費用) 

第18条 委託者は、受益証券を再交付するときは、受益者に対して実費を請求することができます。 

 

(投資の対象とする資産の種類) 

第19条 この信託において投資の対象とする資産の種類は、次に掲げるものとします。 

1．次に掲げる特定資産(「特定資産」とは、投資信託及び投資法人に関する法律第 2条第 1項で定める

ものをいいます。以下同じ) 

イ．有価証券 

ロ．金銭債権 

ハ．約束手形(証券取引法第 2条第 1項第 8号に掲げるもの(CP)を除きます) 

ニ．金銭の信託の受益権 

2．次に掲げる特定資産以外の資産 

為替手形 
 

(運用の指図範囲) 

第20条 委託者は、信託金を、主として、次に掲げる投資信託証券のほか、次の有価証券(本邦通貨表示のもの

に限ります)に投資することを指図します。 

1．コマーシャル･ペーパー及び短期社債等 

2．外国または外国法人の発行する証券または証書で、前号の証券の性質を有するもの 

 

また、｢次に掲げる投資信託証券｣とは次のものをいいます。 

1．「CA Funds インドファンド」の I4 クラス（米ドル建）（ルクセンブルグ籍） 

2．「円建マネー サブファンド」（フランス籍） 

② 委託者は、信託金を、前項各号に掲げる有価証券のほか、次に掲げる金融商品により運用することを指 

図することができます。 
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1. 預金 

2. 指定金銭信託 

3. コール･ローン 

4. 手形割引市場において売買される手形 

③ 第 1項の規定にかかわらず、この信託の設定、解約、償還、投資環境の変動等への対応等、委託者が運

用上必要と認めるときには、委託者は、信託金を、前項第 1号から第 4号までに掲げる金融商品により

運用することの指図ができます。 

 

（受託者の自己または利害関係人等との取引） 

第 20 条の 2 受託者は、信託財産の効率的な運用に資するものであり、かつ信託業法、投資信託及び投資法人に

関する法律並びに関連法令に反しない場合には、委託者の指図により、受託者及び受託者の利害関係人

（金融機関の信託業務の兼営等に関する法律第 4 条第 1 項にて準用する信託業法第 29 条第 2 項第 1 号

に規定する利害関係人をいいます。以下この条において同じ）、第 24 条第 2項に定める信託業務の委託

先及びその利害関係人または受託者における他の信託財産との間で、第 19 条、第 20 条第 1項及び第 2

項に定める資産への投資を、信託業法、投資信託及び投資法人に関する法律並びに関連法令に反しない

限り行うことができます。 

② 前項の取扱は、第 23 条、第 28 条、第 29 条における委託者の指図による取引についても同様とします。 

 

(運用の基本方針) 

第21条 委託者は、信託財産の運用にあたっては、別に定める運用の基本方針に従って、その指図を行います。 

 

(特別の場合の外貨建有価証券への投資制限) 

第22条 外貨建有価証券への投資については、わが国の国際収支上の理由等により特に必要と認められる場合に

は、制約されることがあります。 

 

(外国為替予約の指図及び範囲) 

第23条 委託者は、信託財産に属する外貨建資産について、当該外貨建資産の為替ヘッジのため、外国為替の売

買の予約を指図することができます。 

 

(信託業務の委託) 

第24条 受託者は、委託者と協議のうえ、信託財産に属する資産の保管及び処分並びにこれに付随する業務の全

部または一部について、金融機関、証券会社、外国の法令に準拠して外国において有価証券の保管を業

として営むもの及びこれらの子会社等で有価証券の保管を業として営む者に委託することができます。 

② 受託者は、前項のうち信託業法 22 条第 1 項に定める信託業務の委託をするときは、以下に定める基準

の全てに適合するものを委託先として選定します。 

1．委託先の信用力に照らし、継続的に委託業務の遂行に懸念がないこと。 

2．委託先の委託業務に係る実績等に照らし、委託業務を確実に処理する能力があると認められること。 

3．信託財産の保管等を委託する場合においては、当該財産の分別管理を行う体制が整備されているこ

と。 

4．内部管理に関する業務を適正に遂行するための体制が整備されていること。 

③ 受託者は、前項に定める委託先の選定にあたっては、当該委託先が前項各号に掲げる基準に適合してい

ることを確認するものとします。 

 

（有価証券の保管) 

第25条 受託者は、信託財産に属する有価証券を、法令等に基づき、保管振替機関に預託し保管させることがで

きます。 
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(混蔵寄託) 

第26条 金融機関または証券会社から、売買代金及び償還金等について円貨で約定し円貨で決済する取引により

取得した外国において発行された譲渡性預金証書またはコマーシャル･ぺ－パーは、当該金融機関また

は証券会社が保管契約を締結した保管機関に当該金融機関または証券会社の名義で混蔵寄託できるも

のとします。 

 

(信託財産の表示及び記載の省略) 

第27条 信託財産に属する有価証券については、委託者または受託者が必要と認める場合のほか、信託の表示及

び記載をしません。 

 

(有価証券売却等の指図) 

第28条 委託者は、信託財産に属する有価証券の売却等の指図ができます。 

 

(再投資の指図) 

第29条 委託者は、前条の規定による有価証券の売却代金、有価証券にかかる償還金等、有価証券等にかかる利

子等及びその他の収入金を再投資することの指図ができます。 

 

(資金の借入れ) 

第30条 委託者は、信託財産の効率的な運用並びに運用の安定性に資するため、一部解約に伴う支払資金の手当

て（一部解約に伴う支払資金の手当てのために借入れた資金の返済を含みます）を目的として、または

再投資に係る収益分配金の支払資金の手当てを目的として資金借入れ（コール市場を通じる場合を含み

ます）の指図をすることができます。なお、当該借入金をもって有価証券等の運用は行わないものとし

ます。 

② 一部解約に伴う支払資金の手当てにかかる借入期間は、受益者への解約代金支払開始日から信託財産で

保有する有価証券の売却代金の受渡日までの間または受益者への解約代金支払開始日から信託財産で

保有する金融商品の解約代金入金日までの間もしくは受益者への解約代金支払開始日から信託財産で

保有する有価証券等の償還金の入金日までの期間が 5営業日以内である場合の当該期間とし、資金借入

額は当該有価証券の売却代金、金融商品の解約代金及び有価証券等の償還金の合計額を限度とします。 

③ 収益分配金の再投資に係る借入期間は、信託財産から収益分配金が支弁される日からその翌営業日まで

とし、資金借入額は収益分配金の再投資額を限度とします。 

④ 借入金の利息は信託財産中より支弁します。 

 

(損益の帰属) 

第31条 委託者の指図に基づく行為により信託財産に生じた利益及び損失は、すべて受益者に帰属します。 

 

(受託者による資金の立替え) 

第32条 信託財産に属する有価証券について、借替がある場合で、委託者の申出があるときは、受託者は資金の

立替えをすることができます。 

② 信託財産に属する有価証券にかかる償還金等、有価証券等にかかる利子等、投資信託証券の配当金及び

その他の未収入金で、信託終了日までにその金額を見積りうるものがあるときは、受託者がこれを立替

えて信託財産に繰入れることができます。 

③ 前 2項の立替金の決済及び利息については、受託者と委託者との協議によりそのつど別にこれを定めま

す。 

 

(信託の計算期間) 

第33条 この信託の計算期間は、毎年 12 月 16 日から翌年 6月 15 日及び 6月 16 日から 12 月 15 日までとするこ

とを原則とします。ただし、第 1計算期間は、信託契約締結日から平成 18 年 6 月 15 日までとします。 

② 前項にかかわらず、前項の原則により各計算期間終了日に該当する日(以下「該当日」といいます)が休

業日のとき、各計算期間終了日は、該当日の翌営業日とし、その翌日より次の計算期間が開始されるも

のとします。ただし、最終計算期間の終了日は、第 3条に定める信託期間の終了日とします。 
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(信託財産に関する報告) 

第34条 受託者は、毎計算期末に損益計算を行い、信託財産に関する報告書を作成して、これを委託者に提出し

ます。 

② 受託者は、信託終了のときに最終計算を行い、信託財産に関する報告書を作成して、これを委託者に提

出します。 

 

(信託事務等の諸費用) 

第35条 信託財産に関する租税、その他信託事務の処理に要する諸費用、受託者の立替えた立替金の利息並びに

信託財産の財務諸表の監査に要する費用及び当該監査費用にかかる消費税等相当額(以下「諸経費」と

いいます)は、受益者の負担とし、信託財産中から支弁します。 

② 信託財産の財務諸表の監査に要する費用(消費税等相当額を含みます)は、第 33 条に規定する計算期間

を通じて毎日、合理的な金額を当該計算期間の日数で除して計算し、毎計算期末の翌営業日までに、ま

たは信託終了のとき信託財産中より支弁します。 

 

(信託報酬等の額及び支弁の方法) 

第36条 委託者及び受託者の信託報酬の総額は、第 33 条に規定する計算期間を通じて毎日、信託財産の純資産

総額に年 10,000 分の 120 以内の率を乗じて得た額とします。 

② 前項の信託報酬は、毎計算期末、または信託終了のとき信託財産中より支弁するものとし、委託者と受

託者との間の配分は別に定めます。 

③ 第 1項の信託報酬にかかる消費税等に相当する金額を、信託報酬支弁のときに信託財産中から支弁しま

す。 

④ 委託者は、受託者の同意のうえ、第 1項に規定する率以内で信託報酬率を変更することができます。 

 

(収益の分配方式) 

第37条 信託財産から生ずる毎計算期末における利益は、次のように処理します。 

1．配当金、利子及びこれらに類する収益から支払利息を控除した額（以下「配当等収益」といいます）

は、諸経費、信託報酬及び当該信託報酬にかかる消費税等に相当する金額を控除した後、その残金

を受益者に分配することができます。なお、次期以降の分配金に充てるため、その一部を分配準備

積立金として積み立てることができます。 

2．売買損益に評価損益を加減した利益金額(以下「売買益」といいます)は、諸経費、信託報酬及び当該

信託報酬にかかる消費税等に相当する金額を控除し、繰越欠損金のあるときは、その金額を売買益を

もって補てんした後、受益者に分配することができます。なお、次期以降の分配に充てるため、分配

準備積立金として積み立てることができます。 

② 毎計算期末において、信託財産につき生じた損失は、次期に繰越します。 

 

(収益分配金、償還金及び一部解約金の支払い) 

第38条 収益分配金は、毎計算期間終了日後 1ヵ月以内の委託者の指定する日から収益分配金交付票と引換に受

益者に支払います。 

② 前項の規定にかかわらず、別に定める契約に基づいて収益分配金を再投資する受益者に対しては、委託

者は、原則として毎計算期間終了日の翌営業日に収益分配金を委託者の指定する証券会社及び登録金融

機関に交付します。この場合、委託者の指定する証券会社及び登録金融機関は、別に定める契約に基づ

き受益者に対し遅滞なく収益分配金の再投資にかかる受益証券の売付を行います。 

③ 償還金(信託終了時における信託財産の純資産総額を受益権口数で除した額をいいます。以下同じ)は、

信託終了日後 1ヵ月以内の委託者の指定する日から受益証券と引換に受益者に支払います。 

④ 一部解約金は、受益者の請求を受付けた日から起算して、原則として 5営業日目から受益者に支払いま

す。 

⑤ 前各項に規定する収益分配金、償還金及び一部解約金の支払いは、委託者の指定する証券会社または登

録金融機関の営業所等において行うものとします。 

⑥ 収益分配金、償還金及び一部解約金にかかる収益調整金は、原則として受益者毎の信託時の受益証券の

価額等に応じて計算されるものとします。 
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⑦ 前項に規定する「収益調整金」は、所得税法施行令第 27 条の規定によるものとし、受益者毎の信託時

の受益証券の価額と元本の差額をいい、原則として、追加信託のつど当該口数により加重平均され、収

益分配のつど調整されるものとします。また、前項に規定する「受益者毎の信託時の受益証券の価額等」

とは、原則として、各受益者毎の信託時の受益証券の価額をいい、追加信託のつど当該口数により加重

平均され、収益分配のつど調整されるものとします。 

⑧ 記名式の受益証券を有する受益者は、あらかじめその印鑑を届出るものとし、第 1項の場合は収益分配

金交付票に、第 3項及び第 4項の場合には受益証券に、記名し届出印を押捺するものとします。 

⑨ 委託者は、前項の規定により押捺された印影を届出印と照合し、相違ないものと認めて収益分配金及び

償還金もしくは一部解約金の支払いをしたときは、印鑑の盗用その他の事情があっても、そのために生

じた損害について、その責を負わないものとします。 

 

(収益分配金及び償還金の時効) 

第39条  受益者が、収益分配金について前条第 1 項に規定する支払開始日から 5 年間その支払いを請求しない

とき、並びに信託終了による償還金については前条第 3 項に規定する支払開始日から 10 年間その支払

いを請求しないときは、その権利を失い、委託者が受託者から交付を受けた金銭は、委託者に帰属しま

す。 

 

(収益分配金、償還金及び一部解約金の委託者への交付と支払いに関する受託者の免責) 

第40条 受託者は、収益分配金については、原則として毎計算期間終了日の翌営業日までに、償還金については

第 38 条第 3項に規定する支払開始日の前日までに、一部解約金については第 38 条第 4項に規定する支

払日までに、その全額を委託者に交付します。 

② 受託者は、前項の規定により委託者に収益分配金、償還金及び一部解約金を交付した後は、受益者に対

する支払いにつき、その責に任じません。 

 

(一部解約) 

第41条 受益者(委託者の指定する証券会社及び登録金融機関を含みます)は、自己の有する受益証券につき、委

託者に 1 万口単位(別に定める契約にかかる受益証券並びに委託者の指定する証券会社及び登録金融機

関の所有にかかる受益証券については 1 口の整数倍)をもって一部解約の実行を請求することができま

す。 

② 前項の規定にかかわらず、一部解約の実行の請求日がファンドの休業日にあたる場合においては、委託

者は一部解約の実行の請求を受付けないものとします。 

③ 受益者が第 1項の一部解約の実行の請求をするときは、委託者の指定する証券会社及び登録金融機関に

対し、受益証券をもって行うものとします。 

④ 委託者は、第 1項の一部解約の実行の請求を受付けた場合には、この信託契約の一部を解約します。 

⑤ 前項の一部解約の価額は、当該一部解約の実行の請求日の翌営業日の基準価額とします。 

⑥ 委託者は、証券取引所における取引の停止、外国為替取引の停止その他やむを得ない事情があるときは、

第 1項による一部解約の実行の請求の受付を取消すことができます。 

⑦ 前項により－部解約の実行の請求の受付が中止された場合には、受益者は当該受付中止以前に行った当

日の一部解約の実行の請求を撤回できます。ただし、受益者がその一部解約の実行の請求を撤回しない

場合には、当該受益証券の一部解約価額は、当該受付中止を解除した後の最初の基準価額の計算日(こ

の計算日が第 2項に規定する一部解約の実行の請求を受付けない日であるときは、この計算日以降の最

初の一部解約の実行の請求を受付けることができる日とします)に一部解約の実行の請求を受付けたも

のとして第 5項の規定に準じて計算された価額とします。 

 

(信託契約の解約) 

第42条 委託者は、第 3条の規定による信託終了前に、信託契約の一部を解約することにより受益権の口数が 10

億口を下回ることとなった場合、またはこの信託契約を解約することが受益者のため有利であると認め

るとき、もしくはやむを得ない事情が発生したときは、受託者と合意のうえ、この信託契約を解約し、

信託を終了させることができます。この場合において、委託者は、あらかじめ、解約しようとする旨を

監督官庁に届出ます。 
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② 委託者は、前項の事項について、あらかじめ、解約しようとする旨を公告し、かつ、その旨を記載した

書面をこの信託契約にかかる知られたる受益者に対して交付します。ただし、この信託契約にかかるす

べての受益者に対して書面を交付した時は、原則として、公告を行いません。 

③ 前項の公告及び書面には、受益者で異議のある者は一定の期間内に委託者に対して異議を述べるべき旨

を付記します。なお、一定の期間は一月を下らないものとします。 

④ 前項の一定の期間内に異議を述べた受益者の受益権の口数が受益権の総口数の二分の一を超えるとき

は、第 1項の信託契約の解約をしません。 

⑤ 委託者は、この信託契約の解約をしないこととしたときは、解約しない旨及びその理由を公告し、かつ、

これらの事項を記載した書面を知られたる受益者に対して交付します。ただし、全ての受益者に対して

書面を交付したときは、原則として、公告を行いません。 

⑥ 第 3項から前項までの規定は、信託財産の状態に照らし、真にやむを得ない事情が生じている場合であ

って、第 3項の一定の期間が一月を下らずにその公告及び書面の交付を行うことが困難な場合には適用

しません。 

 

(信託契約に関する監督官庁の命令) 

第43条 委託者は、監督官庁よりこの信託契約の解約の命令を受けたときは、その命令に従い、信託契約を解約

し信託を終了させます。 

②  委託者は、監督官庁の命令に基づいてこの信託約款を変更しようとするときは、第 47 条の規定にした

がいます。 

 

(委託者の認可取消し等に伴う取扱い) 

第44条 委託者が監督官庁より認可の取消しを受けたとき、解散したときまたは業務を廃止したときは、委託者

は、この信託契約を解約し、信託を終了させます。 

② 前項の規定にかかわらず、監督官庁がこの信託契約に関する委託者の業務を他の投資信託委託業者に引

き継ぐことを命じたときは、この信託は、第 47 条第 4 項に該当する場合を除き、当該投資信託委託業

者と受託者との間において存続します。 

 

(委託者の事業の譲渡及び承継に伴う取扱い) 

第45条 委託者は、事業の全部又は一部を譲渡することがあり、これに伴い、この信託契約に関する事業を譲渡

することがあります。 

② 委託者は、分割により事業の全部又は一部を承継させることがあり、これに伴い、この信託契約に関す

る事業を承継させることがあります。 

 

(受託者の辞任に伴う取扱い) 

第46条 受託者は、委託者の承諾を受けてその任務を辞任することができます。この場合、委託者は、第 47 条

の規定にしたがい、新受託者を選任します。 

② 委託者が新受託者を選任できないときは、委託者はこの信託契約を解約し、信託を終了させます。 

 

(信託約款の変更) 

第47条 委託者は、受益者の利益のため必要と認めるとき、またはやむを得ない事情が発生したときは、受託者

と合意のうえ、この信託約款を変更することができるものとし、あらかじめ、変更しようとする旨及び

その内容を監督官庁に届出ます。 

② 委託者は、前項の変更事項のうち、その内容が重大なものについて、あらかじめ、変更しようとする旨

及びその内容を公告し、かつ、これらの事項を記載した書面をこの信託約款にかかる知られたる受益者

に対して交付します。ただし、この信託約款にかかるすべての受益者に対して書面を交付したときは、

原則として、公告を行いません。 

③ 前項の公告及び書面には、受益者で異議のある者は一定の期間内に委託者に対して異議を述べるべき旨

を付記します。なお、一定の期間は一月を下らないものとします。 

④ 前項の一定の期間内に異議を述べた受益者の受益権の口数が受益権の総口数の二分の一を超えるとき

は、第 1項の信託約款の変更をしません。 
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⑤ 委託者は、当該信託約款の変更をしないこととしたときは、変更しない旨及びその理由を公告し、かつ、

これらの事項を記載した書面を知られたる受益者に対して交付します。ただし、全ての受益者に対して

書面を交付したときは、原則として、公告を行いません。 

 

(反対者の買取請求権) 

第48条 第 42 条に規定する信託契約の解約または前条に規定する信託約款の変更を行う場合において、第 42 条

第 3項または前条第 3項の一定の期間内に委託者に対して異議を述べた受益者は、受託者に対し、自己

の有する受益証券を、信託財産をもって買取るべき旨を請求することができます。 

 

(公告) 

第49条 委託者が受益者に対してする公告は、日本経済新聞に掲載します。 

 

(信託約款に関する疑義の取扱い) 

第50条 この信託約款の解釈について疑義を生じたときは、委託者と受託者との協議により定めます。 

 

（付則） 

第 1条 この信託の受益権は、平成 19 年 1 月 4 日より、社債等の振替に関する法律（政令で定める日以降「社債、

株式等の振替に関する法律」となった場合は読み替えるものとし、「社債、株式等の振替に関する法律」を含め

「社振法」といいます。以下同じ）の規定の適用を受けることとし、同日以降に追加信託される受益権の帰属

は、委託者があらかじめこの投資信託の受益権を取扱うことについて同意した一の振替機関（社振法第 2 条に

規定する「振替機関」をいい、以下「振替機関」といいます）及び当該振替機関の下位の口座管理機関（社振

法第 2 条に規定する「口座管理機関」をいいます）の振替口座簿に記載または記録されることにより定まりま

す（以下、振替口座簿に記載または記録されることにより定まる受益権を「振替受益権」といいます）。当該振

替受益権は、受益証券とみなされ、この信託約款の適用を受けるものとし、委託者は、この信託の受益権を取

扱う振替機関が社振法の規定により主務大臣の指定を取消された場合または当該指定が効力を失った場合であ

って、当該振替機関の振替業を承継する者が存在しない場合を除き、当該振替受益権を表示する受益証券を発

行しません。 

また、約款本文の規定にかかわらず、平成 19 年 1 月 4 日以降、委託者は、受益権の再分割を行いません。ただ

し、社債、株式等の振替に関する法律が施行された場合には、受託者と協議のうえ、同法に定めるところに従い、

一定日現在の受益権を均等に再分割できるものとします。 

② 平成 19 年 1 月 4 日前に信託された受益権に係る受益証券を保有する受益者は、自己の有する受益証券につ

き、委託者に振替受入簿に記載または記録を申請するよう請求することができます。 

③ 委託者は、前項の振替受入簿に記載または記録の申請の請求を受付けた場合には、当該請求に基づき当該受

益証券に係る受益権を振替受入簿に記載または記録を申請します。この場合において、委託者は、委託者の指

定する証券会社および登録金融機関に当該申請の手続きを委任することができます。 

④ 受益者が第 2項の振替受入簿に記載または記録の申請の請求をするときは、委託者の指定する証券会社また

は登録金融機関に対し、受益証券をもって行うものとします。なお、振替受入簿に記載または記録された受益

権にかかる受益証券（当該記載または記録以降に到来する計算期間の末日にかかる収益分配金交付票を含みま

す）は無効となり、当該記載または記録による振替受益権は、受益証券とみなされ、この信託約款の適用を受

けるものとします。ただし、一旦、振替受入簿に記載または記録された受益権については、この信託の受益権

を取扱う振替機関が社振法の規定により主務大臣の指定を取り消された場合または当該指定が効力を失った場

合であって、当該振替機関の振替業を承継する者が存在しない場合その他やむを得ない事情がある場合を除き、

受益者は受益証券の発行を請求しないものとします。 

⑤ 委託者は、委託者が受益者を代理してこの信託の受益権を振替受入簿に記載または記録を申請することがで

きる旨の信託約款変更をしようとする場合は、その変更の内容が重大なものとして約款本文の信託約款変更の

規定に従います。ただし、この場合において、振替受入簿の記載または記録を申請することについて委託者に

代理権を付与することについて同意をしている受益者へは、変更しようとする旨およびその内容を記載した書

面の交付を原則として行いません。 
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⑥ 委託者が、前項の信託約款変更を行った場合、原則としてこの信託の平成 18 年 12 月 29 日現在の全ての受益

権（受益権につき、既に信託契約の一部解約が行われたもので、当該一部解約にかかる一部解約金の支払開始

日が平成 19 年 1 月 4 日以降となるものを含みます）を受益者を代理して平成 19 年 1 月 4 日に振替受入簿に記

載または記録するよう申請します。ただし、保護預かりではない受益証券に係る受益権については、信託期間

中において委託者が受益証券を確認した後当該申請を行うものとします。 

⑦ 委託者が第 5 項の信託約款変更を行った場合、平成 19 年 1 月 4 日以降の信託契約の一部解約にかかる一部

解約の実行の請求を受益者がするときは、委託者の指定する証券会社または登録金融機関に対し、振替受益権

をもって行うものとします。ただし、平成 19 年 1 月 4 日以降に一部解約金が受益者に支払われることとなる一

部解約の実行の請求で、平成 19 年 1 月 4 日前に行われる当該請求については、振替受益権となることが確実な

受益証券をもって行うものとします。 

⑧ 委託者が第 5項の信託約款変更を行った場合においても、平成 19 年 1 月 4 日以降信託約款本文に規定する時

効前の収益分配金にかかる収益分配金交付票は、なおその効力を有するものとし、当該収益分配金交付票と引

換に受益者に支払います。 

 

前記条項により信託契約を締結します。 

 

信託契約締結日  平成 18 年 1 月 31 日 

 

委 託 者 東京都千代田区内幸町 1丁目 2番 2号 

ｸﾚﾃﾞｨ･ｱｸﾞﾘｺﾙ ｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ株式会社 

代表取締役 青野 晴延 

 

受 託 者   東京都千代田区大手町一丁目 1番 2号 

 りそな信託銀行株式会社 

 取締役社長 新井 信彦 
 



 

＜ご参考＞ 

信託約款（平成 19 年 1 月 4 日適用予定）の変更内容について 

 

平成 18年 12 月 29 日現在存在する当ファンドの受益証券を含むファンドの受益証券を原則とし

てすべて振替受益権とするため、委託者は、平成 19 年 1 月 4 日適用予定で重大な約款変更を行

う予定です。下記の表は、この場合に予定している信託約款の変更内容について記載しており

ます。 

なお、重大な約款変更の内容についてあらかじめお知らせすることを目的としておりますので、

単純な参照条文の変更（読み替え）や当該重大な約款変更以外の変更は割愛している場合があ

ります。 

 

 

下線部＿＿＿は変更部分を示します。 

重大な約款変更後の約款の内容 平成 18 年 9 月 14 日現在の信託約款の内容 

 

（受益権の取得申込みの勧誘の種類） 

第 4条 この信託にかかる受益権の取得申込みの勧誘は、

証券取引法第 2条第 3項第 1号に掲げる場合に該当し、投

資信託及び投資法人に関する法律第2条第13項で定める公

募により行われます。 

 

（当初の受益者） 

第 5条 この信託契約締結当初及び追加信託当初の受益者

は、委託者の指定する受益権取得申込者とし、第 6条によ

り分割された受益権は、その取得申込口数に応じて、取得

申込者に帰属します。 

 

（受益権の分割及び再分割） 

第 6条 委託者は、第 2条第 1項の規定による受益権につ

いては 100 億口を限度として、追加信託によって生じた受

益権については、これを追加信託のつど第 7条第 1項の追

加口数に、それぞれ均等に分割します。 

② 委託者は、受益権の再分割を行いません。ただし、社

債、株式等の振替に関する法律が施行された場合には、受

託者と協議のうえ、同法に定めるところに従い、一定日現

在の受益権を均等に再分割できるものとします。 

 

（受益権の帰属と受益証券の不発行） 

第 9条 この信託の受益権は、平成 19 年 1 月 4 日より、社

債等の振替に関する法律（政令で定める日以降「社債、株

式等の振替に関する法律」となった場合は読み替えるもの

とし、「社債、株式等の振替に関する法律」を含め「社振法」

といいます。以下同じ）の規定の適用を受けることとし、

同日以降に追加信託される受益権の帰属は、委託者があら

かじめこの投資信託の受益権を取扱うことについて同意し

た一の振替機関（社振法第 2条に規定する「振替機関」を

いい、以下「振替機関」といいます）及び当該振替機関の

下位の口座管理機関（社振法第 2条に規定する「口座管理

機関」をいい、振替機関を含め、以下「振替機関等」とい

います）の振替口座簿に記載または記録されることにより

定まります（以下、振替口座簿に記載または記録されるこ

 

（受益証券の取得申込みの勧誘の種類） 

第 4 条 この信託にかかる受益証券の取得申込みの勧誘

は、証券取引法第 2条第 3項第 1号に掲げる場合に該当し、

投資信託及び投資法人に関する法律第2条第13項で定める

公募により行われます。 

 

（当初の受益者） 

第 5 条 この信託契約締結当初及び追加信託当初の受益者

は、委託者の指定する受益証券取得申込者とし、第 6 条に

より分割された受益権は、その取得申込口数に応じて、取

得申込者に帰属します。 

 

（受益権の分割及び再分割） 

第 6 条 委託者は、第 2 条第 1 項の規定による受益権につ

いては、100 億口を限度として、追加信託によって生じた受

益権については、これを追加信託のつど第 7 条第 1 項の追

加口数に、それぞれ均等に分割します。 

② 委託者は、受託者と協議のうえ、一定日現在の受益権

を均等に再分割できます。 

 

 

 

 

（受益証券の発行） 

第 9条 委託者は、第 6条の規定により分割された受益権

を表示する収益分配金交付票付の無記名式の受益証券を発

行します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



  

 

とにより定まる受益権を「振替受益権」といいます）。 

② 委託者は、この信託の受益権を取扱う振替機関が社振

法の規定により主務大臣の指定を取消された場合または当

該指定が効力を失った場合であって、当該振替機関の振替

業を承継する者が存在しない場合その他やむを得ない事情

がある場合を除き、振替受益権を表示する受益証券を発行

しません。 

なお、受益者は、委託者がやむを得ない事情等により受益

証券を発行する場合を除き、無記名式受益証券から記名式

受益証券への変更の請求、記名式受益証券から無記名式受

益証券への変更の請求、受益証券の再発行の請求を行わな

いものとします。 

③ 委託者は、第 6条の規定により分割された受益権につ

いて、振替機関等の振替口座簿への新たな記載または記録

をするため社振法に定める事項の振替機関への通知を行う

ものとします。振替機関等は、委託者から振替機関への通

知があった場合、社振法の規定に従い、その備える振替口

座簿への新たな記載または記録を行います。 

④ 委託者は、受益者を代理してこの信託の受益権を振替

受入簿に記載または記録を申請することができるものと

し、原則としてこの信託の平成 18 年 12 月 29 日現在の全て

の受益権（受益権につき、既に信託契約の一部解約が行わ

れたもので、当該一部解約にかかる一部解約金の支払開始

日が平成 19 年 1 月 4 日以降となるものを含みます）を受益

者を代理して平成19年1月4日に振替受入簿に記載または

記録するよう申請します。ただし、保護預かりではない受

益証券にかかる受益権については、信託期間中において委

託者が受益証券を確認した後当該申請を行うものとしま

す。振替受入簿に記載または記録された受益権にかかる受

益証券（当該記載または記録以降に到来する計算期間の末

日にかかる収益分配金交付票を含みます）は無効となり、

当該記載または記録により振替受益権となります。また、

委託者は、受益者を代理してこの信託の受益権を振替受入

簿に記載または記録を申請する場合において、委託者の指

定する証券会社（証券取引法第 2条第 9項に規定する証券

会社をいい、外国証券業者に関する法律第 2条第 2号に規

定する外国証券会社を含みます。以下同じ）及び登録金融

機関（証券取引法第 65 条の 2第 3項に規定する登録金融機

関をいいます。以下同じ）に当該申請の手続きを委任する

ことができます。 

 

（受益権の設定に係る受託者の通知） 

第 10 条 受託者は、追加信託により生じた受益権について

は追加信託のつど、振替機関の定める方法により、振替機

関へ当該受益権にかかる信託を設定した旨の通知を行いま

す。 

 

 

（受益権の申込単位、価額及び手数料等） 

第 11 条 委託者の指定する証券会社及び登録金融機関は、

第 6 条第 1 項の規定により分割される受益権を、その取得

申込者に 1 万口以上 1 万口単位をもって取得の申込に応ず

るものとします。ただし、委託者の指定する証券会社また

は登録金融機関と別に定める「自動けいぞく投資約款」に

したがって契約(以下「別に定める契約」といいます)を結

んだ取得申込者に対しては、1口の整数倍をもって取得の申

込に応ずることとします。 

この信託約款において別に定める契約とは、この信託につ

いて受益権取得申込者と委託者の指定する証券会社及び登

録金融機関が締結す 別 定め 契約と別 名称 同様

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(受益証券の発行についての受託者の認証) 

第 10 条 委託者は、受益証券を発行するときは、その発行

する受益証券がこの信託約款に適合する旨の受託者の認証

を受けなければなりません。 

② 前項の認証は、受託者の代表取締役がその旨を受益証 

券に記載し記名捺印することによって行います。 

 

(受益証券の申込単位、価額及び手数料等) 

第11条 委託者の指定する証券会社(証券取引法第2条第9

項に規定する証券会社をいい、外国証券業者に関する法律

第 2 条第 2 号に規定する外国証券会社を含みます。以下同

じ)及び登録金融機関(証券取引法第 65 条の 2第 3項に規定

する登録金融機関をいいます。以下同じ)は、第 9条の規定

により発行された受益証券を、その取得申込者に 1 万口以

上 1 万口単位をもって当該受益証券の取得の申込に応ずる

ものとします。 ただし、委託者の指定する証券会社または

登録金融機関と別に定める「自動けいぞく投資約款」にし

たがって契約(以下「別に定める契約」といいます)を結ん



  

 

録金融機関が締結する別に定める契約と別の名称で同様の

権利義務関係を規定する契約を含むものとします。この場

合別に定める契約は当該別の名称に読み替えるものとしま

す。 

 

 

 

 

② 前項の取得申込者は委託者の指定する証券会社また 

は登録金融機関に、取得申込と同時にまたは予め、自

己のために開設されたこの信託の受益権の振替を行

うための振替機関等の口座を示すものとし、当該口座

に当該取得申込者に係る口数の増加の記載または記

録が行われます。なお、委託者の指定する証券会社お

よび登録金融機関は、当該取得申込の代金（第 4項第

1 号の受益権の価額に当該取得申込の口数を乗じて得

た額をいいます）の支払いと引換に、当該口座に当該

取得申込者に係る口数の増加の記載または記録を行

うことができます。 

③ 第 1項の規定にかかわらず、取得申込日(信託契約締結

日を除く)がファンドの休業日(日本、香港及びインド

の証券取引所の休業日、日本及びルクセンブルグの銀

行休業日であることを指します。以下同じ)にあたる場

合は、受益権の取得の申込を受付けないものとします。 

④ 1. 第 1 項の受益権の価額は、取得申込受付日の翌営業

日の基準価額に、手数料及び当該手数料にかかる消

費税並びに地方消費税(以下「消費税等」といいます)

に相当する金額を加算した価額とします。ただし、

この信託契約締結日前の取得申込にかかる受益権の

価額は、1 口につき 1 円に、手数料及び当該手数料

にかかる消費税等に相当する金額を加算した価額と

します。 

2．前号の手数料の額は、委託者の指定する証券会社及

び登録金融機関が個別に定める料率を乗じて得た

金額とします。 

⑤ 前各項の規定にかかわらず、受益者が第 38 条第 2項の

規定に基づいて収益分配金を再投資する場合の受益権

の価額は、原則として第 33 条に規定する各計算期間終

了日の基準価額とします。 

 ⑥ 委託者は、証券取引所における取引の停止、決済機能

の停止、外国為替取引の停止その他やむを得ない事情が

あるときは、取得申込の受付を中止すること及び取得申

込の受付を取消すことができます。 

 

第 12 条 ＜削除＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（受益権の譲渡にかかる記載または記録） 

第 13 条 受益者は、その保有する受益権を譲渡する場合に

は、当該受益者の譲渡の対象とする受益権が記載または記

録されている振替口座簿にかかる振替機関等に振替の申請

をするものとします。 

② 前項の申請のある場合には、前項の振替機関等は、当

該譲渡にかかる譲渡人の保有する受益権の口数の減少及び

だ取得申込者に対しては、1口の整数倍をもって取得の申込

に応ずることとします。 

この信託約款において別に定める契約とは、この信託につ

いて受益証券取得申込者と委託者の指定する証券会社及び

登録金融機関が締結する別に定める契約と別の名称で同様

の権利義務関係を規定する契約を含むものとします。この

場合別に定める契約は当該別の名称に読み替えるものとし

ます。 

＜新設＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
② 前項の規定にかかわらず、取得申込日(信託契約締結日

を除く)がファンドの休業日(日本、香港及びインドの

証券取引所の休業日、日本及びルクセンブルグの銀行

休業日であることを指します。以下同じ)にあたる場合

は、受益証券の取得の申込を受付けないものとします。 

③ 1. 第 1 項の受益証券の価額は、取得申込受付日の翌営

業日の基準価額に、手数料及び当該手数料にかかる

消費税並びに地方消費税(以下「消費税等」といいま

す)に相当する金額を加算した価額とします。ただ

し、この信託契約締結日前の取得申込にかかる受益

証券の価額は、1口につき 1円に、手数料及び当該手

数料にかかる消費税等に相当する金額を加算した価

額とします。 

2．前号の手数料の額は、委託者の指定する証券会社及

び登録金融機関が個別に定める料率を乗じて得た金

額とします。 

④ 前各項の規定にかかわらず、受益者が第 38 条第 2項の

規定に基づいて収益分配金を再投資する場合の受益証

券の価額は、原則として第 33 条に規定する各計算期間

終了日の基準価額とします。 

 ⑤ 委託者は、証券取引所における取引の停止、決済機能

の停止、外国為替取引の停止その他やむを得ない事情が

あるときは、取得申込の受付を中止すること及び取得申

込の受付を取消すことができます。 

 

（受益証券の種類） 

第 12 条 委託者が発行する受益証券は、1万口券、5万口

券、10 万口券、50 万口券、100 万口券、500 万口券、1,000

万口券、1億口券、の 8種類とします。 

② 委託者の指定する証券会社及び登録金融機関は、第 1

項の受益証券を原則として保護預り契約に基づき保管する

ものとします。 

③ 委託者の指定する証券会社または登録金融機関と受益

証券取得申込者との間に結ばれた別に定める契約及び保護

預り契約に基づいて委託者の指定する証券会社または登録

金融機関が保管する受益証券の種類は、第 1 項に定めるも

ののほか、1 口の整数倍の口数を表示した受益証券とする

ことができます。 

 

（受益証券の記名式、無記名式への変更並びに名義書換手続） 

第 13 条 委託者は、受益者が委託者の定める手続によって

請求したときは、無記名式の受益証券と引換に記名式の受

益証券を、または記名式の受益証券と引換に無記名式の受

益証券を交付します。 

② 記名式の受益証券の所持人は、委託者の定める手続に

よって名義書換を委託者に請求することができます。 



  

 

譲受人の保有する受益権の口数の増加につき、その備える

振替口座簿に記載または記録するものとします。ただし、

前項の振替機関等が振替先口座を開設したものでない場合

には、譲受人の振替先口座を開設した他の振替機関等（当

該他の振替機関等の上位機関を含みます）に社振法の規定

に従い、譲受人の振替先口座に受益権の記載または記録が

行われるよう通知するものとします。 

③ 委託者は、第 1項に規定する振替について、当該受益

者の譲渡の対象とする受益権が記載または記録されている

振替口座簿にかかる振替機関等と譲受人の振替先口座を開

設した振替機関等が異なる場合等において、委託者が必要

と認めるときまたはやむをえない事情があると判断したと

きは、振替停止日や振替停止期間を設けることができます。 

 

（受益権の譲渡の対抗要件） 

第 14 条 受益権の譲渡は、前条の規定による振替口座簿へ

の記載または記録によらなければ、委託者及び受託者に対

抗することができません。 

 

 

第 15 条 ＜削除＞ 

 

 

 

 

 

第 16 条 ＜削除＞ 

 

 

 

 

第 17 条 ＜削除＞ 

 

 

 

 

 

第 18 条 ＜削除＞ 

 

 

（収益分配金、償還金及び一部解約金の支払い） 

第 38 条 収益分配金は、毎計算期間終了日後 1ヵ月以内の

委託者の指定する日から、毎計算期間の末日において振替

機関等の振替口座簿に記載または記録されている受益者

（当該収益分配金にかかる計算期間の末日以前において一

部解約が行われた受益権にかかる受益者を除きます。また、

当該収益分配金にかかる計算期間の末日以前に設定された

受益権で取得申込代金支払前のため委託者の指定する証券

会社または登録金融機関の名義で記載または記録されてい

る受益権については原則として取得申込者とします）に支

払います。なお、平成 19 年 1 月 4 日以降においても、第

39 条に規定する時効前の収益分配金にかかる収益分配金

交付票は、なおその効力を有するものとし、当該収益分配

金交付票と引換に受益者に支払います。 

② 前項の規定にかかわらず、別に定める契約に基づいて

収益分配金を再投資する受益者に対しては、受託者が委託

者の指定する預金口座等に払込むことにより、原則として、

毎計算期間終了日の翌営業日に、収益分配金が委託者の指

 

 

 

 

 

 

 

③ 前項の規定による名義書換の手続は、第 33 条に規定す

る毎計算期間の末日の翌日から 15 日間停止します。 

 

 

 

 

 

（記名式の受益証券譲渡の対抗要件） 

第 14 条 記名式の受益証券の譲渡は、前条の規定による名

義書換によらなければ、委託者及び受託者に対抗すること

ができません。 

 

（無記名式の受益証券の再交付） 

第 15 条 委託者は、無記名式の受益証券を喪失した受益者

が、当該受益証券の公示催告による除権判決の謄本を添え、

委託者の定める手続により再交付を請求したときは、無記

名式の受益証券を再交付します。 

 

（記名式の受益証券の再交付） 

第 16 条 委託者は、記名式の受益証券を喪失した受益者

が、委託者の定める手続によって再交付を請求したときは、

記名式の受益証券を再交付します。 

 

（受益証券を毀損した場合等の再交付） 

第 17 条 委託者は、受益証券を毀損または汚損した受益者

が、受益証券を添え、委託者の定める手続により再交付を

請求したときは、受益証券を再交付します。ただし、真偽

を鑑別しがたいときは、前 2条の規定を準用します。 

 

（受益証券の再交付の費用） 

第 18 条 委託者は、受益証券を再交付するときは、受益者

に対して実費を請求することができます。 

 

（収益分配金、償還金及び一部解約金の支払い） 

第 38 条 収益分配金は、毎計算期間終了日後 1ヵ月以内の

委託者の指定する日から収益分配金交付票と引換に受益者

に支払います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

 

② 前項の規定にかかわらず、別に定める契約に基づいて

収益分配金を再投資する受益者に対しては、委託者は、原

則として、毎計算期間終了日の翌営業日に、収益分配金を

委託者の指定する証券会社及び登録金融機関に交付しま



  

 

定する証券会社及び登録金融機関に交付されます。この場

合、委託者の指定する証券会社及び登録金融機関は、別に

定める契約に基づき受益者に対し遅滞なく収益分配金の再

投資にかかる受益権の売付を行います。当該売付けにより

増加した受益権は、第 9条第 3項の規定に従い、振替口座

簿に記載または記録されます。 

③ 償還金（信託終了時における信託財産の純資産総額を

受益権口数で除した額をいいます。以下同じ）は、信託終

了日後 1ヵ月以内の委託者の指定する日から、信託終了日

において振替機関等の振替口座簿に記載または記録されて

いる受益者（信託終了日以前において一部解約が行われた

受益権にかかる受益者を除きます。また、当該信託終了日

以前に設定された受益権で取得申込代金支払前のため委託

者の指定する証券会社または登録金融機関の名義で記載ま

たは記録されている受益権については原則として取得申込

者とします。）に支払います。なお、当該受益者は、その口

座が開設されている振替機関等に対して委託者がこの信託

の償還をするのと引換に、当該償還にかかる受益権の口数

と同口数の抹消の申請を行うものとし、社振法の規定に従

い当該振替機関等の口座において当該口数の減少の記載ま

たは記録が行われます。また、受益証券を保有している受

益者に対しては、償還金は、信託終了日後１ヵ月以内の委

託者の指定する日から受益証券と引換に当該受益者に支払

います。 

④ 一部解約金（第 41 条第 5項の一部解約の価額に当該一

部解約口数を乗じて得た額をいいます。以下同じ）は、第

41 条第 1項の受益者の請求を受付けた日から起算して、原

則として 5営業日目から当該受益者に支払います。 

⑤  前各項に規定する収益分配金、償還金及び一部解約金

の支払いは、委託者の指定する証券会社または登録金融機

関の営業所等において行うものとします。 

⑥  収益分配金、償還金及び一部解約金にかかる収益調整

金は、原則として受益者毎の信託時の受益権の価額等に応

じて計算されるものとします。 

⑦  前項に規定する「収益調整金」は、所得税法施行令第

27 条の規定によるものとし、受益者毎の信託時の受益権の

価額と元本の差額をいい、原則として、追加信託のつど当

該口数により加重平均され、収益分配のつど調整されるも

のとします。また、前項に規定する「受益者毎の信託時の

受益権の価額等」とは、原則として、各受益者毎の信託時

の受益権の価額をいい、追加信託のつど当該口数により加

重平均され、収益分配のつど調整されるものとします。 

 

⑧ ＜削除＞ 

 

 

 

⑨ ＜削除＞ 

 

 

 

 

 

（収益分配金及び償還金の時効） 

第 39 条 受益者が、収益分配金について前条第 1項に規定

する支払開始日から 5年間その支払いを請求しないとき、

並びに信託終了による償還金については前条第 3項に規定

する支払開始日から 10 年間その支払いを請求しないとき

す。この場合、委託者の指定する証券会社及び登録金融機

関は、別に定める契約に基づき受益者に対し遅滞なく収益

分配金の再投資にかかる受益証券の売付を行います。 

 

 

③ 償還金（信託終了時における信託財産の純資産総額を

受益権口数で除した額をいいます。以下同じ）は、信託終

了日後 1 ヵ月以内の委託者の指定する日から受益証券と引

換に受益者に支払います。 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

④ 一部解約金は、受益者の請求を受付けた日から起算し

て、原則として 5営業日目から受益者に支払います。 

 

 

⑤  前各項に規定する収益分配金、償還金及び一部解約金

の支払いは、委託者の指定する証券会社または登録金融機

関の営業所等において行うものとします。 

⑥  収益分配金、償還金及び一部解約金にかかる収益調整

金は、原則として受益者毎の信託時の受益証券の価額等に

応じて計算されるものとします。 

⑦  前項に規定する「収益調整金」は、所得税法施行令第

27 条の規定によるものとし、受益者毎の信託時の受益証券

の価額と元本の差額をいい、原則として、追加信託のつど

当該口数により加重平均され、収益分配のつど調整される

ものとします。また、前項に規定する「受益者毎の信託時

の受益証券の価額等」とは、原則として、各受益者毎の信

託時の受益証券の価額をいい、追加信託のつど当該口数に

より加重平均され、収益分配のつど調整されるものとしま

す。 

⑧ 記名式の受益証券を有する受益者は、あらかじめその

印鑑を届出るものとし、第 1 項の場合は収益分配金交付票

に、第 3 項及び第 4 項の場合には受益証券に、記名し届出

印を押捺するものとします。 

⑨ 委託者は、前項の規定により押捺された印影を届出印

と照合し、相違ないものと認めて収益分配金及び償還金若

しくは一部解約金の支払をしたときは、印鑑の盗用その他

の事情があっても、そのために生じた損害について、その

責を負わないものとします。 

 

（収益分配金および償還金の時効） 

第 39 条 受益者が、収益分配金について前条第 1項に規定

する支払開始日から 5 年間その支払いを請求しないとき、

並びに信託終了による償還金については前条第 3 項に規定

する支払開始日から 10 年間その支払いを請求しないとき



  

 

は、その権利を失い、受託者から交付を受けた金銭は、委

託者に帰属します。 

 

（収益分配金、償還金及び一部解約金の払込と支払いに関す

る受託者の免責） 

第 40 条 受託者は、収益分配金については、原則として毎

計算期間終了日の翌営業日までに、償還金については第 38

条第 3項に規定する支払開始日の前日までに、一部解約金

については第 38 条第 4項に規定する支払日までに、その金

額を委託者の指定する預金口座等に払込みます。 

② 受託者は、前項の規定により委託者の指定する預金口

座等に収益分配金、償還金及び一部解約金を払込んだ後は、

受益者に対する支払いにつき、その責に任じません。 

 

（一部解約） 

第 41 条 受益者（委託者の指定する証券会社および登録金

融機関を含みます）は、自己に帰属する受益権につき、委

託者に 1万口単位（別に定める契約にかかる受益権並びに

委託者の指定する証券会社及び登録金融機関に帰属する受

益権については 1口の整数倍）をもって一部解約の実行を

請求することができます。 

② 前項の規定にかかわらず、一部解約の実行の請求日が

ファンドの休業日にあたる場合においては、委託者は一部

解約の実行の請求を受付けないものとします      

③ 平成19年1月4日以降の信託契約の一部解約に係る一

部解約の実行の請求を受益者がするときは、委託者の指定

する証券会社及び登録金融機関に対し、振替受益権をもっ

て行うものとします。ただし、平成 19 年 1 月 4 日以降に一

部解約金が受益者に支払われることとなる一部解約の実行

の請求で、平成 19 年 1 月 4 日前に行われる当該請求につい

ては、振替受益権となることが確実な受益証券をもって行

うものとします。 

④委託者は、第 1項の一部解約の実行の請求を受付けた場

合には、この信託契約の一部を解約します。なお、第 1項

の一部解約の実行の請求を行う受益者は、その口座が開設

されている振替機関等に対して当該受益者の請求に係るこ

の信託契約の一部解約を委託者が行うのと引換に、当該一

部解約に係る受益権の口数と同口数の抹消の申請を行うも

のとし、社振法の規定にしたがい当該振替機関等の口座に

おいて当該口数の減少の記載または記録が行われます。 

⑤ 前項の一部解約の価額は、当該一部解約の実行の請求

日の翌営業日の基準価額とします。 

⑥ 委託者は、証券取引所等における取引の停止、外国為

替取引の停止その他やむを得ない事情があるときは、第 1

項による一部解約の実行の請求の受付を取消すことができ

ます。 

⑦ 前項により一部解約の実行の請求の受付が中止された

場合には、受益者は当該受付中止以前に行なった当日の一

部解約の実行の請求を撤回できます。ただし、受益者がそ

の一部解約の実行の請求を撤回しない場合には、当該受益

権の一部解約の価額は、当該受付中止を解除した後の最初

の基準価額の計算日(この計算日が第 2 項に規定する一部

解約の実行の請求を受付けない日であるときは、この計算

日以降の最初の一部解約の実行の請求を受付けることがで

きる日とします)に一部解約の実行の請求を受付けたもの

として第 5項の規定に準じて計算された価額とします。 

 

は、その権利を失い、委託者が受託者から交付を受けた金

銭は、委託者に帰属します。 

 

（収益分配金、償還金及び一部解約金の委託者への交付と支

払いに関する受託者の免責） 

第 40 条 受託者は、収益分配金については、原則として毎

計算期間終了日の翌営業日までに、償還金については第 38

条第 3 項に規定する支払開始日の前日までに、一部解約金

については第 38 条第 4項に規定する支払日までに、その金

額を委託者に交付します。 

② 受託者は、前項の規定により委託者に収益分配金、償

還金及び一部解約金を交付した後は、受益者に対する支払

いにつき、その責に任じません。 

 

（一部解約） 

第 41条 受益者（委託者の指定する証券会社および登録金

融機関を含みます）は、自己の有する受益証券につき、委

託者に 1 万口単位（別に定める契約にかかる受益証券並び

に委託者の指定する証券会社及び登録金融機関の所有にか

かる受益証券については 1 口の整数倍）をもって一部解約

の実行を請求することができます。 

② 前項の規定にかかわらず、一部解約の実行の請求日が

ファンドの休業日にあたる場合においては、委託者は一部

解約の実行の請求を受付けないものとします。 

③ 受益者が第 1 項の一部解約の実行の請求をするとき

は、委託者の指定する証券会社及び登録金融機関に対し、

受益証券をもって行うものとします。 

 

 

 

 

 

 

④ 委託者は、第 1 項の一部解約の実行の請求を受付けた

場合には、この信託契約の一部を解約します。 

 

 

 

 

 

 

⑤ 前項の一部解約の価額は、当該一部解約の実行の請求

日の翌営業日の基準価額とします。 

⑥ 委託者は、証券取引所等における取引の停止、外国為

替取引の停止その他やむを得ない事情があるときは、第 1

項による一部解約の実行の請求の受付を取消すことがで

きます。 

⑦ 前項により一部解約の実行の請求の受付が中止され

た場合には、受益者は当該受付中止以前に行なった当日の

一部解約の実行の請求を撤回できます。ただし、受益者が

その一部解約の実行の請求を撤回しない場合には、当該受

益証券の一部解約の価額は、当該受付中止を解除した後の

最初の基準価額の計算日(この計算日が第 2 項に規定する

一部解約の実行の請求を受付けない日であるときは、この

計算日以降の最初の一部解約の実行の請求を受付けるこ

とができる日とします)に一部解約の実行の請求を受付け

たものとして第 5項の規定に準じて計算された価額としま

す。 



  

 

（質権口記載又は記録の受益権の取扱） 

第 42 条 振替機関等の振替口座簿の質権口に記載または

記録されている受益権にかかる収益分配金の支払い、一部

解約の実行の請求の受付、一部解約金および償還金の支払

等については、この約款によるほか、民法その他の法令等

に従って取扱われます。 

 

（信託契約の解約） 

第 43 条 ＜略＞ 

 

＜以下現行信託約款第 43 条から第 47 条まで各条を 1条繰下

げ＞ 

 

（反対者の買取請求権） 

第 49 条 第 43 条に規定する信託契約の解約または前条に

規定する信託約款の変更を行う場合において、第 43 条第 3

項または前条第 3項の一定の期間内に委託者に対して異議

を述べた受益者は、受託者に対し、自己に帰属する受益権

を、信託財産をもって買取るべき旨を請求することができ

ます。 

 

（公告） 

第 50 条 ＜略＞ 

 

（信託約款に関する疑義の取扱い） 

第 51 条 ＜略＞ 

 

（添付信託約款付則第 1 条を削除し、以下の内容に置き換え

ます。） 

（付 則） 

第 1条 平成 18 年 12 月 29 日現在の信託約款第 9条（受益

証券の発行）、第 10 条（受益証券の発行についての受託者

の認証）、第 12 条（受益証券の種類）から第 18 条（受益証

券の再交付の費用）の規定及び受益権と読み替えられた受

益証券に関する規定は、委託者がやむを得ない事情等によ

り受益証券を発行する場合には、なおその効力を有するも

のとします。 

 

＜新設＞ 

 

 

 

 

 

 

（信託契約の解約） 

第 42 条 ＜同左＞ 

 

 

 

 

（反対者の買取請求権） 

第 48 条 第 42 条に規定する信託契約の解約または前条に

規定する信託約款の変更を行う場合において、第 42 条第 3

項または前条第 3 項の一定の期間内に委託者に対して異議

を述べた受益者は、受託者に対し、自己の有する受益証券

を、信託財産をもって買取るべき旨を請求することができ

ます。 

 

（公告） 

第 49 条 ＜同左＞ 

 

（信託約款に関する疑義の取扱い） 

第 50 条 ＜同左＞ 

 

 

 

（付 則） 

第 1条 （添付信託約款付則第 1条をご参照ください。） 

 

 



   

 

 
 
 
 

 

CA りそなインド ファンド 

（愛称：｢マハラジャ｣） 

追加型証券投資信託/ファンド・オブ・ファンズ 

 

投資信託説明書(請求目論見書) 

2006 年 9 月 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

クレディ・アグリコル アセットマネジメント株式会社 
 
 
 本書は証券取引法の規定に基づき、投資家の請求により交付される目論見書（請求目論見書）です。



 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（金融商品の販売等に関する法律に係る重要事項） 
 
 
 

1. 本投資信託説明書（請求目論見書）により行う｢CA りそなインド ファンド｣

の受益証券の募集については、委託者は、証券取引法(昭和 23 年法第 25 号)

の第 5 条の規定により有価証券届出書を平成 17年 11月 25 日に関東財務局長

に提出しており、平成 17 年 12 月 11 日にその届出の効力が生じております。 

 

2．本投資信託説明書（請求目論見書）は、有価証券届出書「第三部 ファンドの

詳細情報」の内容を記載したものであり、証券取引法の規定に基づき、投資

家の請求により交付される目論見書です。 

 

3. ｢CA りそなインド ファンド｣の受益証券の価額は、同ファンドに組入れられ

ている有価証券等の値動きによる影響を受けますが、これらの運用による損

益はすべて投資家の皆様に帰属いたします。 

 

4．当ファンドは元本及び分配金が保証されているものではありません。 
 

（投資信託についての一般的な留意事項） 
投資信託は、その商品の性格から次の特徴をご理解のうえご購入くださいま

すようお願い申し上げます。 
・投資信託は預金ではありません。 
・投資信託は預金保険の対象となりません。 
・投資信託は値動きのある証券（外貨建資産には為替リスクがあります）に投

資するため、投資元本及び分配金が保証された商品ではありません。 
・投資信託の設定･運用は投資信託委託会社が行います(証券会社･銀行は販売 
の窓口となります)。 

・投資した資産の価値の減少を含むリスクは、投資信託をご購入のお客さまが

負うことになります。 
・証券会社以外の金融機関を通じてご購入いただいた投資信託は、投資者保護

基金の対象とはなりません。 

当ファンドは、主に外国投資信託証券を通じて外国株式を投資対象としていま

すので、組入株式の価格の下落や組入株式の発行体の倒産や財務状況の悪化及

びそれらに関する外部評価の変化等により、基準価額は影響を受け、損失を被

ることがあります。また、為替の変動により損失を被ることがあります。 
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第１ ファンドの沿革 
平成 18 年 1 月 31 日 信託契約締結、当ファンドの設定・運用開始 

 

第２ 手続等 

１ 申込（販売）手続等 
１）お申込みの受付場所 

当ファンドの取得の申込は、委託会社が指定する後記販売会社の本支店営業所等において取

扱っております。販売会社によっては、一部の支店・営業所等で取扱わない場合があります。

詳しくは販売会社の本支店営業所等にお問い合せください。 
 

販売会社 
株式会社 りそな銀行 

株式会社 埼玉りそな銀行 

２）申込期間と申込価額 
 申込期間 申込価額 
 

当初募集期間 
平成17年12月12日(月)から 
平成18年 1月30日(月)まで 

当初発行価格（1口当たり1円） 

 
継続募集期間 

平成18年1月31日（火）から 
平成19年3月14日（水）まで※ 

申込日の翌営業日の基準価額 

ただし、日本、香港及びインドの証券取引所の休業日、日本及びルクセンブルグの銀行休業

日のいずれかに該当する場合は、お申込みできません。なお、当初設定日はファンドの休業

日とはなりません。 
※継続募集期間は、前記期間満了前に有価証券届出書を提出することによって更新されます。 

３）申込単位 
お申込みコースは、「自動けいぞく投資コース」のみの取扱となります 
*「自動けいぞく投資コース」とは、分配金を税引後無手数料で自動的に再投資するコースで

す。ただし、販売会社等によっては、自動的に分配金の再投資を行わず、収益の分配が行わ

れたときに分配金を受取ることを選択することもできます。 

1 万円以上 1 円単位 
*「取得申込総金額」=《取得申込金額+（申込手数料+申込手数料にかかる消費税等相当額）》

において 1万円以上 1円単位とします。 

*収益分配金を再投資する場合は、1口単位とします。 

 

販売会社によっては、「自動けいぞく投資コース」において分配金を定期的に受取るための

定期引出契約（販売会社により名称が異なる場合があります。以下同じ）を締結することが

できる場合があります。また、販売会社によっては、毎月の予め指定する日に予め指定した

金額をもって、受益証券の取得申込を行う「定時定額購入取引（積立）」（販売会社により名

称が異なる場合があります。以下同じ）を取扱う場合があります。詳しくは販売会社にお問

い合せください。 
※ファンドの受益権は、平成19年1月4日より振替制度に移行する予定であり、取得申込者は販

売会社に、取得申込と同時にまたは予め当該取得申込者が受益権の振替を行うための振替機

関等の口座を申し出るものとし、当該口座に当該取得申込者にかかる口数の増加の記載また

は記録が行われます。なお、販売会社は、当該取得申込の代金の支払と引換に、当該口座に

当該取得申込者にかかる口数の増加の記載または記録を行うことができます。委託者は、追

加信託により分割された受益権について、振替機関等の振替口座簿への新たな記載または記

録をするため社振法に定める事項の振替機関への通知を行うものとします。振替機関等は、

委託者から振替機関への通知があった場合、社振法の規定に従い、その備える振替口座簿へ

の新たな記載または記録を行います。受託者は、追加信託により生じた受益権については追

加信託のつど、振替機関の定める方法により、振替機関へ当該受益権にかかる信託を設定し

た旨の通知を行います。 



 2

 
２ 換金（解約）手続等 

１）途中解約※の受付 
※途中解約とは信託約款上の一部解約と同意義です。 

(a) 原則として、毎営業日解約のお申込みが可能です。ファンドをご購入いただいた販売会社

においてお申込みください。 

(b) 受益者が途中解約の実行の請求をするときは、販売会社に対し、受益証券をもって行うも

のとします。 

２）途中解約取扱期間と解約価額 

(a) 途中解約の請求の受付は、月曜日～金曜日（祝休日を除く）の午後 3 時まで（半日営業日

の場合には午前 11 時）とさせていただきます。午後 3 時（半日営業日の場合には午前 11

時）を過ぎてのお申込みは翌営業日でのお取扱いとさせていただきます。 

(b) 途中解約の実行の請求日が、ファンドの休業日にあたる場合においては、委託会社は途中

解約の実行の請求を受付けないものとします。 

(c) 解約価額は、途中解約の実行の請求日の翌営業日の基準価額とします。 

(d) 解約金は、受益者の請求を受付けた日から起算して原則として 5 営業日目から、販売会社

において受益者に支払われます。 

３）解約単位 

自己の有する受益証券につき、1 口単位（自動けいぞく投資コース）とします。 

４）解約価額の照会方法 

解約価額は、委託会社の営業日において日々算出され、委託会社及び販売会社に問い合せる

ことにより知ることができます。なお、解約価額は 1 万口単位で表示されたものが発表され

ます。 

当ファンドの解約価額について委託会社の照会先は次の通りです。 
 
クレディ・アグリコル アセットマネジメント株式会社 お客様サポートライン 

電話番号：0120-202-900（フリーダイヤル） 

受付時間：月曜日～金曜日（祝休日を除く）の午前 9 時～午後 5 時 

（半日営業日は午前 9 時～午前 11 時半） 

インターネットホームページ：http://www.jp.ca-assetmanagement.com 

 

５）途中解約の請求の受付を中止する特別な場合 

(a) 証券取引所における取引の停止その他やむを得ない事情があるときは、委託会社の判断で

途中解約の実行の請求の受付を中止すること、及び既に受付けた途中解約の実行の請求の

受付を取消すことができます。 

(b) 途中解約の実行の受付が中止された場合には、受益者は当該受付中止以前に行った当日の

途中解約の実行の請求を撤回できます。ただし、受益者がその途中解約の実行の請求を撤

回しない場合には、当該受益証券の解約価額は、当該受付の中止を解除した後の最初の基

準価額の計算日に途中解約の実行の請求を受付けたものとして当該基準価額の計算日の

翌営業日の基準価額とします。 

６）受益証券の買取 

販売会社は、受益者の請求があるときは、その受益証券を買取ります。 

買取のお取扱いについては販売会社によって異なりますので、お申込みの販売会社にお問い

合せください。 

７）買取請求の受付と買取価額 

買取請求の受付と買取価額の詳細については、販売会社へお問い合せください。 

８）買取請求の受付を中止する特別な場合 

証券取引所における取引の停止その他やむを得ない事情があるときは、販売会社は受益証券

の買取を中止すること、及び既に受付けた受益証券の買取を取消すことができます。 
※買取請求の受付を中止する特別な場合の詳細については、販売会社にお問い合せください。 
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※ファンドの受益権は、平成 19 年 1 月 4 日より振替制度に移行する予定であり、換金の請求を行

う受益者は、その口座が開設されている振替機関等に対して当該受益者の請求にかかるこの信託

契約の一部解約を委託者が行うのと引換に、当該一部解約にかかる受益権の口数と同口数の抹消

の申請を行うものとし、社振法の規定に従い、当該振替機関等の口座において当該口数の減少の

記載または記録が行われます。 

平成19年1月4日以降の換金にかかる換金の請求を受益者がするときは、振替受益権をもって行う

ものとします。ただし、平成19年1月4日以降に換金代金が受益者に支払われることとなる換金の

請求で、平成19年1月4日前に行われる当該請求については、振替受益権となることが確実な受益

証券をもって行うものとします。 

平成18年12月29日時点での保護預りをご利用の方の受益証券は、原則として一括して全て振替受

益権へ移行します。受益証券をお手許で保有されている方で、平成19年1月4日以降も引続き保有

された場合は、換金のお申込みに際して、個別に振替受益権とするための所要の手続きが必要で

あり、この手続きには時間を要しますので、ご留意ください。 

 

 

第３ 管理及び運営 

１ 資産管理等の概要 

(1）資産の評価 

１）基準価額の算定 
基準価額とは、信託財産に属する資産（受入担保金代用有価証券を除きます）を法令及び社

団法人投資信託協会規則に従って時価又は一部償却原価法により評価して得た信託財産の

資産総額から負債総額を控除した金額（「純資産総額」といいます）を、計算日における受

益権口数で除して得た金額をいいます。なお、外貨建資産（外国通貨表示の有価証券（以下

｢外貨建有価証券｣といいます）、預金その他の資産をいいます。以下同じ）の円換算につい

ては、原則として、日本における計算日の対顧客電信売買相場の仲値によって計算します。 
予約為替の評価は、原則として、わが国における計算日の対顧客先物売買相場の仲値による

ものとします。 
２）基準価額の算出頻度と公表 

基準価額は、委託会社の営業日において日々算出され、委託会社及び販売会社に問い合せる

ことにより知ることができます。また、当日の基準価額は原則として、翌日の日本経済新聞

に「マハラジ」の名称で掲載されます。なお、基準価額は 1 万口単位で表示されたものが発

表されます。 

当ファンドの基準価額について委託会社の照会先は次の通りです。 
クレディ・アグリコル アセットマネジメント株式会社 お客様サポートライン 

電話番号：0120-202-900（フリーダイヤル） 

受付時間：月曜日～金曜日（祝休日を除く）の午前 9 時～午後 5 時 

（半日営業日は午前 9 時～午前 11 時半） 

インターネットホームページ：http://www.jp.ca-assetmanagement.com 

 

(2）保管 

販売会社は、受益証券を原則として保護預り契約に基づいて保管（保護預り）するものとします。

この場合、受益証券は混蔵保管されます。ファンドの受益権は、平成19年1月4日より、振替制度

に移行する予定であり、受益権の帰属は、振替機関等の振替口座簿に記載または記録されるこ

とにより定まり、受益証券を発行しませんので、受益証券の保管に関する該当事項はなくなり

ます。 

 
(3）信託期間 

信託期間は平成18年1月31日から無期限とします。ただし、後記「(5) その他 １）信託の終了」

に該当する場合、信託は終了することがあります。 
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(4）計算期間 

１）この信託の計算期間は、原則として毎年 12 月 16 日から翌年 6 月 15 日及び 6 月 16 日から

12 月 15 日までとします。ただし、第 1 計算期間は信託契約締結日から平成 18 年 6 月 15 日

までとします。 

２）各計算期間終了日に該当する日（以下「該当日」といいます）が休業日のとき、各計算期間

終了日は、該当日の翌営業日とし、その翌日より次の計算期間が開始されるものとします。

ただし、最終計算期間の終了日は、信託約款に定める信託期間の終了日とします。 

(5）その他 

１）信託の終了 

(a) 委託会社は、次の場合、受託会社と合意のうえ、この信託契約を解約し、信託を終了させ

ることができます（以下「繰上償還」といいます）。この場合において、委託会社は、あ

らかじめ解約しようとする旨を監督官庁に届出ます。 

ⅰ．信託期間中において、この信託契約を解約することが受益者のため有利であると認め

るとき 

ⅱ．信託契約の一部を解約することにより受益権の口数が 10 億口を下回った場合 

ⅲ．やむを得ない事情が発生したとき 

委託会社は、前記に従い繰上償還させる場合、以下の手続により行います。 

1）委託会社は、あらかじめ解約しようとする旨を公告し、かつ、その旨を記載した書面

をこの信託契約にかかる知られたる受益者に対して交付します。ただし、この信託契

約にかかるすべての受益者に対して書面を交付したときは、原則として公告を行いま

せん。 

2）前記の公告及び書面には、受益者で異議のある者は一定の期間内に委託会社に対して

異議を述べるべき旨を付記します。なお、一定の期間は 1 ヵ月を下らないものとしま

す。 

3）当該一定期間内に異議を述べた受益者の受益権の口数が受益権の総口数の二分の一を

超えるときは、信託契約の解約をしません。 

4）委託会社は、この信託契約の解約をしないこととしたときは、解約しない旨及びその

理由を公告し、かつ、これらの事項を記載した書面を知られたる受益者に対して交付

します。ただし、全ての受益者に対して書面を交付したときは、原則として公告を行

いません。 

5）前記 2）から 4）までの規定は、信託財産の状態に照らし、真にやむを得ない事情が生

じている場合であって、前記 2）の一定の期間が 1 ヵ月を下らずにその公告及び書面

の交付を行うことが困難な場合にも同様の取扱とします。 

(b) 委託会社が、監督官庁よりこの信託契約の解約の命令を受けたとき、その命令に従い、信

託契約を解約し信託を終了させます。 

(c) 委託会社が監督官庁より認可の取消を受けたとき、解散したときまたは業務を廃止したと

き、委託会社は、この信託契約を解約し、信託を終了させます。ただし、監督官庁がこの

信託契約に関する委託会社の業務を他の投資信託委託業者に引き継ぐことを命じたとき

は、この信託は、後記「２）信託約款の変更」の（c）の異議を述べた受益者の受益権の

口数が受益権の総口数の二分の一を超えるときに該当する場合を除き、当該投資信託委託

業者と受託会社との間において、存続します。 

(d) 受託会社が委託会社の承諾を受けてその任務を辞任した場合において、委託会社が新受託

会社を選任できないとき、委託会社はこの信託契約を解約し、信託を終了させます。 

２）信託約款の変更 

(a) 委託会社は、受益者の利益のため必要と認めるときまたはやむを得ない事情が発生したと

きは、受託会社と合意のうえ、この信託約款を変更することができるものとし、あらかじ

め変更しようとする旨及びその内容を監督官庁に届出ます。委託会社は、かかる変更事項

のうち、その内容が重大なものについて、あらかじめ、変更しようとする旨及びその内容

を公告し、かつ、これらの事項を記載した書面をこの信託約款にかかる知られたる受益者

に対して交付します。ただし、この信託約款にかかる全ての受益者に対して書面を交付し

たときは、原則として公告を行いません。 
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(b) 前記(a)の公告及び書面には、受益者で異議のある者は一定の期間内に委託会社に対して

異議を述べるべき旨を付記します。なお、一定の期間は 1 ヵ月を下らないものとします。 

(c) 前記(b)の一定の期間内に異議を述べた受益者の受益権の口数が受益権の総口数の二分の

一を超えるときは、前記(a)の信託約款の変更をしません。 

(d) 委託会社は、当該信託約款の変更をしないこととしたときは、変更しない旨及びその理由

を公告し、かつ、これらの事項を記載した書面を知られたる受益者に対して交付します。

ただし、全ての受益者に対して書面を交付したときは、原則として、公告を行いません。 

(e) 委託会社は、監督官庁の命令に基づいてこの信託約款を変更しようとするときは、前記（a）

から（d）までの規定に従います。 

(f) 委託会社は、委託会社が受益者を代理してこの信託の受益権を振替受入簿に記載または記

録を申請することができる旨の信託約款変更をしようとする場合は、その変更の内容が重

大なものとして前記(a)から(d)までの規定に従います。ただし、この場合において、振替

受入簿の記載または記録を申請することについて委託会社に代理権を付与することにつ

いて同意をしている受益者へは、前記(b)の書面の交付を原則として行いません。 

３）反対者の買取請求権 

当ファンドの信託契約の解約または信託約款の重要なものについて変更を行う場合におい

て、一定の期間内に委託会社に対して異議を述べた受益者は、販売会社を通じて、受託会社

に対し、自己の所有する受益証券を、信託財産をもって買取るべき旨を請求することができ

ます。 

４）公告 

委託会社が受益者に対してする公告は日本経済新聞に掲載します。 

５）運用報告書の作成 

委託会社は、毎計算期間の末日及び償還時に運用報告書を作成し、当該信託財産にかかる知

られたる受益者に対して交付します。 

６）関係法人との契約の更改等に関する手続 

販売会社との「証券投資信託受益証券の取扱いに関する契約書」にかかる契約の有効期間は、

契約締結の日から 1 年間とします。ただし、期間満了の 3 ヵ月前までに委託会社、販売会社

いずれからも、別段の意思表示のないときは、自動的に 1 年間更新されるものとし、自動延

長後の取扱についてもこれと同様とします。ただし、期間の途中においても必要がある時は、

契約の一部を変更することができます。 
 

２ 受益者の権利等 

受益者の有する主な権利は次の通りです。 

① 収益分配金に対する請求権 

１）受益者は、委託者が決定した収益分配金を持分に応じて請求する権利を有します。 

２）収益分配金は、毎計算期間終了日後 1 ヵ月以内の委託者の指定する日（原則として決算日

（休日の場合は翌営業日）から起算して 5 営業日目）から分配金交付票と引換えに受益者

にお支払いします。収益分配金の支払は、販売会社の本支店営業所等において行うものと

します。 

３）受益者は、収益分配金を支払開始日から 5 年間支払請求しないと権利を失います。 
（注）ファンドの受益権は、平成 19 年 1 月 4 日より振替制度に移行する予定であり、その場合

の分配金は、決算日において振替機関等の振替口座簿に記載または記録されている受益者

（当該収益分配金にかかる決算日以前において一部解約が行われた受益権にかかる受益

者を除きます。また、当該収益分配金にかかる計算期間の末日以前に設定された受益権で

取得申込代金支払前のため販売会社の名義で記載または記録されている受益権について

は原則として取得申込者とします。）に、原則として決算日から起算して 5 営業日目（予

定）からお支払いします。なお、平成 19 年 1 月 4 日以降においても、時効前の収益分配

金にかかる収益分配金交付票は、なおその効力を有するものとし、その収益金分配交付票

と引換に受益者にお支払いします。「自動けいぞく投資コース」をお申込みの場合は、分

配金は税引後無手数料で再投資されますが、再投資により増加した受益権は、振替口座簿

に記載または記録されます。 
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② 償還金に対する請求権 

１）受益者は、償還金を持分に応じて請求する権利を有します。 

２）償還金は、信託期間終了日後 1 ヵ月以内の委託者の指定する日（原則として償還日（休日の

場合は当該償還日の翌営業日）から起算して 5 営業日目）から受益証券と引換えに受益者に

お支払いします。償還金の支払は、販売会社の本支店営業所等において行うものとします。 

３）受益者は、償還金を支払開始日から 10 年間その支払を請求しないと権利を失い、委託者が

受託者から交付を受けた金銭は、委託者に帰属します。 

③ 途中解約（換金）請求権 

１）受益者は、1 口単位（自動けいぞく投資コース）で途中解約の実行を請求すること、または

買取を請求することにより換金する権利を有します。 

２）解約代金は、解約実行日から起算して、原則として 5 営業日目から受益者にお支払いしま

す。 

 *買取の取扱については販売会社によって異なりますので、詳しくはお申込み販売会社の本

支店営業所等にお問い合せください。 

④ 帳簿書類の閲覧権 

受益者は、委託会社に対し、その営業時間内に当ファンドの信託財産に関する帳簿書類の閲覧

及び謄写の請求をすることができます。 

⑤ 反対者の買取請求権 

信託契約の解約、または信託約款の重大な変更を行う場合において、一定の期間内に委託者に

対して異議を述べた受益者は、受託者に対し、自己の有する受益証券を信託財産をもって買取

るべき旨を請求することができます。 
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第４ ファンドの経理状況 

（１）当ファンドの財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38 年大

蔵省令第 59 号）並びに同規則第 2 条の 2 の規定により、「投資信託財産の計算に関する規則」（平

成 12 年総理府令第 133 号）に基づいて作成しております。 

なお、財務諸表に記載している金額は、円単位で表示しております。 

 

（２）当ファンドの計算期間は 6 ヵ月であるため、財務諸表は 6 ヵ月ごとに作成しております。 

なお、第 1 期計算期間は信託約款第 33 条により、平成 18 年 1 月 31 日から平成 18 年 6 月 15 日

までとなっております。 

 

（３）当ファンドは、証券取引法第 193 条の 2 の規定に基づき、第 1 期計算期間（平成 18 年 1 月 31

日から平成 18 年 6 月 15 日まで）の財務諸表について、中央青山監査法人により監査を受けてお

ります。 
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１ 財務諸表 
CAりそなインド ファンド 

（１）貸借対照表 

第1期計算期間末 
（平成18年6月15日現在） 

区分 
注記 
番号 

金額（円） 

資産の部   

流動資産          

コール・ローン  553,787,909 

証券投資信託受益証券  6,272,280 

投資証券  34,957,948,150 

派生商品評価勘定  40,687 

未収入金  109,568,518 

未収利息  28 

流動資産合計  35,627,617,572 

資産合計  35,627,617,572 

負債の部   

流動負債   

 派生商品評価勘定  789,768 

未払金  36,167,003 

未払解約金  35,904,445 

未払受託者報酬  7,821,873 

未払委託者報酬  168,952,309 

その他未払費用  737,536 

流動負債合計  250,372,934 

負債合計  250,372,934 

純資産の部   

 元本等   

  元本 ※1、2 45,899,019,477 

  剰余金   

期末欠損金  10,521,774,839 

剰余金合計 ※3 △10,521,774,839 

元本等合計  35,377,244,638 

純資産合計  35,377,244,638 

負債・純資産合計  35,627,617,572 
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（２）損益及び剰余金計算書 

第1期計算期間 
 (自 平成18年1月31日 

    至 平成18年6月15日) 区分 
注記
番号 

金額（円） 

営業収益   

受取利息  7,677 

有価証券売買等損益  △9,636,163,946 

為替差損益  △964,468,841 

営業収益合計  △10,600,625,110 

営業費用   

受託者報酬  7,821,873 

委託者報酬  168,952,309 

その他費用  743,133 

営業費用合計  177,517,315 

営業損失金額  10,778,142,425 

経常損失金額  10,778,142,425 

当期純損失金額  10,778,142,425 

一部解約に伴う当期純損失金額分配額 
 

4,977,725 

欠損金減少額 
 

261,087,260 

（当期追加信託に伴う欠損金減少額） 
 

(261,087,260) 

欠損金増加額 
 

9,697,399 

（当期一部解約に伴う欠損金増加額） 
 

(9,697,399) 

期末欠損金  10,521,774,839 
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（３）注記表 

（重要な会計方針に係る事項に関する注記） 

項目 
第1期計算期間 

 (自 平成18年1月31日 
   至 平成18年6月15日)  

１．有価証券の評価基準及び評価方

法 

 

 

 

 

 

(1)証券投資信託受益証券 

移動平均法に基づき、時価で評価しております。時価評価に

あたっては、当該証券投資信託受益証券の基準価額で評価して

おります。 

(2)投資証券 

移動平均法に基づき、原則として時価で評価しております。

時価評価にあたっては、当該投資証券の基準価額で評価してお

ります。 

 

２.デリバティブ等の評価基準及び

評価方法 

 

為替予約取引 

個別法に基づき、原則として時価で評価しております。時価

評価にあたっては、原則として計算期間末日の対顧客先物売買

相場において為替予約の受渡日の仲値が発表されている場合に

は当該仲値、受渡日の仲値が発表されていない場合には発表さ

れている受渡日に最も近い前後二つの日の仲値をもとに計算し

ております。 

 

３.その他財務諸表作成のための基

本となる重要な事項 

外貨建取引等の処理基準 

 外貨建取引については、「投資信託財産の計算に関する規則」

（平成12年総理府令第133号）第60条に基づき、取引発生時の外

国通貨の額をもって記録する方法を採用しております。但し、

同第61条に基づき、外国通貨の売却時において、当該外国通貨

に加えて、外貨建資産等の外貨基金勘定及び外貨建各損益勘定

の前日の外貨建純資産額に対する当該売却外国通貨の割合相当

額を当該外国通貨の売却時の外国為替相場等で円換算し、前日

の外貨基金勘定に対する円換算した外貨基金勘定の割合相当の

邦貨建資産等の外国投資勘定と、円換算した外貨基金勘定を相

殺した差額を為替差損益とする計理処理を採用しております。 
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（貸借対照表に関する注記） 

項目 第1期計算期間末 
（平成18年6月15日現在） 

 ※１ 期首元本額 

    期中追加設定元本額 

    期中解約元本額 

 

※２ 計算期間末日における 

受益権の総数 

9,781,361,572 円 

37,555,100,741 円 

1,437,442,836 円 

 

45,899,019,477 口 

 

 
※３ 元本の欠損 

 
貸借対照表上の純資産額が元本総額を下回ってお

り、その差額は10,521,774,839円であります。 
 

 
（損益及び剰余金計算書に関する注記） 

第1期計算期間 
 (自 平成18年1月31日 
 至 平成18年6月15日) 

計算期間末における解約に伴う当期純利益分配後の配当等収益から費用を控除した額（0 円）、解約

に伴う当期純利益分配後の有価証券売買等損益から費用を控除し、繰越欠損金を補填した額（0 円）、

信託約款に規定される収益調整金（1,236 円）及び分配準備積立金（0 円）より分配対象収益が 1,236

円（一万口当たり 0 円）であり、分配金額はありません。 

 
（有価証券関係に関する注記） 

第 1 期計算期間末（平成 18 年 6 月 15 日現在） 

売買目的有価証券 

種  類 貸借対照表計上額（円） 
当計算期間の損益に含まれた 

評価差額（円） 

証券投資信託受益証券 6,272,280 △1,890 

投資証券 34,957,948,150 △9,606,923,882 

合  計 34,964,220,430 △9,606,925,772 
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（デリバティブ取引等関係に関する注記） 

Ⅰ 取引の状況に関する事項 

項目 
第1期計算期間 

(自 平成18年1月31日 
  至 平成 18 年 6 月15 日) 

１．取引の内容 

 

当ファンドの利用しているデリバティブ取引は、為替予約取引

であります。 

２．取引に対する取組みと利用

目的 

 

 外貨建資産の購入代金、売却代金、配当金等の受取りまたは支

払にかかる円貨額を確定させるため、為替予約取引を行っており

ます。 

３．取引に係るリスクの内容 

 

 一般的な為替予約取引に係る主要なリスクとして、為替相場の

変動による価格変動リスク及び、取引相手の信用状況の変化によ

り損失が発生する信用リスクがあります。当ファンドは、為替予

約取引をスポットに限定しているため、価格変動リスクはきわめ

て小さいと認識しております。また、為替予約の相手先は社内ル

ールに従った金融機関に限定しているため、相手方の契約不履行

に係る信用リスクはほとんどないと判断しております。 

 

４．取引に係るリスク管理体制 

 

 組織的な管理体制により、日々ポジション、並びに評価金額及

び評価損益の管理を行っております。 

 

５．取引の時価等に関する事項

についての補足説明 

 

 取引の時価等に関する事項についての契約額等は、あくまでも

デリバティブ取引における名目的な契約額であり、当該金額自体

がデリバティブ取引のリスクの大きさを示すものではありませ

ん。 

 

 

Ⅱ 取引の時価等に関する事項 

通貨関連 

第 1 期計算期間末（平成 18 年 6 月 15 日現在） 

 
区分 種類 契約額等（円） 

うち１年超 
時価（円） 評価損益（円） 

為替予約取引     

買建     

米ドル 36,104,329 － 36,145,016 40,687 

売建     

市場取引以外

の取引 

米ドル 108,759,719 － 109,549,487 △789,768 

合計 144,864,048 － 145,694,503 △749,081 

 

時価の算定方法 

１．計算期間末日に対顧客先物売買相場の仲値が発表されている外貨については、以下のように評価して

おります。 
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①計算期間末日において為替予約の受渡日（以下「当該日」という）の対顧客先物売買相場の仲値が発

表されている場合は、当該為替予約は当該仲値で評価しております。 

 ②計算期間末日において当該日の対顧客先物売買相場が発表されていない場合は以下の方法によって

評価しております。 

 ・計算期間末日に当該日を超える対顧客先物売買相場が発表されている場合には、発表されている先物

相場のうち当該日に最も近い前後二つの先物相場の仲値をもとに計算したレートにより評価しておりま

す。 

 ・計算期間末日に当該日を超える対顧客先物売買相場が発表されていない場合には、当該日に最も近い

発表されている対顧客先物売買相場の仲値により評価しております。 

２．計算期間末日に対顧客先物売買相場の仲値が発表されていない外貨については、計算期間末日の対顧

客電信売買相場の仲値により評価しております。 

３．換算において円未満の端数は切捨てております。 

 

（１口当たり情報） 

第1期計算期間末 
（平成18年6月15日現在） 

１口当たり純資産額 0.7708円 

（１万口当たり純資産額） （7,708円） 
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（４）附属明細表 

第１  有価証券明細表 
① 株式 
   該当事項はありません。 
 
② 株式以外の有価証券 

種類 通貨 銘柄 券面総額 評価額 備考 

円 
円建マネー  

サブファンド 
6,300,000 6,272,280 

 

円 小 計 6,300,000 6,272,280  

証券投資信託 

受益証券 

証券投資信託受益証券 合計 6,300,000 6,272,280  

米ドル 
CA Funds インド ファ

ンド I４クラス 
383,412,700 303,586,175.86 

 

米ドル 合 計 383,412,700 
303,586,175.86 

(34,957,948,150) 

 
投資証券 

投資証券 合計 383,412,700 
303,586,175.86 

(34,957,948,150) 

 

 合 計  
34,964,220,430 

(34,957,948,150) 

 

注１）通貨種類ごとの小計欄の（ ）内は、邦貨換算額であります。 

注２）合計欄における（ ）内の金額は、外貨建有価証券の邦貨換算額であり、内数で表示しております。 

注３）外貨建有価証券の内訳 

通貨 銘柄数 
組入投資証券 
時価比率 

合計金額に対する比率 

米ドル 投資証券 1銘柄 100% 100% 

 

第２  有価証券先物取引等及び為替予約取引の契約額等及び時価の状況表 

   「(3)注記表（デリバティブ取引等に関する注記）」に記載しております。 
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（参考情報） 

 当ファンドは「円建マネー サブファンド」の受益証券と「CA Funds インドファンド I4 クラス」

の投資証券を主要投資対象としており、貸借対照表の資産の部に計上された「証券投資信託受益証券」

および「投資証券」は、それぞれ上記投資信託の受益証券です。 

 「CA Funds インドファンド I4 クラス」は、「CA Funds INDIA FUND POOL」にて他のシェアクラスと

合同運用されております。 

なお、「円建マネー サブファンド」および「CA Funds インドファンド I4 クラス」の状況は次の通

りです。 

 

「円建マネー サブファンド」および「CA Funds インドファンド I4 クラス」の状況 

 

 以下に記載した「１．円建マネー サブファンドの状況」の「貸借対照表」およびそれに続く「注記

表」等は、委託会社が同投資信託の投資顧問会社であるクレディ・アグリコル ストラクチャード・

アセットマネジメント・エス・エーからの情報に基づき、平成 18 年 6 月 14 日現在の財産の状況を記

載したものであります。従って、現地の法律に基づいて作成された正式財務諸表とは、同一の様式で

はありません。 

 

 また、以下に記載した「２．CA Funds インドファンド I4 クラスの状況」の情報は、委託会社が同

投資信託の管理会社である CACEIS バンク ルクセンブルグおよび当該投資証券の発行体である CA フ

ァンズ リミテッドからの情報に基づき、平成18年6月14日現在で作成したものであります。従って、

現地の法律に基づいて作成された正式財務諸表とは、同一の様式ではありません。 

 なお、以下に記載した情報は当ファンドの財務諸表監査の対象外であります。 
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１. 円建マネー サブファンド 

（１）貸借対照表 

（平成18年6月14日現在） 
区分 

注記
番号 

金額（円） 

資産の部 
 

流動資産 
 

預金 489,555,723 

譲渡性預金証書 449,957,728 

流動資産合計 939,513,451 

資産合計  939,513,451 

負債の部  

流動負債  

未払信託報酬 242,230 

流動負債合計 242,230 

負債合計 242,230 

純資産の部  

元本等  

元本 ※1,2 943,380,000 

欠損金  4,108,779 

剰余金合計 ※3 △4,108,779 

元本等合計  939,271,221 

純資産合計 939,271,221 

負債・純資産合計 939,513,451 
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（２）注記表 

（重要な会計方針に係る事項に関する注記） 

項目 
自 平成18年1月31日 
至 平成18年6月14日 

有価証券の評価基準及び評価方法 譲渡性預金証書  

原則として時価で評価しております。 

 なお、残存3ヵ月未満となったものにつきましては償

却原価法により評価しております。 

 

（貸借対照表に関する注記） 

 （平成18年6月14日現在） 

※１ 本報告書における開示対象ファン
ドの期首における当該サブファン
ドの元本額 

960,580,000円 

同期中における追加設定元本額 138,200,000円 

同期中における解約元本額 155,400,000円 

   同期末における開示対象ファンド
保有元本額 

6,300,000円 

※２ 本報告書開示対象ファンドの計算
期間末日における受益権の総数 

94,338口 

※３ 元本の欠損 
貸借対照表上の純資産額が元本総額を下回ってお

り、その差額は4,108,779円であります。 
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（有価証券関係に関する注記） 

（平成 18 年 6 月 14 日現在） 

売買目的有価証券 

種  類 貸借対照表計上額 
当計算期間の損益に含まれた 

評価差額 

譲渡性預金証書 449,957,728 円 40,743 円 

合  計 449,957,728 円 40,743 円 

 

（１口当たり情報） 

 平成18年6月14日現在 

１口当たり純資産額 9,956円 
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（３）附属明細表 

第１ 有価証券明細表 
① 株  式 

該当事項はありません。 
 

② 株式以外の有価証券 
種類 銘柄 券面総額（円） 評価額（円） 備考 

DEPFA BANK EURO 180406 225,000,000 224,988,658  
譲渡性預金証書 

KOREA DEVEROPME 180406 225,000,000 224,969,070  

 合  計 450,000,000 449,957,728  
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２．「CA Funds インドファンド I4クラス」の状況 

 
（１）本有価証券報告書開示対象ファンドの投資先シェアクラス（CA Funds インドファンド I4 クラ

ス）の情報 

 平成18年6月14日現在 

１口当たり純資産額 
(当初元本は1口当たり100米ドル) 

79.18 米ドル 

基準日における元本口数 3,834,127口 

うち、本有価証券報告書開示対象フ
ァンドの保有口数 

3,834,127口 

純資産総額 303,591,647.64 米ドル 

 
 
（２）CA Funds INDIA FUND POOL 貸借対照表 

（平成18年6月14日現在） 
区分 

注記 
番号 

金額（米ドル） 

資産の部 
 

 

預金  16,333,443.12 

有価証券 291,888,528.12 

未収入金 1,185,567.23 

未収配当金 741,454.39 

資産合計  310,148,992.86 

負債及び純資産の部   

未払金  1,981,726.22 

純資産  308,167,266.64 

負債及び純資産合計  310,148,992.86 
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CA Funds INDIA FUND POOL の保有資産明細（上位 20 銘柄） 

 

（平成 18 年 6 月 14 日現在） 

評価額 
通 貨 銘 柄 株 数 

現地通貨建金額 米ドル建金額 

 

インド 

ルピー 

RELIANCE INDUSTRIES DEMATERAILISED         

INFOSYS TECHNOLOGIES DEMATERALISED         

HOUSING DEVELOPMENT FIN.DEMATERIALISED     

TATA CONSULT.SERVICES SVS DEMATERIALISED   

DR REDDY'S LABORATORIES LTD                

ITC DEMATERIALISED                         

SATYAM COMPUTER SERVICES DEMATERIALISED    

TATA POWER DEMATERIALISED                  

ASSOCIATED CEMENT (DEMATERIALISED)         

TATA MOTORS DEMATERIALISED LTD             

LARSEN & TOUBRO LTD DEMATERIALISED         

HDFC BANK DEMATERIALISED                   

INDUSTRIAL DEV.BK.INDIA DEMATERIALISED     

KOTAK MAHINDRA BANK ( DEMAT.)              

BAJAJ AUTO DEMATERIALISED                  

RELIANCE CAPITAL LTD                       

AUROBINDO PHARMA (DEMAT.)                  

CENTURION BANK PUNJAB (DEMAT.)             

GUJARAT AMBUJA CEMENTS -SHS. DEMAT         

HERO HONDA MOTORS LTD DEMATERIALISED       

 

1,300,000   

430,600   

810,857   

460,000   

578,000   

4,550,000   

1,150,000   

1,239,888   

725,000   

760,000   

225,000   

600,000   

7,000,000   

1,513,856   

140,000   

950,000 

624,000   

16,350,000   

3,600,000   

464,910  

 

1,115,985,000  

1,070,127,120  

809,275,829  

682,479,000  

673,745,700  

670,442,500  

658,720,000  

506,060,287  

504,165,000  

501,942,000  

413,100,000  

383,370,000  

352,800,000  

345,159,168  

319,858,000  

309,272,500  

308,630,400  

307,380,000  

304,020,000  

298,774,412 

 

24,292,226.92  

23,294,014.56  

17,615,928.60  

14,855,875.96  

14,665,773.67  

14,593,871.20  

14,338,701.43  

11,015,677.93  

10,974,422.22  

10,926,033.03  

8,992,162.93  

8,345,014.53  

7,679,581.41  

7,513,259.44  

6,962,515.73  

6,732,095.64  

6,718,118.71  

6,690,900.60  

6,617,761.73  

6,503,578.28 

 
 



   

 23

 

２ ファンドの現況 
純資産額計算書 

   平成18年7月31日現在

Ⅰ 資産総額  42,897,031,172円 

Ⅱ 負債総額  207,826,288円 

Ⅲ 純資産総額（Ⅰ－Ⅱ）  42,689,204,884円 

Ⅳ 発行済数量  47,714,799,288口 

Ⅴ １単位当たり純資産額（Ⅲ/Ⅳ）  8,947円 

 
 

第５ 設定及び解約の実績 

期 間 
設定数量 

（単位：口） 

解約数量 

（単位：口） 

発行済数量 

（単位：口） 

第 1 期計算期間 

（自 平成 18 年 1 月 31 日） 

  至 平成 18 年 6 月15 日） 
47,336,462,313 1,437,442,836 45,899,019,477 

（注１）全て本邦内におけるものです。 

（注２）第 1 期計算期間の設定数量には、当初設定口数（9,781,361,572 口）を含みます。 
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